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水 防 法 

（昭和24年法律第193号） 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 水防組織（第三条―第八条） 

第三章 水防活動（第九条―第三十二条の三） 

第四章 指定水防管理団体（第三十三条―第三十五条） 

第五章 水防協力団体（第三十六条―第四十条） 

第六章 費用の負担及び補助（第四十一条―第四十四条） 

第七章 雑則（第四十五条―第五十一条） 

第八章 罰則（第五十二条―第五十五条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、洪水、雨水出水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及

びこれによる被害を軽減し、もつて公共の安全を保持することを目的とする。  

（定義） 

第二条 この法律において「雨水出水」とは、一時的に大量の降雨が生じた場合において

下水道その他の排水施設に当該雨水を排除できないこと又は下水道その他の排水施設か

ら河川その他の公共の水域若しくは海域に当該雨水を排除できないことによる出水をい

う。 

２ この法律において「水防管理団体」とは、次条の規定により水防の責任を有する市町

村（特別区を含む。以下同じ。）又は水防に関する事務を共同に処理する市町村の組合

（以下「水防事務組合」という。）若しくは水害予防組合をいう。  

３ この法律において「水防管理者」とは、水防管理団体である市町村の長又は水防事務

組合の管理者若しくは長若しくは水害予防組合の管理者をいう。  

４ この法律において「消防機関」とは、消防組織法（昭和二十二年法律第二百二十六号）

第九条に規定する消防の機関をいう。  

５ この法律において「消防機関の長」とは、消防本部を置く市町村にあつては消防長を、

消防本部を置かない市町村にあつては消防団の長をいう。  

６ この法律において「水防計画」とは、水防上必要な監視、警戒、通信、連絡、輸送及

びダム又は水門若しくは閘門の操作、水防のための水防団、消防機関及び水防協力団体

（第三十六条第一項の規定により指定された水防協力団体をいう。以下第四章までにお

いて同じ。）の活動、一の水防管理団体と他の水防管理団体との間における協力及び応

援、水防のための活動に必要な河川管理者（河川法（昭和三十九年法律第百六十七号）

第七条（同法第百条第一項において準用する場合を含む。）に規定する河川管理者をい

う。以下同じ。）及び同法第九条第二項又は第五項の規定により都道府県知事又は地方

自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市の長が

河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河川（同法第四条第一項に規定する一

級河川をいう。以下同じ。）の管理の一部を行う場合における当該都道府県知事又は当

該指定都市の長、下水道管理者（下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第四条第一

項に規定する公共下水道管理者、同法第二十五条の二十三第一項に規定する流域下水道

管理者及び同法第二十七条第一項に規定する都市下水路管理者をいう。第七条第四項及

び第二十四条の二第一項において同じ。）並びに海岸管理者（海岸法（昭和三十一年法

律第百一号）第二条第三項に規定する海岸管理者をいう。第七条第四項及び第二十四条

の二において同じ。）の協力並びに水防に必要な器具、資材及び設備の整備及び運用に
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関する計画をいう。 

７ この法律において「量水標等」とは、量水標、験潮儀その他の水位観測施設をいう。  

８ この法律において「水防警報」とは、洪水、津波又は高潮によつて災害が発生するお

それがあるとき、水防を行う必要がある旨を警告して行う発表をいう。  

 

第二章 水防組織 

 

（市町村の水防責任） 

第三条 市町村は、その区域における水防を十分に果すべき責任を有する。ただし、水防

事務組合が水防を行う区域及び水害予防組合の区域については、この限りでない。  

 

（水防事務組合の設立） 

第三条の二 地形の状況により、市町村が単独で前条の責任を果たすことが著しく困難又

は不適当であると認められる場合においては、関係市町村は、洪水、雨水出水、津波又

は高潮による被害の共通性を勘案して、共同して水防を行う区域を定め、水防事務組合

を設けなければならない。  

 

（水害予防組合の区域を水防を行う区域とする水防事務組合が設けられる場合の特別措置）  

第三条の三 水害予防組合法（明治四十一年法律第五十号）第十五条第一項の規定により

都道府県知事が水害予防組合を廃止しようとする場合において、当該水害予防組合の区

域の全部又は一部について、当該水害予防組合に代るべき水防管理団体として引き続き

水防事務組合が設けられるときは、都道府県知事は、同条第三項の規定にかかわらず、

当該水害予防組合が、その有する財産及び負債のうち水防の用に供せられ、又は供せら

れる予定となつている財産及びこれらの財産に係る負債以外の財産及び負債の処分を完

了したときは、当該水害予防組合を廃止することができる。  

２ 前項の規定により廃止される水害予防組合は、その廃止の日において有する水防の用

に供せられ、又は供せられる予定となつている財産を、当該水害予防組合の区域の全部

を水防を行う区域とする一の水防事務組合が設けられる場合においては、当該水防事務

組合に、当該水害予防組合の区域について二以上の水防事務組合が設けられる場合又は

当該水害予防組合の区域の一部が市町村の水防を行うべき区域となる場合においては、

当該水害予防組合と関係水防事務組合又は市町村との協議に基き、関係水防事務組合又

は市町村に無償譲渡し、当該水防事務組合又は市町村は、それぞれ、その譲渡される財

産に係る負債を引き受けなければならない。この場合においては、当該水害予防組合は、

当該財産の譲渡及び負債の引継のために必要な範囲内において、当該財産の譲渡及び負

債の引継を完了するまで、なお存続するものとみなす。  

 

（水防事務組合の議会の議員の選挙）  

第三条の四 水防事務組合の議会の議員は、組合規約で定めるところにより、関係市町村

の議会において、当該市町村の議会の議員の被選挙権を有する者で水防に関し学識経験

があり、かつ、熱意があると認められるもののうちから選挙するものとする。ただし、

数市町村にわたる水防上の特別の利害を調整する必要があると認められるときは、組合

規約で定めるところにより、当該市町村の議会の議員の被選挙権を有する者で水防に関

し学識経験があり、かつ、熱意があると認められるものにつき当該市町村の長が推薦し

た者のうちから選挙することができる。この場合において、市町村の長が推薦した者の

うちから選挙される議員の数は、当該市町村の議会において選挙される議員の数の二分

の一をこえてはならない。  

２ 前項の規定により関係市町村の議会において選挙される議員の数は、水防事務組合の
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行う事業による受益の割合及び防護すべき施設の延長の割合を勘案して定めるものとす

る。 

 

（水防事務組合の経費の分賦）  

第三条の五 水防事務組合の経費の関係市町村に対する分賦は、前条第二項に規定する割

合を勘案して定めるものとする。  

 

（都道府県の水防責任） 

第三条の六 都道府県は、その区域における水防管理団体が行う水防が十分に行われるよ

うに確保すべき責任を有する。  

 

（指定水防管理団体） 

第四条 都道府県知事は、水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体を指定する

ことができる。 

 

（水防の機関） 

第五条 水防管理団体は、水防事務を処理するため、水防団を置くことができる。  

２ 前条の規定により指定された水防管理団体（以下「指定管理団体」という。）は、そ

の区域内にある消防機関が水防事務を十分に処理することができないと認める場合にお

いては、水防団を置かなければならない。  

３ 水防団及び消防機関は、水防に関しては水防管理者の所轄の下に行動する。  

 

（水防団） 

第六条 水防団は、水防団長及び水防団員をもつて組織する。  

２ 水防団の設置、区域及び組織並びに水防団長及び水防団員の定員、任免、給与及び服

務に関する事項は、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつて

は組合会の議決で定める。  

 

（公務災害補償） 

第六条の二 水防団長又は水防団員が公務により死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、

又は公務による負傷若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態となつたときは、

当該水防団長又は水防団員の属する水防管理団体は、政令で定める基準に従い、市町村

又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定めると

ころにより、その者又はその者の遺族がこれらの原因によつて受ける損害を補償しなけ

ればならない。 

２ 前項の場合においては、水防管理団体は、当該水防団長若しくは水防団員又はその者

の遺族の福祉に関して必要な事業を行うように努めなければならない。  

 

（退職報償金） 

第六条の三 水防団長又は水防団員で非常勤のものが退職した場合においては、当該水防

団長又は水防団員の属する水防管理団体は、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、

水害予防組合にあつては組合会の議決で定めるところにより、その者（死亡による退職

の場合には、その者の遺族）に退職報償金を支給することができる。  
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（都道府県の水防計画） 

第七条 都道府県知事は、水防事務の調整及びその円滑な実施のため、当該都道府県の水

防計画を定め、及び毎年当該都道府県の水防計画に検討を加え、必要があると認めると

きは、これを変更しなければならない。  

２ 都道府県の水防計画は、津波の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動

に従事する者の安全の確保が図られるように配慮されたものでなければならない。  

３ 都道府県知事は、当該都道府県の水防計画に河川管理者（河川法第九条第二項又は第

五項の規定により都道府県知事又は地方自治法第二百五十二条の十九第一項の指定都市

の長が河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河川の管理の一部を行う場合に

あつては、当該都道府県知事又は当該指定都市の長。以下同じ。）による河川に関する

情報の提供、水防訓練への河川管理者の参加その他の水防管理団体が行う水防のための

活動に河川管理者の協力が必要な事項を記載しようとするときは、当該事項について、

あらかじめ、河川管理者に協議し、その同意を得なければならない。  

４ 前項の規定は、都道府県知事が、当該都道府県の水防計画に水防管理団体が行う水防

のための活動に下水道管理者又は海岸管理者の協力が必要な事項を記載しようとする場

合について準用する。 

５ 都道府県知事は、第一項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は変更しよ

うとするときは、あらかじめ、都道府県水防協議会（次条第一項に規定する都道府県水

防協議会をいい、これを設置しない都道府県にあつては、災害対策基本法（昭和三十六

年法律第二百二十三号）第十四条第一項に規定する都道府県防災会議とする。）に諮ら

なければならない。 

６ 二以上の都府県に関係する水防事務については、関係都府県知事は、あらかじめ協定

して当該都府県の水防計画を定め、国土交通大臣及び消防庁長官に報告しなければなら

ない。報告した水防計画の変更についても、同様とする。  

７ 都道府県知事は、第一項又は前項の規定により当該都道府県の水防計画を定め、又は

変更したときは、その要旨を公表するよう努めるものとする。  

 

（都道府県水防協議会） 

第八条 都道府県の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、都道府

県に都道府県水防協議会を置くことができる。  

２ 都道府県水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができる。  

３ 都道府県水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。  

４ 会長は、都道府県知事をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並びに水防に関

係のある団体の代表者及び学識経験のある者のうちから都道府県知事が命じ、又は委嘱

する。 

５ 前各項に定めるものの外、都道府県水防協議会に関し必要な事項は、当該都道府県条

例で定める。 

 

第三章 水防活動 

 

（河川等の巡視） 

第九条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、随時区域内の河川、海岸堤防、津波

防護施設（津波防災地域づくりに関する法律（平成二十三年法律第百二十三号）第二条

第十項に規定する津波防護施設をいう。以下この条において同じ。）等を巡視し、水防

上危険であると認められる箇所があるときは、直ちに当該河川、海岸堤防、津波防護施

設等の管理者に連絡して必要な措置を求めなければならない。  
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（国の機関が行う洪水予報等）  

第十条 気象庁長官は、気象等の状況により洪水、津波又は高潮のおそれがあると認めら

れるときは、その状況を国土交通大臣及び関係都道府県知事に通知するとともに、必要

に応じ放送機関、新聞社、通信社その他の報道機関（以下「報道機関」という。）の協

力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

２ 国土交通大臣は、二以上の都府県の区域にわたる河川その他の流域面積が大きい河川

で洪水により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川につ

いて、気象庁長官と共同して、洪水のおそれがあると認められるときは水位又は流量を、

はん濫した後においては水位若しくは流量又ははん濫により浸水する区域及びその水深

を示して当該河川の状況を関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ報道機関

の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

３ 都道府県知事は、前二項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県

の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者（量水標等の管理者をいう。以下同

じ。）に、その受けた通知に係る事項（量水標管理者にあつては、洪水又は高潮に係る

事項に限る。）を通知しなければならない。  

 

（都道府県知事が気象庁長官と共同して行う洪水予報） 

第十一条 都道府県知事は、前条第二項の規定により国土交通大臣が指定した河川以外の

流域面積が大きい河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定し

た河川について、洪水のおそれがあると認められるときは、気象庁長官と共同して、そ

の状況を水位又は流量を示して直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水

標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知

させなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による指定をしようとするときは、気象庁長官に協議す

るものとする。 

 

（情報の提供の求め等） 

第十一条の二 都道府県知事は、前条第一項の規定による通知及び周知を行うため必要が

あると認めるときは、国土交通大臣に対し、当該通知及び周知に係る河川の水位又は流

量に関する情報であつて、第十条第二項の規定により国土交通大臣が指定した河川につ

いて国土交通大臣が洪水のおそれを予測する過程で取得したものの提供を求めることが

できる。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による求めがあつたときは、同項に規定する情報を当該

都道府県知事及び気象庁長官に提供するものとする。  

３ 前項の規定による情報の提供については、気象業務法（昭和二十七年法律第百六十五

号）第十七条及び第二十三条の規定は、適用しない。  

 

（国土交通大臣が気象庁長官及び都道府県知事と共同して行う高潮予報）  

第十一条の三   国土交通大臣は、高潮により国民経済上重大な損害を生ずるおそれがある

ものとして指定した海岸について、高潮のおそれがあると認められるときは、気象庁長

官及び当該海岸の存する都道府県の知事と共同して、その状況を水位を示して直ちに当

該都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要

に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

２  国土交通大臣は、前項の規定による指定をしようとするときは、当該海岸の存する都

道府県の知事に協議するものとする。  
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（水位の通報及び公表） 

第十二条 都道府県の水防計画で定める水防管理者又は量水標管理者は、洪水若しくは高

潮のおそれがあることを自ら知り、又は第十条第三項、第十一条第一項若しくは前条第

一項の規定による通知を受けた場合において、量水標等の示す水位が都道府県知事の定

める通報水位を超えるときは、その水位の状況を、都道府県の水防計画で定めるところ

により、関係者に通報しなければならない。  

２ 都道府県の水防計画で定める量水標管理者は、量水標等の示す水位が警戒水位（前項

の通報水位を超える水位であつて洪水又は高潮による災害の発生を警戒すべきものとし

て都道府県知事が定める水位をいう。以下同じ。）を超えるときは、その水位の状況を、

都道府県の水防計画で定めるところにより、公表しなければならない。  

 

（国土交通大臣又は都道府県知事が行う洪水に係る水位情報の通知及び周知）  

第十三条 国土交通大臣は、第十条第二項の規定により指定した河川以外の河川のうち、

河川法第九条第二項に規定する指定区間外の一級河川で洪水により国民経済上重大な損

害を生ずるおそれがあるものとして指定した河川について、洪水特別警戒水位（警戒水

位を超える水位であつて洪水による災害の発生を特に警戒すべき水位をいう。次項にお

いて同じ。）を定め、当該河川の水位がこれに達したときは、その旨を当該河川の水位

又は流量を示して関係都道府県知事に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を

求めて、これを一般に周知させなければならない。  

２ 都道府県知事は、第十条第二項又は第十一条第一項の規定により国土交通大臣又は自

らが指定した河川以外の河川のうち、河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級

河川又は同法第五条第一項に規定する二級河川で洪水により相当な損害を生ずるおそれ

があるものとして指定した河川について、洪水特別警戒水位を定め、当該河川の水位が

これに達したときは、その旨を当該河川の水位又は流量を示して直ちに都道府県の水防

計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の

協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

３ 都道府県知事は、第一項の規定による通知を受けた場合においては、直ちに都道府県

の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に、その受けた通知に係る事項を通知

しなければならない。 

 

（都道府県知事又は市町村長が行う雨水出水に係る水位情報の通知及び周知）  

第十三条の二 都道府県知事は、当該都道府県が管理する公共下水道等（下水道法第二条

第三号に規定する公共下水道、同条第四号に規定する流域下水道又は同条第五号に規定

する都市下水路をいう。以下この条及び第十四条の二において同じ。）の排水施設等

（排水施設又はこれを補完するポンプ施設若しくは貯留施設をいう。以下この条におい

て同じ。）で雨水出水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定したもの

について、雨水出水特別警戒水位（雨水出水による災害の発生を特に警戒すべき水位

（公共下水道等の排水施設等の底面から水面までの高さをいう。以下この条において同

じ。）をいう。次項において同じ。）を定め、当該排水施設等の水位がこれに達したと

きは、その旨を当該排水施設等の水位を示して直ちに当該都道府県の水防計画で定める

水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、

これを一般に周知させなければならない。  

２ 市町村長は、当該市町村が管理する公共下水道等の排水施設等で雨水出水により相当

な損害を生ずるおそれがあるものとして指定したものについて、雨水出水特別警戒水位

を定め、当該排水施設等の水位がこれに達したときは、その旨を当該排水施設等の水位

を示して直ちに当該市町村の存する都道府県の水防計画で定める水防管理者及び量水標

管理者に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知さ

せなければならない。 
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（都道府県知事が行う高潮に係る水位情報の通知及び周知）  

第十三条の三 都道府県知事は、当該都道府県の区域内に存する海岸（第十一条の三第一

項の規定により国土交通大臣が指定した海岸を除く。）で高潮により相当な損害を生ず

るおそれがあるものとして指定したものについて、高潮特別警戒水位（警戒水位を超え

る水位であつて高潮による災害の発生を特に警戒すべき水位をいう。）を定め、当該海

岸の水位がこれに達したときは、その旨を当該海岸の水位を示して直ちに当該都道府県

の水防計画で定める水防管理者及び量水標管理者に通知するとともに、必要に応じ報道

機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

 

（関係市町村長への通知）  

第十三条の四 第十条第二項若しくは第十三条第一項の規定により通知をした国土交通大

臣、第十一条第一項、第十三条第二項、第十三条の二第一項、前条若しくは第二十五条

第二項の規定により通知をした都道府県知事、第十一条の三第一項の規定により通知を

した国土交通大臣及び都道府県知事又は第二十四条の二第二項の規定により通知をした

都道府県知事若しくは国土交通大臣は、災害対策基本法第六十条第一項の規定による避

難のための立退きの指示又は同条第三項の規定による緊急安全確保措置の指示の判断に

資するため、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知しなければならない。  

 

（洪水浸水想定区域） 

第十四条 国土交通大臣は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確

保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省

令で定めるところにより、想定最大規模降雨（想定し得る最大規模の降雨であつて国土

交通大臣が定める基準に該当するものをいう。以下同じ。）により当該河川が氾濫した

場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定するものとする。  

一 第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した河川  

二  特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第七十七号）第三条第一項の規定

により指定した河川 

三  前二号に掲げるもののほか、河川法第九条第二項に規定する指定区間外の一級河

川のうち洪水による災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準

に該当するもの 

２ 都道府県知事は、次に掲げる河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、

又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交通省令で定

めるところにより、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定され

る区域を洪水浸水想定区域として指定するものとする。  

一 第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定した河川  

二  特定都市河川浸水被害対策法第三条第四項から第六項までの規定により指定した

河川 

三  前二号に掲げるもののほか、河川法第九条第二項に規定する指定区間内の一級河

川又は同法第五条第一項に規定する二級河川のうち洪水による災害の発生を警戒す

べきものとして国土交通省令で定める基準に該当するもの  

３ 前二項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国

土交通省令で定める事項を明らかにしてするものとする。  

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項又は第二項の規定による指定をしたときは、

国土交通省令で定めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとと

もに、関係市町村の長に通知しなければならない。  

５ 前二項の規定は、第一項又は第二項の規定による指定の変更について準用する。  
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（雨水出水浸水想定区域）  

第十四条の二 都道府県知事は、当該都道府県が管理する次に掲げる排水施設について、

雨水出水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災によ

る被害の軽減を図るため、国土交通省令で定めるところにより、想定最大規模降雨によ

り当該排水施設に雨水を排除できなくなつた場合又は当該排水施設（第一号に掲げる排

水施設にあつては、第十三条の二第一項の規定による指定に係るポンプ施設又は貯留施

設に接続する排水施設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排

除できなくなつた場合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定する

ものとする。 

一 第十三条の二第一項の規定による指定に係る排水施設  

二  下水道法第二十五条の二に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の

排水施設 

三  特定都市河川浸水被害対策法第三条第三項の規定により指定され、又は同条第四

項、同条第五項において準用する同条第三項若しくは同条第六項の規定により指定

した特定都市河川流域内に存する公共下水道等の排水施設  

四  前三号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして

国土交通省令で定める基準に該当する公共下水道等の排水施設  

２ 市町村長は、当該市町村が管理する次に掲げる排水施設について、雨水出水時の円滑

かつ迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図

るため、国土交通省令で定めるところにより、想定最大規模降雨により当該排水施設に

雨水を排除できなくなつた場合又は当該排水施設（第一号に掲げる排水施設にあつては、

第十三条の二第二項の規定による指定に係るポンプ施設又は貯留施設に接続する排水施

設を含む。）から河川その他の公共の水域若しくは海域に雨水を排除できなくなつた場

合に浸水が想定される区域を雨水出水浸水想定区域として指定するものとする。  

一 第十三条の二第二項の規定による指定に係る排水施設  

二  下水道法第二十五条の二に規定する浸水被害対策区域内に存する公共下水道等の

排水施設 

三  特定都市河川浸水被害対策法第三条第三項（同条第五項において準用する場合を

含む。）及び第四項から第六項までの規定により指定された特定都市河川流域内に

存する公共下水道等の排水施設  

四  前三号に掲げるもののほか、雨水出水による災害の発生を警戒すべきものとして

国土交通省令で定める基準に該当する公共下水道等の排水施設  

３ 前二項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国

土交通省令で定める事項を明らかにしてするものとする。  

４ 都道府県知事又は市町村長は、第一項又は第二項の規定による指定をしたときは、国

土交通省令で定めるところにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するととも

に、都道府県知事にあつては、関係市町村の長に通知しなければならない。  

５ 前二項の規定は、第一項又は第二項の規定による指定の変更について準用する。  

 

（高潮浸水想定区域） 

第十四条の三 都道府県知事は、次に掲げる海岸について、高潮時の円滑かつ迅速な避難

を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、国土交

通省令で定めるところにより、想定し得る最大規模の高潮であつて国土交通大臣が定め

る基準に該当するものにより当該海岸について高潮による氾濫が発生した場合に浸水が

想定される区域を高潮浸水想定区域として指定するものとする。  

一  第十一条の三第一項の規定により指定され、又は第十三条の三の規定により指定

した海岸 
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二  前号に掲げるもののほか、当該都道府県の区域内に存する海岸のうち高潮による

災害の発生を警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当するもの  

２ 前項の規定による指定は、指定の区域、浸水した場合に想定される水深その他の国土

交通省令で定める事項を明らかにしてするものとする。  

３ 都道府県知事は、第一項の規定による指定をしたときは、国土交通省令で定めるとこ

ろにより、前項の国土交通省令で定める事項を公表するとともに、関係市町村の長に通

知しなければならない。 

４ 前二項の規定は、第一項の規定による指定の変更について準用する。  

 

（浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための措置）  

第十五条 市町村防災会議（災害対策基本法第十六条第一項に規定する市町村防災会議を

いい、これを設置しない市町村にあつては、当該市町村の長とする。次項において同

じ。）は、第十四条第一項若しくは第二項の規定による洪水浸水想定区域の指定、第十

四条の二第一項若しくは第二項の規定による雨水出水浸水想定区域の指定又は前条第一

項の規定による高潮浸水想定区域の指定があつたときは、市町村地域防災計画（同法第

四十二条第一項に規定する市町村地域防災計画をいう。以下同じ。）において、少なく

とも当該洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域ごとに、次に

掲げる事項について定めるものとする。ただし、第四号ハに掲げる施設について同号に

掲げる事項を定めるのは、当該施設の所有者又は管理者からの申出があつた場合に限る。  

一  洪水予報等（第十条第一項の規定により気象庁長官が行う予報、同条第二項の規

定により国土交通大臣及び気象庁長官が行う予報、第十一条第一項の規定により都

道府県知事及び気象庁長官が行う予報、第十一条の三第一項の規定により国土交通

大臣、気象庁長官及び都道府県知事が行う予報、第十三条第一項若しくは第二項、

第十三条の二又は第十三条の三の規定により国土交通大臣、都道府県知事又は市町

村長が通知し又は周知する情報その他人的災害を生ずるおそれがある洪水、雨水出

水又は高潮に関する情報をいう。次項において同じ。）の伝達方法  

二 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項  

三  災害対策基本法第四十八条第一項の防災訓練として市町村長が行う洪水、雨水出

水又は高潮に係る避難訓練の実施に関する事項  

四  浸水想定区域（洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域

をいう。第三項及び第二十四条の二第一項において同じ。）内に次に掲げる施設が

ある場合にあつては、これらの施設の名称及び所在地  

イ  地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設

（地下に建設が予定されている施設又は地下に建設中の施設であつて、不特定か

つ多数の者が利用すると見込まれるものを含む。）をいう。次条において同じ。）

でその利用者の洪水時、雨水出水時又は高潮時（以下「洪水時等」という。）の

円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止を図る必要があると認めら

れるもの 

ロ  要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の

配慮を要する者が利用する施設をいう。第十五条の三において同じ。）でその利

用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図る必要があると認められるもの  

ハ  大規模な工場その他の施設（イ又はロに掲げるものを除く。）であつて国土交

通省令で定める基準を参酌して市町村の条例で定める用途及び規模に該当するも

の（第十五条の四において「大規模工場等」という。）でその洪水時等の浸水の

防止を図る必要があると認められるもの  

五 その他洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項  

２ 市町村防災会議は、前項の規定により市町村地域防災計画において同項第四号に掲げ

る事項を定めるときは、当該市町村地域防災計画において、次の各号に掲げる施設の区
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分に応じ、当該各号に定める者への洪水予報等の伝達方法を定めるものとする。  

一  前項第四号イに掲げる施設（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中

の施設を除く。）  当該施設の所有者又は管理者及び次条第九項に規定する自衛水

防組織の構成員 

二  前項第四号ロに掲げる施設  当該施設の所有者又は管理者（第十五条の三第七項

の規定により自衛水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当

該自衛水防組織の構成員）  

三  前項第四号ハに掲げる施設  当該施設の所有者又は管理者（第十五条の四第一項

の規定により自衛水防組織が置かれたときは、当該施設の所有者又は管理者及び当

該自衛水防組織の構成員）  

３ 浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、国土交通省令で定めるところにより、

市町村地域防災計画において定められた第一項各号に掲げる事項を住民、滞在者その他

の者（第十五条の十一において「住民等」という。）に周知させるため、これらの事項

（次の各号に掲げる区域をその区域に含む市町村にあつては、それぞれ当該各号に定め

る事項を含む。）を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じなければならない。  

一  土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年

法律第五十七号）第七条第一項の土砂災害警戒区域  同法第八条第三項に規定する

事項 

二  津波防災地域づくりに関する法律第五十三条第一項の津波災害警戒区域  同法第

五十五条に規定する事項 

 

（地下街等の利用者の避難の確保及び浸水の防止のための措置に関する計画の作成等）  

第十五条の二 前条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定め

られた地下街等の所有者又は管理者は、単独で又は共同して、国土交通省令で定めると

ころにより、当該地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時

等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなければな

らない。 

２ 前項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画を作成しようとする場合

において、当該地下街等と連続する施設であつてその配置その他の状況に照らし当該地

下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保に著しい支障を及ぼすおそれの

あるものがあるときは、あらかじめ、当該施設の所有者又は管理者の意見を聴くよう努

めるものとする。 

３ 第一項の地下街等の所有者又は管理者は、同項に規定する計画を作成したときは、遅

滞なく、これを市町村長に報告するとともに、公表しなければならない。  

４ 前二項の規定は、第一項に規定する計画の変更について準用する。  

５ 市町村長は、第一項の地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び

洪水時等の浸水の防止を図るため必要があると認めるときは、前条第一項の規定により

市町村地域防災計画にその名称及び所在地を定められた連続する二以上の地下街等の所

有者又は管理者に対し、第一項に規定する計画を共同して作成するよう勧告をすること

ができる。 

６ 市町村長は、第一項の地下街等の所有者又は管理者が同項に規定する計画を作成して

いない場合において、当該地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及

び洪水時等の浸水の防止を図るため必要があると認めるときは、当該地下街等の所有者

又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。  

７ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の地下街等の所有者又は管理者が、

正当な理由がなく、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表することができる。  

８ 第一項の地下街等（地下に建設が予定されている施設及び地下に建設中の施設を除く。

以下この条において同じ。）の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるとこ
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ろにより、同項の地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時

等の浸水の防止のための訓練を行わなければならない。  

９ 第一項の地下街等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、同項

の地下街等の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時等の浸水の防止

を行う自衛水防組織を置かなければならない。  

１０ 第一項の地下街等の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を置いた

ときは、遅滞なく、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事項を市

町村長に報告しなければならない。当該事項を変更したときも、同様とする。  

 

（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等）  

第十五条の三 第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を

定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところによ

り、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため

に必要な訓練その他の措置に関する計画を作成しなければならない。  

２ 前項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成したと

きは、遅滞なく、これを市町村長に報告しなければならない。これを変更したときも、

同様とする。 

３ 市町村長は、第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者が同項に規定する計画を

作成していない場合において、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅

速な避難の確保を図るため必要があると認めるときは、当該要配慮者利用施設の所有者

又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。  

４ 市町村長は、前項の規定による指示を受けた第一項の要配慮者利用施設の所有者又は

管理者が、正当な理由がなく、その指示に従わなかつたときは、その旨を公表すること

ができる。 

５ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、同項に規定する計画で定めるとこ

ろにより、同項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保の

ための訓練を行うとともに、その結果を市町村長に報告しなければならない。  

６ 市町村長は、第二項又は前項の規定により報告を受けたときは、第一項の要配慮者利

用施設の所有者又は管理者に対し、当該要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑か

つ迅速な避難の確保を図るために必要な助言又は勧告をすることができる。  

７ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところによ

り、同項の要配慮者利用施設の利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を行う自

衛水防組織を置くよう努めなければならない。  

８ 第一項の要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、前項の規定により自衛水防組織を

置いたときは、遅滞なく、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交通省令で定める事

項を市町村長に報告しなければならない。当該事項を変更したときも、同様とする。  

 

（大規模工場等における浸水の防止のための措置に関する計画の作成等）  

第十五条の四 第十五条第一項の規定により市町村地域防災計画にその名称及び所在地を

定められた大規模工場等の所有者又は管理者は、国土交通省令で定めるところにより、

当該大規模工場等の洪水時等の浸水の防止を図るために必要な訓練その他の措置に関す

る計画を作成するとともに、当該計画で定めるところにより当該大規模工場等の洪水時

等の浸水の防止のための訓練を実施するほか、当該大規模工場等の洪水時等の浸水の防

止を行う自衛水防組織を置くよう努めなければならない。  

２ 前項の大規模工場等の所有者又は管理者は、同項の規定による計画を作成し、又は自

衛水防組織を置いたときは、遅滞なく、当該計画又は当該自衛水防組織の構成員その他

の国土交通省令で定める事項を市町村長に報告しなければならない。当該計画又は当該

事項を変更したときも、同様とする。  
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（市町村防災会議の協議会が設置されている場合の準用）  

第十五条の五 第十五条から前条までの規定は、災害対策基本法第十七条第一項の規定に

より水災による被害の軽減を図るため市町村防災会議の協議会が設置されている場合に

ついて準用する。この場合において、第十五条第一項中「市町村防災会議（災害対策基

本法第十六条第一項に規定する市町村防災会議をいい、これを設置しない市町村にあつ

ては、当該市町村の長とする」とあるのは「市町村防災会議の協議会（災害対策基本法

第十七条第一項に規定する市町村防災会議の協議会をいう」と、「市町村地域防災計画

（同法第四十二条第一項に規定する市町村地域防災計画をいう」とあるのは「市町村相

互間地域防災計画（同法第四十四条第一項に規定する市町村相互間地域防災計画をいう」

と、同条第二項中「市町村防災会議」とあるのは「市町村防災会議の協議会」と、同項、

同条第三項、第十五条の二第一項及び第五項、第十五条の三第一項並びに前条第一項中

「市町村地域防災計画」とあるのは「市町村相互間地域防災計画」と読み替えるものと

する。 

 

（浸水被害軽減地区の指定等）  

第十五条の六 水防管理者は、洪水浸水想定区域（当該区域に隣接し、又は近接する区域

を含み、河川区域（河川法第六条第一項に規定する河川区域をいう。）を除く。）内で

輪中堤防その他の帯状の盛土構造物が存する土地（その状況がこれに類するものとして

国土交通省令で定める土地を含む。）の区域であつて浸水の拡大を抑制する効用がある

と認められるものを浸水被害軽減地区として指定することができる。  

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしようとするときは、あらかじめ、当該指定

をしようとする区域をその区域に含む市町村の長の意見を聴くとともに、当該指定をし

ようとする区域内の土地の所有者の同意を得なければならない。  

３ 水防管理者は、第一項の規定による指定をするときは、国土交通省令で定めるところ

により、当該浸水被害軽減地区を公示するとともに、その旨を当該浸水被害軽減地区を

その区域に含む市町村の長及び当該浸水被害軽減地区内の土地の所有者に通知しなけれ

ばならない。 

４ 第一項の規定による指定は、前項の規定による公示によつてその効力を生ずる。  

５ 前三項の規定は、第一項の規定による指定の解除について準用する。  

 

（標識の設置等） 

第十五条の七 水防管理者は、前条第一項の規定により浸水被害軽減地区を指定したとき

は、国土交通省令で定める基準を参酌して、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、

水害予防組合にあつては組合会の議決で定めるところにより、浸水被害軽減地区の区域

内に、浸水被害軽減地区である旨を表示した標識を設けなければならない。  

２ 浸水被害軽減地区内の土地の所有者、管理者又は占有者は、正当な理由がない限り、

前項の標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。  

３ 何人も、第一項の規定により設けられた標識を水防管理者の承諾を得ないで移転し、

若しくは除却し、又は汚損し、若しくは損壊してはならない。  

４ 水防管理団体は、第一項の規定による行為により損失を受けた者に対して、時価によ

りその損失を補償しなければならない。  

 

（行為の届出等） 

第十五条の八 浸水被害軽減地区内の土地において土地の掘削、盛土又は切土その他土地

の形状を変更する行為をしようとする者は、当該行為に着手する日の三十日前までに、

国土交通省令で定めるところにより、行為の種類、場所、設計又は施行方法、着手予定
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日その他国土交通省令で定める事項を水防管理者に届け出なければならない。ただし、

通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの及び非常災害のため必要

な応急措置として行う行為については、この限りでない。  

２ 水防管理者は、前項の規定による届出を受けたときは、国土交通省令で定めるところ

により、当該届出の内容を、当該浸水被害軽減地区をその区域に含む市町村の長に通知

しなければならない。 

３ 水防管理者は、第一項の規定による届出があつた場合において、当該浸水被害軽減地

区が有する浸水の拡大を抑制する効用を保全するため必要があると認めるときは、当該

届出をした者に対して、必要な助言又は勧告をすることができる。  

 

（大規模氾濫減災協議会）  

第十五条の九 国土交通大臣は、第十条第二項又は第十三条第一項の規定により指定した

河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の軽

減に資する取組を総合的かつ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会

（以下この条において「大規模氾濫減災協議会」という。）を組織するものとする。  

２ 大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。  

一 国土交通大臣 

二 当該河川の存する都道府県の知事  

三 当該河川の存する市町村の長  

四 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者  

五 当該河川の河川管理者 

六  当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又

は地方気象台長 

七 第三号の市町村に隣接する市町村の長その他の国土交通大臣が必要と認める者  

３ 大規模氾濫減災協議会において協議が調つた事項については、大規模氾濫減災協議会

の構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。  

４ 前三項に定めるもののほか、大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規

模氾濫減災協議会が定める。  

 

（都道府県大規模氾濫減災協議会）  

第十五条の十 都道府県知事は、第十一条第一項又は第十三条第二項の規定により指定し

た河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被害の

軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進するために必要な協議を行うための協議会

（以下この条において「都道府県大規模氾濫減災協議会」という。）を組織することが

できる。 

２ 都道府県大規模氾濫減災協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。  

一 当該都道府県知事 

二 当該河川の存する市町村の長  

三 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者  

四 当該河川の河川管理者 

五  当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する管区気象台長、沖縄気象台長又

は地方気象台長 

六 第二号の市町村に隣接する市町村の長その他の当該都道府県知事が必要と認める  

 者 
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３ 前条第三項及び第四項の規定は、都道府県大規模氾濫減災協議会について準用する。

この場合において、同項中「前三項」とあるのは、「次条第一項及び第二項並びに同条

第三項において準用する前項」と読み替えるものとする。  

 

（予想される水災の危険の周知等）  

第十五条の十一 市町村長は、当該市町村の区域内に存する河川（第十条第二項、第十一

条第一項又は第十三条第一項若しくは第二項の規定により指定された河川を除く。）の

うち、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保することが特に必要と認める河川について、

過去の降雨により当該河川が氾濫した際に浸水した地点、その水深その他の状況を把握

するよう努めるとともに、これを把握したときは、当該河川において予想される水災の

危険を住民等に周知させなければならない。  

 

（河川管理者の援助等） 

第十五条の十二 河川管理者は、第十五条の六第一項の規定により浸水被害軽減地区の指

定をしようとする水防管理者及び前条の規定により浸水した地点、その水深その他の状

況を把握しようとする市町村長に対し、必要な情報提供、助言その他の援助を行うもの

とする。 

２ 河川管理者は、前項の規定による援助を行うため必要があると認めるときは、河川法

第五十八条の八第一項の規定により指定した河川協力団体に必要な協力を要請すること

ができる。 

 

（水防警報） 

第十六条 国土交通大臣は、洪水、津波又は高潮により国民経済上重大な損害を生ずるお

それがあると認めて指定した河川、湖沼又は海岸について、都道府県知事は、国土交通

大臣が指定した河川、湖沼又は海岸以外の河川、湖沼又は海岸で洪水、津波又は高潮に

より相当な損害を生ずるおそれがあると認めて指定したものについて、水防警報をしな

ければならない。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により水防警報をしたときは、直ちにその警報事項を関

係都道府県知事に通知しなければならない。  

３ 都道府県知事は、第一項の規定により水防警報をしたとき、又は前項の規定により通

知を受けたときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、直ちにその警報事項又

はその受けた通知に係る事項を関係水防管理者その他水防に関係のある機関に通知しな

ければならない。 

４ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の規定により河川、湖沼又は海岸を指定し

たときは、その旨を公示しなければならない。  

 

（水防団及び消防機関の出動）  

第十七条 水防管理者は、水防警報が発せられたとき、水位が警戒水位に達したときその

他水防上必要があると認めるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、水防

団及び消防機関を出動させ、又は出動の準備をさせなければならない。  

 

（優先通行） 

第十八条 都道府県知事の定める標識を有する車両が水防のため出動するときは、車両及

び歩行者は、これに進路を譲らなければならない。  
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（緊急通行） 

第十九条 水防団長、水防団員及び消防機関に属する者並びに水防管理者から委任を受け

た者は、水防上緊急の必要がある場所に赴くときは、一般交通の用に供しない通路又は

公共の用に供しない空地及び水面を通行することができる。  

２ 水防管理団体は、前項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補

償しなければならない。 

 

（水防信号） 

第二十条 都道府県知事は、水防に用いる信号を定めなければならない。  

２ 何人も、みだりに前項の水防信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。  

 

（警戒区域） 

第二十一条 水防上緊急の必要がある場所においては、水防団長、水防団員又は消防機関

に属する者は、警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対して、その区域への立入り

を禁止し、若しくは制限し、又はその区域からの退去を命ずることができる。  

２ 前項の場所においては、水防団長、水防団員若しくは消防機関に属する者がいないと

き、又はこれらの者の要求があつたときは、警察官は、同項に規定する者の職権を行う

ことができる。 

 

（警察官の援助の要求） 

第二十二条 水防管理者は、水防のため必要があると認めるときは、警察署長に対して、

警察官の出動を求めることができる。  

 

（応援） 

第二十三条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者は、他の水防管理者又は市

町村長若しくは消防長に対して応援を求めることができる。応援を求められた者は、で

きる限りその求めに応じなければならない。  

２ 応援のため派遣された者は、水防については応援を求めた水防管理者の所轄の下に行

動するものとする。 

３ 第一項の規定による応援のために要する費用は、当該応援を求めた水防管理団体が負

担するものとする。 

４ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該応援を求めた水防管理団

体と当該応援を求められた水防管理団体又は市町村とが協議して定める。  

 

（居住者等の水防義務） 

第二十四条 水防管理者、水防団長又は消防機関の長は、水防のためやむを得ない必要が

あるときは、当該水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして

水防に従事させることができる。  

 

（氾濫等の通報） 

第二十四条の二   河川管理者、下水道管理者又は海岸管理者は、その管理する河川、下水

道又は海岸について、浸水想定区域における氾濫による著しい危険が切迫していると認

められるときは、都道府県の水防計画で定めるところにより、直ちにその状況を関係都

道府県知事その他関係者に通報しなければならない。  

２  前項の通報を受けた都道府県知事（当該通報をした者が河川管理者又は海岸管理者で
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ある国土交通大臣の場合にあつては、国土交通大臣）は、その状況により相当な損害を

生ずるおそれがあると認められるときは、当該通報に係る事項を直ちに都道府県の水防

計画で定める水防管理者及び量水標管理者並びに気象庁長官に通知するとともに、必要

に応じ報道機関の協力を求めて、これを一般に周知させなければならない。 

 

（決壊の通報） 

第二十五条 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときは、水防管理者、水防団長、

消防機関の長又は水防協力団体の代表者は、直ちにこれを関係都道府県知事その他関係

者に通報しなければならない。  

２  前項の通報を受けた都道府県知事は、決壊により相当な損害を生ずるおそれがあると

認められるときは、当該通報に係る事項を直ちに都道府県の水防計画で定める水防管理

者及び量水標管理者並びに気象庁長官に通知するとともに、必要に応じ報道機関の協力

を求めて、これを一般に周知させなければならない。  

 

（決壊後の処置） 

第二十六条 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、水防管理者、水防団長、消防

機関の長及び水防協力団体の代表者は、できる限りはん濫による被害が拡大しないよう

に努めなければならない。  

 

（水防通信） 

第二十七条 何人も、水防上緊急を要する通信が最も迅速に行われるように協力しなけれ

ばならない。 

２ 国土交通大臣、都道府県知事、水防管理者、水防団長、消防機関の長又はこれらの者

の命を受けた者は、水防上緊急を要する通信のために、電気通信事業法（昭和五十九年

法律第八十六号）第二条第五号に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気

通信設備を優先的に利用し、又は警察通信施設、気象官署通信施設、鉄道通信施設、電

気事業通信施設その他の専用通信施設を使用することができる。  

 

（公用負担） 

第二十八条 水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、水防団長又は消防機関の

長は、水防の現場において、必要な土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用

し、若しくは収用し、車両その他の運搬用機器若しくは排水用機器を使用し、又は工作

物その他の障害物を処分することができる。  

２ 前項に規定する場合において、水防管理者から委任を受けた者は、水防の現場におい

て、必要な土地を一時使用し、土石、竹木その他の資材を使用し、又は車両その他の運

搬用機器若しくは排水用機器を使用することができる。  

３ 水防管理団体は、前二項の規定により損失を受けた者に対し、時価によりその損失を

補償しなければならない。  

 

（立退き等の指示） 

第二十九条 洪水、雨水出水、津波又は高潮によつて氾濫による著しい危険が切迫してい

ると認められるときは、都道府県知事、その命を受けた都道府県の職員又は水防管理者

は、必要と認める区域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のため立ち退くべきこ

と又は高所への移動、近傍の堅固な建物への退避、屋内の屋外に面する開口部から離れ

た場所での待避その他の緊急に安全を確保すべきことを指示することができる。水防管

理者が指示をする場合においては、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知しなけ

ればならない。 
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（知事の指示） 

第三十条 水防上緊急を要するときは、都道府県知事は、水防管理者、水防団長又は消防

機関の長に対して指示をすることができる。  

 

（重要河川等における国土交通大臣の指示）  

第三十一条 二以上の都府県に関係がある河川又は海岸で、公共の安全を保持するため特

に重要なものの水防上緊急を要するときは、国土交通大臣は、都道府県知事、水防管理

者、水防団長又は消防機関の長に対して指示をすることができる。  

 

（特定緊急水防活動） 

第三十二条 二以上の都府県に関係がある河川又は海岸で、公共の安全を保持するため特

に重要なものの水防上緊急を要するときは、国土交通大臣は、都道府県知事、水防管理

者、水防団長又は消防機関の長に対して指示をすることができる。  

一 当該災害の発生に伴い浸入した水の排除  

二  高度の機械力又は高度の専門的知識及び技術を要する水防活動として政令で定め

るもの 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により特定緊急水防活動を行おうとするときは、あらか

じめ、当該特定緊急水防活動を行おうとする場所に係る水防管理者にその旨を通知しな

ければならない。特定緊急水防活動を終了しようとするときも、同様とする。  

３ 第一項の規定により国土交通大臣が特定緊急水防活動を行う場合における第十九条、

第二十一条、第二十二条、第二十五条第一項、第二十六条及び第二十八条の規定の適用

については、第十九条第一項中「水防団長、水防団員及び消防機関に属する者並びに水

防管理者から委任を受けた者」とあり、第二十一条第一項中「水防団長、水防団員又は

消防機関に属する者」とあり、及び同条第二項中「水防団長、水防団員若しくは消防機

関に属する者」とあるのは「国土交通省の職員」と、第十九条第二項及び第二十八条第

三項中「水防管理団体」とあるのは「国」と、第二十二条中「水防管理者」とあり、第

二十五条第一項中「水防管理者、水防団長、消防機関の長又は水防協力団体の代表者」

とあり、第二十六条中「水防管理者、水防団長、消防機関の長及び水防協力団体の代表

者」とあり、及び第二十八条第一項中「水防管理者、水防団長又は消防機関の長」とあ

るのは「国土交通大臣」とする。  

 

（水防訓練） 

第三十二条の二 指定管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水防訓練

を行わなければならない。  

２ 指定管理団体以外の水防管理団体は、毎年、水防団、消防機関及び水防協力団体の水

防訓練を行うよう努めなければならない。  

 

（津波避難訓練への参加）  

第三十二条の三 津波防災地域づくりに関する法律第五十三条第一項の津波災害警戒区域

に係る水防団、消防機関及び水防協力団体は、同法第五十四条第一項第三号に規定する

津波避難訓練が行われるときは、これに参加しなければならない。  

 

第四章 指定水防管理団体 
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（水防計画） 

第三十三条 指定管理団体の水防管理者は、都道府県の水防計画に応じた水防計画を定め、

及び毎年水防計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更しなければな

らない。 

２ 指定管理団体の水防管理者は、前項の規定により水防計画を定め、又は変更しようと

するときは、あらかじめ、水防協議会（次条第一項に規定する水防協議会をいう。以下

この項において同じ。）を設置する指定管理団体にあつては当該水防協議会、水防協議

会を設置せず、かつ、災害対策基本法第十六条第一項に規定する市町村防災会議を設置

する市町村である指定管理団体にあつては当該市町村防災会議に諮らなければならない。  

３ 指定管理団体の水防管理者は、第一項の規定により水防計画を定め、又は変更したと

きは、その要旨を公表するよう努めるとともに、遅滞なく、水防計画を都道府県知事に

届け出なければならない。  

４ 第七条第二項から第四項までの規定は、指定管理団体の水防計画について準用する。  

 

（水防協議会） 

第三十四条 指定管理団体の水防計画その他水防に関し重要な事項を調査審議させるため、

指定管理団体に水防協議会を置くことができる。ただし、水防事務組合及び水害予防組

合については、これらに水防協議会を置くものとする。  

２ 指定管理団体の水防協議会は、水防に関し関係機関に対して意見を述べることができ

る。 

３ 指定管理団体の水防協議会は、会長及び委員をもつて組織する。  

４ 会長は、指定管理団体の水防管理者をもつて充てる。委員は、関係行政機関の職員並

びに水防に関係のある団体の代表者及び学識経験のある者のうちから指定管理団体の水

防管理者が命じ、又は委嘱する。  

５ 前各項に定めるもののほか、指定管理団体の水防協議会に関し必要な事項は、市町村

又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組合会の議決で定める。  

 

（水防団員の定員の基準）  

第三十五条 都道府県は、条例で、指定管理団体の水防団員の定員の基準を定めることが

できる。 

 

第五章 水防協力団体 

 

（水防協力団体の指定） 

第三十六条 水防管理者は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認

められる法人その他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請に

より、水防協力団体として指定することができる。  

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしたときは、当該水防協力団体の名称、住所

及び事務所の所在地を公示しなければならない。  

３ 水防協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あ

らかじめ、その旨を水防管理者に届け出なければならない。  

４ 水防管理者は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を公示し

なければならない。 
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（水防協力団体の業務） 

第三十七条  水防協力団体は、次に掲げる業務を行うものとする。  

一  水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力する

こと。 

二 水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること。  

三 水防に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。  

四 水防に関する調査研究を行うこと。  

五 水防に関する知識の普及及び啓発を行うこと。  

六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

 

（水防団等との連携） 

第三十八条 水防協力団体は、水防団及び水防を行う消防機関との密接な連携の下に前条

第一号に掲げる業務を行わなければならない。  

 

（監督等） 

第三十九条 水防管理者は、第三十七条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、水防協力団体に対し、その業務に関し報告をさせる

ことができる。 

２ 水防管理者は、水防協力団体が第三十七条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施し

ていないと認めるときは、水防協力団体に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措

置を講ずべきことを命ずることができる。  

３ 水防管理者は、水防協力団体が前項の規定による命令に違反したときは、その指定を

取り消すことができる。 

４ 水防管理者は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければ

ならない。 

 

（情報の提供等） 

第四十条 国、都道府県及び水防管理団体は、水防協力団体に対し、その業務の実施に関

し必要な情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。  

 

第六章 費用の負担及び補助 

 

（水防管理団体の費用負担）  

第四十一条 水防管理団体の水防に要する費用は、当該水防管理団体が負担するものとす

る。 

 

（利益を受ける市町村の費用負担）  

第四十二条 水防管理団体の水防によつて当該水防管理団体の区域の関係市町村以外の市

町村が著しく利益を受けるときは、前条の規定にかかわらず、当該水防に要する費用の

一部は、当該水防により著しく利益を受ける市町村が負担するものとする。  

２ 前項の規定により負担する費用の額及び負担の方法は、当該水防を行う水防管理団体

と当該水防により著しく利益を受ける市町村とが協議して定める。  

３ 前項の規定による協議が成立しないときは、水防管理団体又は市町村は、その区域の

属する都道府県の知事にあつせんを申請することができる。  
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４ 都道府県知事は、前項の規定による申請に基づいてあつせんをしようとする場合にお

いて、当事者のうちにその区域が他の都府県に属する水防管理団体又は市町村があると

きは、当該他の都府県の知事と協議しなければならない。  

 

（都道府県の費用負担） 

第四十三条 この法律の規定により都道府県が処理することとされている事務に要する費

用は、当該都道府県の負担とする。  

 

（国の費用負担） 

第四十三条の二 第三十二条第一項の規定により国土交通大臣が行う特定緊急水防活動に

要する費用は、国の負担とする。  

 

（費用の補助） 

第四十四条 都道府県は、第四十一条の規定により水防管理団体が負担する費用について、

当該水防管理団体に対して補助することができる。  

２ 国は、前項の規定により都道府県が水防管理団体に対して補助するときは、当該補助

金額のうち、二以上の都府県の区域にわたる河川又は流域面積が大きい河川で洪水によ

る国民経済に与える影響が重大なものの政令で定める水防施設の設置に係る金額の二分

の一以内を、予算の範囲内において、当該都道府県に対して補助することができる。  

３ 前項の規定により国が都道府県に対して補助する金額は、当該水防施設の設置に要す

る費用の三分の一に相当する額以内とする。  

 

第七章 雑則 

 

（第二十四条の規定により水防に従事した者に対する災害補償）  

第四十五条 第二十四条の規定により水防に従事した者が水防に従事したことにより死亡

し、負傷し、若しくは病気にかかり、又は水防に従事したことによる負傷若しくは病気

により死亡し、若しくは障害の状態となつたときは、当該水防管理団体は、政令で定め

る基準に従い、市町村又は水防事務組合にあつては条例で、水害予防組合にあつては組

合会の議決で定めるところにより、その者又はその者の遺族がこれらの原因によつて受

ける損害を補償しなければならない。  

 

（表彰） 

第四十六条 国土交通大臣は、水防管理者の所轄の下に水防に従事した者で当該水防に関

し著しい功労があると認められるものに対し、国土交通省令で定めるところにより、表

彰を行うことができる。 

 

（報告） 

第四十七条 国土交通大臣及び消防庁長官は、都道府県又は水防管理団体に対し、水防に

関し必要な報告をさせることができる。  

２ 都道府県知事は、都道府県の区域内における水防管理団体に対し、水防に関し必要な

報告をさせることができる。  

 

（勧告及び助言） 

第四十八条 国土交通大臣は都道府県又は水防管理団体に対し、都道府県知事は都道府県
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の区域内における水防管理団体に対し、水防に関し必要な勧告又は助言をすることがで

きる。 

 

（資料の提出及び立入り）  

第四十九条 都道府県知事又は水防管理者は、水防計画を作成するために必要があると認

めるときは、関係者に対して資料の提出を命じ、又は当該職員、水防団長、水防団員若

しくは消防機関に属する者をして必要な土地に立ち入らせることができる。  

２ 都道府県の職員、水防団長、水防団員又は消防機関に属する者は、前項の規定により

必要な土地に立ち入る場合においては、その身分を示す証票を携帯し、関係人の請求が

あつたときは、これを提示しなければならない。  

 

（消防事務との調整） 

第五十条 水防管理者は、水防事務と水防事務以外の消防事務とが競合する場合の措置に

ついて、あらかじめ市町村長と協議しておかなければならない。  

 

（権限の委任） 

第五十一条 この法律に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通省令で定めるところに

より、その一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任することができる。  

 

第八章 罰則 

 

第五十二条 みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を損

壊し、又は撤去した者は、三年以下の拘禁刑又は五十万円以下の罰金に処する。  

２ 前項の者には、情状により拘禁刑及び罰金を併科することができる。  

 

第五十三条 刑法（明治四十年法律第四十五号）第百二十一条の規定の適用がある場合を

除き、第二十一条の規定による立入りの禁止若しくは制限又は退去の命令に従わなかつ

た者は、六月以下の拘禁刑又は三十万円以下の罰金に処する。  

 

第五十四条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  

一 第十五条の七第三項の規定に違反した者  

二  第十五条の八第一項の規定に違反して、届出をしないで、又は虚偽の届出をして、

同項本文に規定する行為をした者  

 

第五十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金又は拘留に処する。  

一  みだりに水防管理団体の管理する水防の用に供する器具、資材又は設備を使用し、

又はその正当な使用を妨げた者  

二 第二十条第二項の規定に違反した者  

三  第四十九条第一項の規定による資料を提出せず、若しくは虚偽の資料を提出し、

又は同項の規定による立入りを拒み、妨げ、若しくは忌避した者  

 

附 則 

１ この法律は、公布の日から起算して六十日を経過した日から施行する。  
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２ 国土交通大臣又は都道府県知事は、水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成十七年法律第三十七号）附則

第二条の規定により、国土交通大臣又は都道府県知事が第十三条第一項又は第二項の規

定により指定した河川とみなされた河川については、平成二十二年三月三十一日までに、

第十四条第一項の規定による浸水想定区域の指定をしなければならない。  

３ 国は、平成十七年度から平成二十一年度までの各年度に限り、都道府県に対し、予算

の範囲内において、前項の浸水想定区域の指定をするために必要な河川がはん濫した場

合に浸水するおそれがある土地の地形及び利用の状況その他の事項に関する調査（次項

において「浸水想定区域調査」という。）に要する費用の三分の一以内を補助すること

ができる。 

４ 国土交通大臣は、平成二十二年三月三十一日までの間、附則第二項の浸水想定区域の

指定の適正を確保するために必要があると認めるときは、都道府県に対し、浸水想定区

域調査又は土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第四条第

一項の規定による調査の結果について、必要な報告を求めることができる。  
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気 象 業 務 法 （ 抄） 

（昭和27年6月2日法律第165号）  

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 観測（第四条―第十二条） 

第三章 予報及び警報（第十三条―第二十四条） 

第三章の二 気象予報士（第二十四条の二―第二十四条の二十七） 

第三章の三 民間気象業務支援センター（第二十四条の二十八―第二十四条の三十三） 

第四章 無線通信による資料の発表（第二十五条・第二十六条） 

第五章 検定（第二十七条―第三十四条） 

第六章 雑則（第三十五条―第四十三条の五） 

第七章 罰則（第四十四条―第五十条） 

附則 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、気象業務に関する基本的制度を定めることによつて、気象業務の健

全な発達を図り、もつて災害の予防、交通の安全の確保、産業の興隆等公共の福祉の増

進に寄与するとともに、気象業務に関する国際的協力を行うことを目的とする。  

 

（定義） 

第二条 この法律において「気象」とは、大気（電離層を除く。）の諸現象をいう。  

２ この法律において「地象」とは、地震及び火山現象並びに気象に密接に関連する地面

及び地中の諸現象をいう。  

３ この法律において「水象」とは、気象、地震又は火山現象に密接に関連する陸水及び

海洋の諸現象をいう。 

４ この法律において「気象業務」とは、次に掲げる業務をいう。  

一 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表  

二  気象、地象（地震にあつては、発生した断層運動による地震動（以下単に「地震

動」という。）に限る。）及び水象の予報及び警報  

三 気象、地象及び水象に関する情報の収集及び発表  

四 地球磁気及び地球電気の常時観測並びにその成果の収集及び発表  

五 前各号の事項に関する統計の作成及び調査並びに統計及び調査の成果の発表  

六 前各号の業務を行うに必要な研究  

七 前各号の業務を行うに必要な附帯業務  

５ この法律において「観測」とは、自然科学的方法による現象の観察及び測定をいう。  

６ この法律において「予報」とは、観測の成果に基づく現象の予想の発表をいう。  

７ この法律において「警報」とは、重大な災害の起こるおそれのある旨を警告して行う

予報をいう。 

８ この法律において「気象測器」とは、気象、地象及び水象の観測に用いる器具、器械

及び装置をいう。 

 

（気象庁長官の任務） 

第三条  気象庁長官は、第一条の目的を達成するため、次に掲げる事項を行うように努め
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なければならない。 

一 気象、地震及び火山現象に関する観測網を確立し、及び維持すること。  

二  気象、地震動、火山現象、津波及び高潮の予報及び警報の中枢組織を確立し、及

び維持すること。 

三  気象、地震動及び火山現象の観測、予報及び警報に関する情報を迅速に交換する

組織を確立し、及び維持すること。  

四  地震（地震動を除く。）の観測の成果を迅速に交換する組織を確立し、及び維持

すること。 

五 気象の観測の方法及びその成果の発表の方法について統一を図ること。  

六  気象の観測の成果、気象の予報及び警報並びに気象に関する調査及び研究の成果

の産業、交通その他の社会活動に対する利用を促進すること。  

 

第二章 観測（略） 

 

第三章 予報及び警報 

 

（予報及び警報） 

第十三条 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、地象（地震にあつては、地震動

に限る。第十六条を除き、以下この章において同じ。）、津波、高潮、波浪及び洪水に

ついての一般の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。ただし、次条第一

項の規定により警報をする場合は、この限りでない。  

２ 気象庁は、前項の予報及び警報の外、政令の定めるところにより、津波、高潮、波浪

及び洪水以外の水象についての一般の利用に適合する予報及び警報をすることができる。  

３ 気象庁は、前二項の予報及び警報をする場合は、自ら予報事項及び警報事項の周知の

措置を執る外、報道機関の協力を求めて、これを公衆に周知させるように努めなければ

ならない。 

 

第十三条の二 気象庁は、予想される現象が特に異常であるため重大な災害の起こるおそ

れが著しく大きい場合として降雨量その他に関し気象庁が定める基準に該当する場合に

は、政令の定めるところにより、その旨を示して、気象、地象、津波、高潮、波浪及び

洪水についての一般の利用に適合する警報をしなければならない。  

２ 気象庁は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ関係都道府県知事の意見

を聴かなければならない。この場合において、関係都道府県知事が意見を述べようとす

るときは、あらかじめ関係市町村長の意見を聴かなければならない。  

３ 気象庁は、第一項の基準を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

４ 前二項の規定は、第一項の基準の変更について準用する。  

５  気象庁は、水防法（昭和二十四年法律第百九十三号）第十一条の三第一項の規定によ

り指定された海岸について第一項の規定により高潮の警報をする場合において、水位の

変動の状況、堤防、水門等の損壊の状況その他の当該海岸の状況に関する情報を必要と

するときは、水防に関する事務を行う国土交通大臣又は関係都道府県知事に対し、当該

情報の提供を求めることができる。  

６  気象庁は、次の各号に掲げる河川について第一項の規定により洪水の警報をする場合

において、水位又は流量の変動の状況、堤防、水門等の損壊の状況その他の当該河川の

状況に関する情報を必要とするときは、当該各号に定める者に対し、当該情報の提供を

求めることができる。 

256



一   水防法第十条第二項の規定により指定された河川   水防に関する事務を行う国土

交通大臣 

二  水防法第十一条第一項の規定により指定された河川   関係都道府県知事 

７  前二項の規定により情報の提供の求めを受けた国土交通大臣又は都道府県知事は、当

該求めに応じて、当該情報を提供しなければならない。  

８  気象庁は、前項の規定により提供を受けた情報を活用するに当たつて、特に専門的な

知識を必要とする場合には、当該情報を提供した国土交通大臣又は都道府県知事の技術

的助言を求めなければならない。  

９  前条第三項の規定は、第一項の警報（第十五条の二第一項において「特別警報」とい

う。）をする場合に準用する。  

 

第十四条 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、地象、津波、高潮及び波浪につ

いての航空機及び船舶の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。  

２ 気象庁は、気象、地象及び水象についての鉄道事業、電気事業その他特殊な事業の利

用に適合する予報及び警報をすることができる。  

３ 第十三条第三項の規定は、第一項の予報及び警報をする場合に準用する。  

 

第十四条の二 気象庁は、政令の定めるところにより、気象、津波、高潮及び洪水につい

ての水防活動の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。  

２  気象庁は、水防法第十一条の三第一項の規定により指定された海岸について、水防に

関する事務を行う国土交通大臣及び都道府県知事と共同して、水位を示して高潮につい

ての水防活動の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。  

３  気象庁は、水防法第十条第二項の規定により指定された河川について、水防に関する

事務を行う国土交通大臣と共同して、当該河川の水位又は流量（氾濫した後においては、

水位若しくは流量又は氾濫により浸水する区域及びその水深）を示して洪水についての

水防活動の利用に適合する予報及び警報をしなければならない。  

４ 気象庁は、水防法第十一条第一項の規定により指定された河川について、都道府県知

事と共同して、水位又は流量を示して洪水についての水防活動の利用に適合する予報及

び警報をしなければならない。この場合において、同法第十一条の二第二項の規定によ

る情報の提供を受けたときは、これを踏まえるものとする。  

５ 気象庁は、水防法第十一条の二第二項の規定により提供を受けた情報を活用するに当

たつて、特に専門的な知識を必要とする場合には、水防に関する事務を行う国土交通大

臣の技術的助言を求めなければならない。  

６  第十三条第三項の規定は、第一項から第四項までの予報及び警報をする場合に準用す

る。この場合において、同条第三項中「前二項の予報及び警報をする場合は、」とある

のは、「第十四条の二第一項から第四項までの予報及び警報をする場合は、同条第一項

の場合にあつては単独で、同条第二項の場合にあつては水防に関する事務を行う国土交

通大臣及び都道府県知事と共同して、同条第三項の場合にあつては水防に関する事務を

行う国土交通大臣と共同して、同条第四項の場合にあつては都道府県知事と共同して、」

と読み替えるものとする。  

 

第十五条 気象庁は、第十三条第一項、第十四条第一項又は前条第一項から第四項までの

規定により、気象、地象、津波、高潮、波浪及び洪水の警報をしたときは、政令の定め

るところにより、直ちにその警報事項を警察庁、消防庁、国土交通省、海上保安庁、都

道府県、東日本電信電話株式会社（日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和五十九

年法律第八十五号）第一条の二第二項に規定する東日本電信電話株式会社をいう。以下

同じ。）、西日本電信電話株式会社（同法第一条の二第三項に規定する西日本電信電話
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株式会社をいう。以下同じ。）又は日本放送協会の機関に通知しなければならない。地

震動の警報以外の警報をした場合において、警戒の必要がなくなつたときも同様とする。 

２ 前項の通知を受けた警察庁、消防庁、都道府県、東日本電信電話株式会社及び西日本

電信電話株式会社の機関は、直ちにその通知された事項を関係市町村長に通知するよう

に努めなければならない。  

３ 前項の通知を受けた市町村長は、直ちにその通知された事項を公衆及び所在の官公署

に周知させるように努めなければならない。  

４ 第一項の通知を受けた国土交通省の機関は、直ちにその通知された事項を航行中の航

空機に周知させるように努めなければならない。  

５ 第一項の通知を受けた海上保安庁の機関は、直ちにその通知された事項を航海中及び

入港中の船舶に周知させるように努めなければならない。  

６ 第一項の通知を受けた日本放送協会の機関は、直ちにその通知された事項の放送をし

なければならない。 

 

第十五条の二 気象庁は、第十三条の二第一項の規定により、気象、地象、津波、高潮、

波浪及び洪水の特別警報をしたときは、政令の定めるところにより、直ちにその特別警

報に係る警報事項を警察庁、消防庁、海上保安庁、都道府県、東日本電信電話株式会社、

西日本電信電話株式会社又は日本放送協会の機関に通知しなければならない。地震動の

特別警報以外の特別警報をした場合において、当該特別警報の必要がなくなつたときも

同様とする。 

２ 前項の通知を受けた都道府県の機関は、直ちにその通知された事項を関係市町村長に

通知しなければならない。  

３ 前条第二項の規定は、警察庁、消防庁、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話

株式会社の機関が第一項の通知を受けた場合に準用する。  

４ 第二項又は前項において準用する前条第二項の通知を受けた市町村長は、直ちにその

通知された事項を公衆及び所在の官公署に周知させる措置をとらなければならない。  

５ 前条第五項の規定は海上保安庁の機関が第一項の通知を受けた場合に、同条第六項の

規定は日本放送協会の機関が第一項の通知を受けた場合に、それぞれ準用する。  

 

（航空予報図の交付） 

第十六条 気象庁は、国土交通省令で定める航空機に対し、その航行前、気象、地象（地

震を除く。）又は水象についての予想を記載した航空予報図を交付しなければならない。  

 

（予報業務の許可） 

第十七条 気象庁以外の者が気象、地象、津波、高潮、波浪又は洪水の予報の業務（以下

「予報業務」という。）を行おうとする場合は、気象庁長官の許可を受けなければなら

ない。 

２ 前項の許可は、予報業務の目的及び範囲（土砂崩れ（崖崩れ、土石流及び地滑りをい

う。以下同じ。）、高潮、波浪又は洪水の予報の業務（以下「気象関連現象予報業務」

という。）をその範囲に含む予報業務に係る同項の許可にあつては、当該気象関連現象

予報業務のための気象の予想を行うか否かの別を含む。次条第一項第三号において同

じ。）を定めて行う。 

３ 噴火、火山ガスの放出、土砂崩れ、津波、高潮又は洪水の予報の業務（以下「特定予

報業務」という。）をその範囲に含む予報業務に係る第一項の許可については、当該特

定予報業務に係る予報業務の目的は、第十九条の三の規定による説明を受けた者にのみ

利用させるものに限られるものとする。  
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（予報業務の許可の申請）  

第十七条の二   前条第一項の許可を受けようとする者は、国土交通省令で定めるところに

より、次に掲げる事項を記載した申請書を気象庁長官に提出しなければならない。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二   外国法人等（外国の法人及び団体並びに外国に住所を有する個人をいう。次条第

二項第四号及び第二十一条第二項において同じ。）にあつては、国内における代表

者（同号及び同項において「国内代表者」という。）又は国内における代理人（以

下「国内代理人」という。）の氏名又は名称及び国内の住所並びに法人である国内

代理人にあつてはその代表者の氏名  

三  予報業務の目的及び範囲 

四  その他国土交通省令で定める事項  

２  前項の申請書には、次条第二項第一号から第三号までに該当しないことを誓約する書

面その他国土交通省令で定める書類を添付しなければならない。  

 

（許可の基準） 

第十八条 気象庁長官は、前条第一項の申請書を受理したときは、次の基準によつて審査

しなければならない。 

一  当該予報業務を適確に遂行するに足りる観測その他の予報資料の収集及び予報資

料の解析の施設及び要員を有するものであること。  

二  当該予報業務の目的及び範囲に係る気象庁の警報事項を迅速に受けることができ

る施設及び要員を有するものであること。  

三  特定予報業務を行おうとする場合にあつては、第十九条の三の規定による説明を

適確に行うことができる施設及び要員を有するものであること並びに当該説明を受

けた者以外の者に予報事項が伝達されることを防止するために必要な措置が講じら

れていること。 

四  気象又は地象（地震動、火山現象及び土砂崩れを除く。以下この号及び第十九条

の二において同じ。）の予報の業務を行おうとする場合にあつては、当該業務に係

る気象又は地象の予想を行う事業所につき、同条前段の要件を備えることとなつて

いること。 

五  地震動、火山現象又は津波の予報の業務を行おうとする場合にあつては、当該業

務に係る地震動、火山現象又は津波の予想の方法がそれぞれ国土交通省令で定める

技術上の基準に適合するものであること。  

六  気象関連現象予報業務を行おうとする場合にあつては、次のイ又はロに掲げる場

合の区分に応じ、それぞれイ又はロに定める基準に適合するものであること。  

イ  当該気象関連現象予報業務のための気象の予想を行わない場合  当該気象関連

現象予報業務に係る土砂崩れ、高潮、波浪又は洪水の予想の方法がそれぞれ国土

交通省令で定める技術上の基準に適合するものであること。  

ロ 当該気象関連現象予報業務のための気象の予想を行う場合  当該気象関連現象

予報業務のための気象の予想を行う事業所につき第十九条の二前段の要件を備え

ることとなつていること及び当該気象関連現象予報業務に係る土砂崩れ、高潮、

波浪又は洪水の予想の方法がそれぞれイの技術上の基準に適合するものであるこ

と。 

２ 気象庁長官は、前項の規定により審査した結果、その申請が同項の基準に適合してい

ると認めるときは、次に掲げる場合を除いて許可しなければならない。  

一   第十七条第一項の許可を受けようとする者が、この法律又はこれに相当する外国
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の法令の規定により罰金以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）

に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなつた日から二

年を経過しない者であるとき。  

二   第十七条第一項の許可を受けようとする者が、第二十一条第一項若しくは第二項

の規定により当該許可の取消しを受け、又はこの法律に相当する外国の法令の規定

により当該外国において受けている当該許可に相当する行政処分の取消しを受け、

当該取消しの日から二年を経過しない者であるとき。  

三   第十七条第一項の許可を受けようとする者が、法人である場合において、その法

人の役員が前二号のいずれかに該当する者であるとき。  

四   第十七条第一項の許可を受けようとする者が、外国法人等である場合において、

国内代表者又は国内代理人を定めていない者であるとき。  

五   前条第一項の申請書又はその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載が

あり、又は重要な事実の記載が欠けているとき。  

３  気象庁長官は、土砂崩れ又は高潮若しくは洪水の予報の業務をその範囲に含む予報

業務に係る第十七条第一項の許可をしようとするときは、当該予報業務のうち土砂崩

れ又は高潮若しくは洪水の予想の方法が第一項第六号イの技術上の基準に適合するも

のであることについて、砂防又は水防に関する事務を行う国土交通大臣に協議しなけ

ればならない。 

 

（変更認可等） 

第十九条 第十七条第一項の許可を受けた者が第十七条の二第一項第三号に掲げる事項を

変更しようとするときは、気象庁長官の認可を受けなければならない。  

２  前項の認可を受けようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、変更に係る

事項を記載した申請書を気象庁長官に提出しなければならない。  

３  第十七条の二第二項及び前条（第二項第一号から第四号までを除く。）の規定は、第

一項の認可について準用する。この場合において、第十七条の二第二項中「前項」とあ

るのは「第十九条第二項」と、「次条第二項第一号から第三号までに該当しないことを

誓約する書面その他国土交通省令で定める書類」とあるのは「国土交通省令で定める書

類」と、前条第一項及び第二項第五号中「前条第一項」とあるのは「次条第二項」と読

み替えるものとする。 

４  第十七条第一項の許可を受けた者は、第十七条の二第一項各号（第三号を除く。）に

掲げる事項に変更があつたときは、遅滞なく、その旨を気象庁長官に届け出なければな

らない。 

 

（気象予報士の設置及び業務）  

第十九条の二 次の各号のいずれかに該当する者は、当該予報業務のうち気象又は地象の

予想を行う事業所ごとに、国土交通省令で定めるところにより、気象予報士（第二十四

条の二十の登録を受けている者をいう。以下同じ。）を置かなければならない。この場

合において、当該気象又は地象の予想については、気象予報士に行わせなければならな

い。 

一   気象又は地象の予報の業務をその範囲に含む予報業務に係る第十七条第一項の許

可を受けた者 

二   気象関連現象予報業務をその範囲に含む予報業務に係る第十七条第一項の許可を

受けた者（前号に掲げる者を除く。）であつて、当該気象関連現象予報業務のため

の気象の予想を行うもの 

 

（特定予報業務をその範囲に含む予報業務の許可を受けた者の説明義務）  
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第十九条の三 特定予報業務をその範囲に含む予報業務に係る第十七条第一項の許可を受

けた者は、国土交通省令で定めるところにより、当該特定予報業務を利用しようとする

者に対し、その利用に当たつて留意すべき事項その他の国土交通省令で定める事項を説

明しなければならない。 

 

（警報事項の伝達） 

第二十条 第十七条第一項の許可を受けた者は、当該予報業務の目的及び範囲に係る気象

庁の警報事項を当該予報業務の利用者に迅速に伝達するように努めなければならない。  

 

（業務改善命令） 

第二十条の二 気象庁長官は、第十七条第一項の許可を受けた者が第十八条第一項各号の

いずれかに該当しないこととなつた場合その他当該許可を受けた者の予報業務の適正な

運営を確保するため必要があると認めるときは、当該許可を受けた者に対し、その施設

及び要員又はその現象の予想の方法について同項各号に適合するための措置その他当該

予報業務の運営を改善するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

 

（許可の取消し等） 

第二十一条 気象庁長官は、第十七条第一項の許可を受けた者が次の各号のいずれかに該

当するときは、期間を定めて業務の停止を命じ、又はその許可を取り消すことができる。  

一  この法律若しくはこの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく処分又は許可若

しくは認可に付した条件に違反したとき。  

二  第十八条第二項第一号から第四号まで（第二号にあつては、この法律に相当する

外国の法令の規定に係る部分に限る。）のいずれかに該当することとなつたとき。  

２  気象庁長官は、第十七条第一項の許可を受けた者の所在（法人（外国の法人を除く。）

にあつてはその代表者の所在、外国法人等にあつては国内代表者又は国内代理人（法人

である国内代理人にあつては、その代表者）の所在）を確知できないときは、国土交通

省令で定めるところにより、その事実を公告し、その公告の日から三十日を経過しても

当該者から申出がないときは、その許可を取り消すことができる。  

３  前項の規定による処分については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章の

規定は、適用しない。 

 

（予報業務の休廃止） 

第二十二条 第十七条第一項の許可を受けた者が予報業務の全部又は一部を休止し、又は

廃止したときは、その日から三十日以内に、その旨を気象庁長官に届け出なければなら

ない。 

 

（警報の制限） 

第二十三条 気象庁以外の者は、気象、地象、津波、高潮、波浪及び洪水の警報をしては

ならない。ただし、政令で定める場合は、この限りでない。  

 

（予報及び警報の標識） 

第二十四条 形象、色彩、灯光又は音響による標識によつて気象、地象、津波、高潮、波

浪又は洪水についての予報事項又は警報事項を発表し、又は伝達する者は、国土交通省

令で定める方法に従つてこれをしなければならない。  
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第三章の二 気象予報士（略） 

第三章の三 民間気象業務支援センター（略） 

第四章 無線通信による資料の発表（略） 

第五章 検定（略） 

第六章 雑則（略） 

第七章 罰則（略） 

附 則（略） 
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水 防 協 議 会 条 例

（平成11年12月21日宮城県条例第68号）

（設置）

第一条 水防法（昭和二十四年法律第百九十三号。以下「法」という。）第八条第一項の

規定に基づき，宮城県水防協議会（以下「協議会」という。）を置く。

（委員の定数等）

第二条 協議会の委員の定数は，十五人以内とする。

２ 委員（関係行政機関の職員である委員を除く。以下この条において同じ。）の任期は，

二年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。

３ 委員は，再任されることができる。

（会長）

第三条 会長は，会務を総理し，協議会を代表する。

２ 会長に事故があるときは，あらかじめ会長の指名する委員が，その職務を代理する。

（会議）

第四条 協議会の会議は，会長が招集し，会長がその議長となる。

２ 協議会の会議は，委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

３ 協議会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決すると

ころによる。

（幹事及び書記）

第五条 協議会に幹事及び書記を置き，会長が命じ，又は委嘱する。

２ 幹事は，会長の命を受け，庶務を処理する。

３ 書記は，上司の命を受け，庶務に従事する。

（委任）

第六条 この条例に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が協議会

に諮って定める。

附 則（略）
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宮城県水防協議会規程

（趣旨）

第一条 この規程は，水防協議会条例（平成十一年宮城県条例第六十八号。以下「条

例」という。）第六条の規定に基づき，条例に定めるもののほか，宮城県水防協議

会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（会議の招集等）

第二条 協議会の招集は，会長が会議開催の五日前までに開催日時，開催場所及び議

事事項を示して，委員に通知して行うものとする。ただし，急を要する場合はこの

限りではない。

２ 委員は，病気その他の理由により会議に出席できないときはあらかじめ会長に届

け出なければならない。この場合においては，委員は，その代理者を出席させるこ

とができる。

３ 前項の規定により，代理者が出席するときで，委員の書面による委任がある場合

は，委員が出席したものとみなす。

（会議録）

第三条 協議会に関する次の事項は，会議録に記載しなければならない。

一 開催の日時及び場所

二 出席委員及び欠席委員の氏名

三 説明等のため出席した者の氏名

四 諸報告の大要

五 議事の大要

六 その他会議において必要と認める事項

（幹事会）

第四条 会長は，協議会の運営について必要があるときは，幹事会を開催することが

できる。

２ 幹事会の運営については，協議会の例に準ずるものとする。

（専決処分）

第五条 会長は，協議会に属する事務のうち，次の各号に掲げるものについては，専

決処分することができる。

一 水防に関する情報を収集する。

二 関係機関の長に対し，資料又は情報の提供，意見の開陳その他必要な協力を求

めること。

三 知事に対し，緊急を要する必要な意見を具申すること。

四 宮城県水防計画の軽易な事項の修正について，幹事会の検討を得て知事に意見

を具申すること。

五 その他軽易な事項

（委任）

第六条 この規程に定めるもののほか，協議会の運営に関する必要な事項は会長が別

に定める。
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水防資材費補助について

昭和 59 年 11 月 22 日 建設省河治発第 59 号
都道府県土木主管部長あて 河川局治水課長通達

昭和 59年 11月 2日付けで激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律施
行令の一部を改正する政令(昭和 59 年政令第 315 号)が施行されたことに伴い，水防資
材費補助については，昭和 60 年度要求より別添「水防資材費国庫補助基準」に基づき
取扱うこととしたので，遺漏のないよう措置されたい。

なお，貴管下水防管理団体に対しても，その旨周知徹底方お願いする。

水防資材費国庫補助基準

第１ 国庫補助の対象

次の各号に掲げるものを補助対象とする。

(1) 一般災害に係るもの

1 月 1 日から 10月 31 日までの間に行った水防活動に際して使用した水防資材の費
用について補助するものとする。

ただし，激甚災害に指定された期間内のものを除くものとする。

(2) 激甚災害に係るもの

激甚災害に指定された期間内において行った水防活動に際して使用した水防資材の

費用について補助するものとする。

第２ 補助基本額及び補助率

第３により算出した水防資材費の合計額が，都道府県にあつては 150万円以上，水
防管理団体にあつては 25万円以上となる場合にその合計額の 3分の 1を補助する。
ただし，激甚災害に係るものについて，都道府県にあつては 190万円，水防管理団
体にあつては 35万円を越える部分がある場合にその超過額の 3分の 2を補助する。

第３ 国庫補助の対象となる水防資材の範囲及び費用の算定

(1) 第 1及び第 2に規定する水防資材は，俵，かます，布袋類，畳，むしろ，縄，竹，
生木，丸太，くい，板類，鉄線，くぎ，かすがい，蛇籠，置石及び土砂とする。

ただし，水防の用途に再使用し，又は他の用途に使用することができるもの及び公

共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令(昭和 26 年政令第 107 号)第 4 条の規
定により災害復旧事業の事業費に含まれる費用に係るものは，補助基本額から控除

するものとする。

(2) 使用した水防資材費の算定は，次の各号によるものとする。

イ 水防倉庫等の備蓄資材を使用した場合は，当該資材の購入価格とする。

ロ 水防法第 21条の規定により公用徴収した資材については，その弁償価格とする。
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ハ 都道府県から有償で補給を受けた資材については，都道府県における当該資材の

購入価格とする。

ニ 一般市場から購入して使用した資材については，通常の場合における時価の範囲

とする。

ホ 前記各号の資材で数次に分けて購入し，又は徴収した資材のうち，その一部のみ

を使用した場合において個別に単価の明らかでない場合は，その平均単価をもつ

て使用した資材の単価とみなす。
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水防活動実施の報告について

昭和 61年 4月 30日 建設省河治発第 22号
土木部長あて 建設省河川局治水課長通達

標記については，本年 4月 1日以降からは，左記により取扱うこととしたので遺憾のな
いよう取り計らわれたい。

記

１ 洪水・高潮に際して水防活動を実施したときは，別紙様式により報告すること。

２ 報告日及び調査対象期間は，次によるものとする。

(報告日) (調査対象期間)

① 6 月 10日 (1月 1日～ 5 月末日，(1月～ 5月))
② 8 月 10日 ( ～ 7 月末日，(6月～ 7月))
③ 10月 10日 ( ～ 9 月末日，(8月～ 9月))
④ 1 月 15日 ( ～ 12月末日，(10月～ 12月))
ただし，当該期間において水防活動を行わない場合は，報告の必要はない。

３ その他

① 水防資材費の国庫補助申請にあたっては，水防活動実施報告に基づき申請すること。

② 水防資材を購入した場合の購入証拠書類，備蓄水防資材を使用した場合の水防資材

受払簿及び水防活動を行った現地の写真等の整備を図ること。

③ 本通達に基づく報告のほか，「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関す

る法律」(昭和 37 年法律第 150 号)の適用が予想される場合は，異常気象等による
特定の期間別の実施状況等必要に応じ報告を求める場合があるので，照会があった

場合は直ちに報告できる態勢を確立しておくこと。
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 水防活動報告書様式 

 

水防活動実施報告書 

 

年号   年   月   日 

作成責任者 

出 水 の 

概  況 

         川  警戒水位     ｍ 

            雨  量     mm 

水 防 

実施箇所 

         川  左岸     地先          ｍ 

            右岸 

日 時  自   月   日   時     至   月   日   時 

出 動 

人 員 

水防団員 消防団員 その他 合 計 

人 人 人 人

水防作業 

の 概 況 

及び工法 

 

箇  所                          ｍ 

 

工  法 

 

水防の

結果 

 

効果 

被害 

堤防 

ｍ 

ｍ 

田 

㎡ 

㎡ 

畑 

㎡

㎡

家 

戸

戸

鉄道

ｍ

ｍ

道路

ｍ

ｍ

人口

人

人

その他 

使 用 

資器材 

かます、俵  居 住 者 の 

出 動 状 況 

 

万年、土俵  

な  わ  水防関係者の 

死 傷 

 

丸  太  

その他  雨量水位の 

状 況 

 

  

水防活動に関する 

自 己 批 判 

備  考 

（注）水防を行った箇所ごとに作成すること。 
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水防活動報告書様式（例）
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東北地方における災害等の相互応援に関する協定 

 

国土交通省東北地方整備局（以下「東北地方整備局」という。）、青森県、岩手県、宮

城県、秋田県、山形県、福島県、仙台市及び東日本高速道路株式会社東北支社(以下

「構成機関」という。)は、災害等が発生し、又はそのおそれがある場合の相互応援を

より円滑に行うために、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、構成機関が所管する区域内において災害等が発生し、又は発生す

るおそれがある場合の相互応援の内容を定め、もって災害等の拡大の防止と被災施設

の早期の応急復旧に資することを目的とする。 

 

（応援内容） 

第２条 応援の内容は、次の各号に掲げる内容とする。 

一 情報の収集・提供（現地情報連絡員（リエゾン）の派遣を含む。） 

二 構成機関への職員の派遣 

三 災害に係る専門家の派遣 

四 構成機関が保有する車両、建設機械、応急組立橋等応急復旧資機材の貸し付け 

五 構成機関が保有する通信機器等の貸し付け及び操作員の派遣 

六 通行規制等の措置 

七 構成機関が関係団体等に対し要請が必要な場合の協力 

八 必要最小限の災害等緊急対応 

九 その他必要と認められる事項 

 

（災害等状況調査並びに連絡） 

第３条 災害等が発生し、被災した構成機関が、本協定により他の構成機関からの応援

を要請する場合は、その内容を東北地方整備局に連絡するものとする。 

２ 東北地方整備局は、被災した構成機関から上記の連絡があった場合、その内容を他

の構成機関に連絡するものとする。 

 

（応援要請の手続き） 

第４条 応援を要する構成機関は、第２条に定める応援内容を明らかにし、口頭もしく

は電話により応援を要請し、後日、応援した構成機関に対し、速やかに文書で応援要

請手続きを行うものとする。 
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（応援要請によらない応援） 

第５条 災害等が発生し、被災による連絡不能又は災害等に伴う進行性のある災害等の

発生により、被災した構成機関から応援の要請はないが、特に緊急を要し応援の要請

を待ついとまがないと認められる場合においては、前条の規定にかかわらず、構成機

関は第２条の規定に関し独自の判断により応援できるものとする。 

 

（応援の実施） 

第６条 第４条の規定により応援要請を受けた場合もしくは前条の規定により応援の判

断をした場合、構成機関は可能な限り相互に協議のうえ、応援を行うものとする。 

 

（応援の終了） 

第７条 前条の応援の終了については、現地の状況等を踏まえ、構成機関が相互に協議

のうえ終了するものとする。 

 

（費用負担） 

第８条 第４条及び第５条に基づく第２条第 2号から第 9号までの応援に要する費用

は、応援を受けた構成機関の負担とする。ただし、別に定める場合及び応援を受けた

構成機関と応援を行った構成機関で協議した結果、合意が得られた場合についてはこ

の限りではない。 

 

（他の協定等との関係） 

第９条 この協定は、構成機関が既に締結している他の相互応援協定等による応援及び

新たな相互応援協定等を妨げるものではない。 

 

（その他） 

第 10条 この協定に定めのない事項は、構成機関が協議して定めるものとする。 

２ この協定の実施に関し必要な事項は、別途、定めるものとする。 
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付則 

１ 平成 21年 3月 26日に締結された「東北地方における国土交通省所管公共施設の災

害時の相互応援に関する申合せ」は、これを廃止する。 

 

平成３１年 ３月２５日 

 

国土交通省 

東北地方整備局長 髙田 昌行 

 

 

 

 

 

青森県知事 三村 申吾 

 

 

 

 

 

岩手県知事 達増 拓也 

 

 

 

 

 

宮城県知事 村井 嘉浩 

 

 

 

 

 

秋田県知事 佐竹 敬久 
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山形県知事 吉村 美栄子 

 

 

 

 

 

福島県知事 内堀 雅雄 

 

 

 

 

 

仙台市長 郡 和子 

 

 

 

 

 

東日本高速道路株式会社 

東北支社長 松﨑 薫 
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「東北地方における災害等の相互応援に関する協定」における協定実施細目 

 

（趣旨） 

第 1 条 この協定実施細目は、東北地方における災害等の相互応援に関する協定（以下

「協定」という。）第 10条第 2項の規定に基づき、協定の実施に必要な事項を定め

るものである。なお、「災害等」とは、構成機関相互の応援が必要と認められる事

案をいう。例えば、地震、大雨等の自然災害、林野火災、原子力災害、及び鳥イン

フルエンザの発生等をいう。 

 

（東北地方整備局の応援内容の想定） 

第 2条 国土交通省東北地方整備局（以下、「東北地方整備局」とする。）が実施する協定

の第 2条で定める応援内容は、次のとおり想定している。 

１．「情報の収集・提供（現地情報連絡員(リエゾン)の派遣を含む）」とは以下の項目を

いう。 

（１）画像提供 

河川、砂防、道路 CCTV、ヘリコプター画像、衛星通信車、Ku-SAT 画像の提供、

TV 会議の開催、海保、自衛隊等から提供された画像の転送、他の地方整備局から

提供された画像の転送等。 

（２）情報収集 

被災自治体に派遣された現地情報連絡員（リエゾン）による情報収集等。 

２．「構成機関への職員の派遣」とは、東北地方整備局、他の地方整備局、北海道開発

局及び国土技術政策総合研究所の職員による緊急災害対策派遣隊（TEC－FORCE）を

想定している。 

 ３．「災害に係る専門家の派遣」とは、国土交通省以外の機関である独立行政法人土木

研究所、建築研究所、港湾空港技術研究所等の専門家の派遣を想定している。 

 ４．「構成機関が保有する車両、建設機械、応急組立橋等応急復旧機材の貸し付け」と

は、以下の項目をいう。 

（１）貸与機械 

東北地方整備局は、構成機関に貸与する機械設備として、災害対策用機械・通信

設備一覧表及び道路維持用機械・除雪機械一覧表を、年度当初に構成機関へ報告す

るものとする。 

（２）運用報告 

貸与を受けた構成機関は、貸与期間中の機械設備の稼働時間等、その運用結果 

について、様式－３を用いて東北地方整備局に報告するものとする。 

（３）貸与期間 

他の災害等への対応に備え、貸与期間は、設置が終了した日から要請者側が応急

対策資機材の現場配備を整えるまでの必要最小限度の期間とする。なお、東北地方

整備局は貸与機械設備の引き揚げに当たっては、貸与した構成機関に対して、事前

に代替え措置について提案助言するとともに、引き揚げの時期について協議するも

のとする。 
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 ５．「構成機関が保有する通信機器の貸し付け及び操作員の派遣」とは、以下の項目を

いう。 

（１）貸与通信設備 

東北地方整備局は、構成機関に貸与する通信設備として、災害対策用機械・通信

設備一覧表を、年度当初に構成機関へ報告するものとする。 

（２）操作員の派遣 

    貸与する通信設備の操作員を、通信設備と共に派遣できるものとする。 

（３）運用報告 

貸与を受けた構成機関は、貸与期間中の通信設備の稼働時間等、その運用結果に

ついて、様式－３を用いて東北地方整備局に報告するものとする。 

（４）貸与期間 

他の災害等への対応に備え、貸与期間は、設置が終了した日から要請者側が応急

対策資機材の現場配備を整えるまでの必要最小限度の期間とする。なお、東北地方

整備局は貸与通信設備の引き揚げに当たっては、貸与した構成機関に対して、事前

に代替え措置について提案助言するとともに、引き揚げの時期について協議するも

のとする。 

 ６．「通行規制等の措置」とは、直轄国道の如何に係わらず、道路啓開、応急復旧及び

通行規制の支援をするものとする。 

 ７．「構成機関の関係団体等に対する要請」とは、「災害時における応急対策業務に関す

る協定」第 3条 3項に基づき、自治体の災害等に関し、東北地方整備局が（一社）日

本建設業連合会等に出動を要請するものである。 

 ８．「必要最小限の災害等緊急対応」とは、以下の項目をいう。 

（１）災害等緊急対応事業 

災害等発生直後の緊急調査等で発見された被災箇所で、最終的に応急復旧等を実

施する者が不明あるいは未調整で、実施主体や分担が決定されるまでの間、放置す

れば被害拡大及び二次災害のおそれがあるため、民生の安定上、国が主体となって、

緊急的に対応を実施する必要がある場合に実施 

（２）要請に基づく緊急対応 

災害等により被災があった構成機関から要請を受けた場合に実施 

 

（連絡担当部局） 

第 3 条 協定第 3 条で定める連絡のため、構成機関は、相互応援のための連絡担当局部    

課名、連絡責任者及び同補助者の役職、氏名、電話番号その他連絡に必要な事項を

あらかじめ相互に連絡するものとする。 

 

（応援要請の方法） 

第 4 条 協定第 4 条で定める応援要請は、口頭もしくは電話で連絡責任者に連絡するも

のとし、後に、様式－１を用いて文書を速やかに提出するものとする。 

 

（応援内容） 

第 5 条 協定第６条で定める応援内容を決定した場合は、別添様式－２を用いて応援先

構成機関あて報告するものとする。 
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（費用負担） 

第 6 条 東北地方整備局が行う以下の応援内容については、協定第８条の定めによらず

以下のとおり費用を負担するものとする。 

１．協定第２条第２号の「構成機関への職員の派遣」の費用負担 

東北地方整備局等の職員による応援については、東北地方整備局の負担とする。 

２．協定第 2条第３号の「災害に係る専門家の派遣」の費用負担 

    災害に係る専門家の派遣については、東北地方整備局又は各独立行政法人の負 

担とする。 

３．協定第２条第 4号「構成機関が保有する車両、建設機械、応急組立橋等応急復旧機

材の貸し付け」及び第 5号「構成機関が保有する通信機器の貸し付け及び操作員の派

遣」の費用負担 

（１）費用負担 

①貸与機械・通信設備の使用料は無償とする。 

②貸与期間中の燃料、操作員の賃金等は、貸与を受けた構成機関が支払うものと

する。ただし、協議した結果、合意が得られた場合はこの限りでない。 

（２）負担区分（応急組立橋） 

応急組立橋の貸与に係る費用は、搬出から運搬、設置、撤去、返納まで、全て 貸

与を受けた構成機関が負担するものとする。 

（３）負担区分（応急組立橋以外） 

貸与機械・通信設備（応急組立橋以外）の配備に関する負担区分は次によるもの

とする。 

① 当初設置までに要する費用は東北地方整備局が負担する。 

② 貸与期間中の再移動、再設置に要する費用は貸与を受けた構成機関の負担と

する。 

③ 東北地方整備局は、当初設置終了後、貸与を受ける構成機関へ機械・通信設

備の管理を移管するものとする。貸与期間中の機械・通信設備の損傷につい

ては、貸与を受けた構成機関が弁償するものとする。 

④引き揚げに要する費用のうち、機械・通信設備の運搬（回送）費は東北地方整

備局が負担する。 

（４）用語の定義 

①（３）の当初設置とは、災害対策用機械・通信設備を設置し機器本来の運用が可

能な状態をいう。 

②（３）の再設置とは、災害対策用機械・通信設備の移設または機能の増強の為の

機器の増設等を行う場合をいう。 

 

４．協定第 2条第８号の「必要最小限の災害等緊急対応」の費用負担 

（１）災害等緊急対応事業の費用負担 

「災害等緊急対応事業」として実施した場合の費用については、東北地方整備局 

が負担する。 

（２）要請に基づく緊急対応の費用負担 

   「要請に基づく緊急対応」として実施した場合の費用については、要請を行った構

成機関の負担とする。ただし、協議した結果、合意が得られた場合についてはこの
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限りではない。 

 

（付則） 

この協定実施細目は、平成３１年 ３月２５日から効力を生ずる。 
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様式－１ 

○ ○ － ○ ○ ○ ○ 

平成  年  月  日 

 

（応援を要請される構成機関の長） 殿 

 

応援を要請する構成機関の長 

                               （公印省略） 

応援要請書 

 

「東北地方における災害等の相互応援に関する協定」第４条の規定に基づき、次のとおり

応援要請します。 

 

  １．場所（位置図等を添付） 

 

 

 

 

  ２．応援要請内容 

   （参考：記載内容の項目及び詳細） 

・被災情報の収集及び連絡 

・被災状況の調査 

・重機、資機材等の調達 

・応急対策工事の実施 

・その他特に必要な業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者  所属 

  職氏名  

                  連絡先（TEL/FAX） 
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様式－２ 

○ ○ － ○ ○ ○ ○ 

平成  年  月  日 

 

（応援を要請した構成機関の長） 殿 

 

                      応援を要請された構成機関の長 

        （公印省略） 

 

協定第 6条に基づく応援の実施について 

 

 「東北地方における災害等の相互応援に関する協定」第６条の規定に基づき、 

平成  年  月  日付け○○－○○○○で要請のあったことについては次のとおり

行います。 

 

  １．応援内容 

   （参考：記載内容の項目及び詳細） 

・被災情報の収集及び連絡 

・被災状況の調査 

・重機、資機材等の調達 

・応急対策工事の実施 

・その他特に必要な業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者  所属 

  職氏名  

                  連絡先（TEL/FAX） 
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様式－３ 

○ ○ － ○ ○ ○ ○ 

平成  年  月  日 

 

（応援を要請された構成機関の長） 殿 

 

応援を要請した構成機関の長 

                               （公印省略） 

運用報告 

 

「東北地方における災害等の相互応援に関する協定」における協定実施細目第２条の規

定に基づき、次のとおり運用報告します。 

 

機械および機器 

名称 

出動場所 稼動状況 

(運転日数 

及び運転時間) 

その他 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者  所属 

  職氏名  

                  連絡先（TEL/FAX） 
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282
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284



285



286



287



288



289



290



291



292



293



294



295



296



297



298



299



300



301



   

302



    

303



304



TE
L

00
0-

00
0-

00
00

FA
X

00
0-

00
0-

00
00

TE
L

00
0-

00
0-

00
00

FA
X

00
0-

00
0-

00
00

TE
L

00
0-

00
0-

00
00

FA
X

00
0-

00
0-

00
00

TE
L

00
0-

00
0-

00
00

FA
X

00
0-

00
0-

00
00

NT
T

HP
H

P

305



306



307



308



309



310



311



312



313



314



315



316



    

317



318



319



320



321



322



323



324



325



326



TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000
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328



329



TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000
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331



332



TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

HP

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000
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TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000TEL 000-000-0000

FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000
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TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000TEL 000-000-0000

FAX 000-000-0000

TEL 000-000-0000
FAX 000-000-0000

335



     

336



 

337



338



339



340



341



342



343



344



345



346



347



348



349



350



351



352



353



354
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迫川流域水防管理者・農業用排水施設等管理者協議会要綱
（目 的）

第１ この協議会は，迫川流域沿岸の洪水に対する共通認識のもと，迫川流域における治水及び

健全な農業経営に資するため，洪水その他の災害発生の恐れがある場合における農業用の排

水施設等操作の広域一元化を協議し，互譲相互の精神に則り水防活動との調整を図ることを

目的とする。

（名称及び事務局）

第２ この会は，迫川流域水防管理者・農業用排水施設等管理者協議会（以下「協議会」という。）

と称し，事務局は，宮城県東部土木事務所登米地域事務所に置く。

（所管事項）

第３ 協議会は，排水調整を実施するために必要な次の事項をつかさどる。

(1) 気象及び洪水の予想並びに状況の推移により，河川管理者及び水防管理者からの要請，

指示等に対応した農業用の排水施設等操作規則の広域一元化に関する事項

(2) 前項に係る要請，指示等の伝達及び確認の方法に関する事項

（構 成）

第４ 協議会は，宮城県及び岩手県の次の職に在る者をもって構成する。

(1) 宮城県北部土木事務所長，宮城県北部土木事務所栗原地域事務所長，宮城県東部土木

事務所登米地域事務所長及び岩手県県南広域振興局土木部一関土木センター所長（以下

「土木事務所長等」という。），並びに宮城県北部地方振興事務所長，宮城県北部地方振

興事務所栗原地域事務所長，宮城県東部地方振興事務所登米地域事務所長及び岩手県県

南広域振興局農政部一関農村整備センター所長（以下「地方振興事務所長等」という。）

(2) 迫川流域の水防管理者（以下「水防管理者」という。）

(3) 迫川流域の農業用排水施設管理者

（4） 前号に掲げる者のほか，迫川流域の下水等排水施設管理者

（役員等）

第５ 協議会に次の役員を置く。

(1) 会 長 １名

(2) 副会長 ２名

(3) 幹 事 若干名

２ 会長及び副会長は，会員の互選による。

３ 幹事は，第４第１号に定める者のほか，会員の互選による。

４ 役員の任期は２年とする。ただし，再任を妨げない。

（役員の職務）

第６ 役員の職務は，次の各号に定めるとおりとする。

(1) 会長は，協議会を代表し会務を総理する。

(2) 副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるときはこれを代理する。

(3) 役員は，総会の議案の検討を行う。

（会 議）

第７ 協議会の会議（以下「会議」という。）は，総会及び役員会とする。

２ 会議は，次の各号に掲げるときに，会長が招集し主催する。

(1) 会長が必要と認めたとき

(2) 会員からの要請があったとき

３ 会議は，会員の過半数の出席をもって成立する。

４ 会議の議長は，会長がこれを務める。
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（排水調整の方法等）

第８ 排水調整は，原則として，次に掲げる手順に従い行う。

(1) 土木事務所長等は，水防警報が発令され，迫川流域の各水位観測所の水位が，別表の

排水調整基準における排水調整水位（以下「排水調整水位」という。）に達すると予想さ

れる場合は，水防管理者に対して，排水調整すべき旨の要請を行う。また，その内容を

県水防本部長及び地方振興事務所長等に報告する。

(2) 前号の要請を受けた水防管理者は，すみやかに農業用排水施設等の管理者（以下「排

水施設管理者」という。）に対して，排水調整のための協力要請を行う。

(3) 土木事務所長等は，迫川流域の各水位観測所の水位が排水調整水位に達し，なおも上

昇のおそれのある場合は，水防管理者に対して，排水調整すべき旨を指示する。また，

その内容を県水防本部長及び地方振興事務所長等に報告する。

(4) 前号の指示を受けた水防管理者は，すみやかに排水施設管理者に対して，排水施設の

運転を停止するよう指示する。

(5) 前号の指示を受けた排水施設管理者は，排水調整を実施したうえで水防管理者にその

内容を報告し，当該報告を受けた水防管理者は，その内容を土木事務所長等に報告する。

(6) 前号の報告を受けた土木事務所長等は，その内容を県水防本部長及び地方振興事務所

長等に報告する。

(7) 排水調整を必要としなくなったときは，前各号の例にならい，その旨の伝達を行う。

(8) 緊急事態の発生，又はやむを得ない事情が生じた場合は，排水調整基準によらず，土

木事務所長等の判断により排水調整を行うことができる。

(9) 土木事務所長等及び地方振興事務所長等は，水防管理者及び排水施設管理者に対して，

排水調整が円滑に実施されるよう指導を行う。

（雑 則）

第９ この要綱に定めるもののほか，排水調整の具体的方策に関し必要な事項は，協議会におい

て定める。

附 則

（施行期日）

この要綱は，平成８年２月14日から施行する。

この要綱は，平成８年11月19日から施行する。

この要綱は，平成10年２月13日から施行する。

この要綱は，平成13年８月27日から施行する。

この要綱は，平成14年４月１日から施行する。

この要綱は，平成15年７月３日から施行する。

この要綱は，平成17年７月１日から施行する。

この要綱は，平成19年７月６日から施行する。

この要綱は，平成20年６月24日から施行する。

この要綱は，平成22年６月７日から施行する。
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別表（第８条関係）

排 水 調 整 基 準

（単位：ＫＰ， ｍ）

河川名 地 先 名 量水標NO 排水調整 警戒水位 計 画 計 画 現 況

水 位 （通報水位） 高水位 堤防高 堤防高

佐沼 NO.164 K.P 9.00 8.426 10.247 11.447 11.90

迫 川 治水基準点 （錦橋） (7.826)

若柳 NO.292 K.P 13.20 13.041 15.622 16.822 16.82

（12.541）

小谷地橋 NO.144 K.P 10.80 10.500 11.529 12.187 11.76

夏 川 (9.400)

佐沼 NO.164 K.P 9.00 8.426 10.247 11.447 11.90

（錦橋） (7.826)

沼口 NO.52 K.P 8.00 7.450 8.50 9.50 9.00

荒 川 (7.000)

佐沼 NO.164 K.P 9.00 8.426 10.247 11.447 11.90

（錦橋） (7.826)

大沼 NO.43 K.P 6.531 5.931 7.52 8.72 9.49

旧迫川 (5.432)
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区
分

名称 種別 無線局管理者 設置場所（常置場所）

固定局

基地局

LASCOM宮城県仙台
スーパーバード
地球

地球局 防災推進課長
仙台市青葉区本町3丁目8番1号
　宮城県庁内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ77～
79,99

地球局 防災推進課長
仙台市青葉区本町3丁目8番1号
　宮城県庁内

防災宮城
　914,923～926

陸上移動局 防災推進課長
仙台市青葉区本町3丁目8番1号
　宮城県庁内

防災宮城
　730～739

陸上移動局 防災推進課長 仙台市青葉区本町3丁目8番1号

防災宮城
　991～996

陸上移動局 防災推進課長 仙台市青葉区本町3丁目8番1号

固定局

基地局

固定局

基地局

固定局

基地局

固定局

基地局

防災上品山 固定局 防災推進課長
石巻市三輪田字高森46-2
　上品山中継所内

固定局

基地局

固定局

基地局

固定局

基地局

防災室根山 固定局 防災推進課長
岩手県一関市千厩町奥玉字飛ヶ森11-183
　室根山中継所内

固定局

基地局

防災支倉 陸上移動局 防災推進課長
柴田郡川崎町大字支倉字殿上山2-35
　支倉中継所内

防災大河原町字南 陸上移動局 防災推進課長 柴田郡大河原町字南129-1

防災高白浜 陸上移動局 防災推進課長
牡鹿郡女川町高白浜字向山地先内
高白浜中継所内

中

継

局

石巻市北上町十三浜字立神267
　大盤平中継所内

亘理郡亘理町逢隈上郡字山入54-3
　三門山中継所内

防災推進課長
多賀城市鶴ヶ谷1-4-1
　仙台東中継所内

防災推進課長

防災推進課長

防災大盤平

石巻市高木字籠峯山1-6
　籠峯山中継所内

防災雨塚山

防災小々汐

防災柳目 防災推進課長
栗原市一迫柳目字柳目葉ノ木沢69-2
　柳目中継所内

刈田郡蔵王町宮字青麻下山2-46
　青麻山中継所内

防災推進課長

防災推進課長

気仙沼市小々汐89-118
　小々汐中継所内

防災推進課長

白石市小原字雨塚山1-48
　雨塚山中継所内

遠田郡涌谷町下郡字小池ヶ平3-27
　小池ヶ平中継所内

防災推進課長

防災推進課長

宮 城 県 無 線 局 一 覧 表

防災仙台東

防災籠峰山

仙台市青葉区本町3丁目8番1号
　宮城県庁内

陸上移動局

防災青麻山

統

制

局

防災三門山 防災推進課長

防災宮城

防災小池ヶ平
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区
分

名称 種別 無線局管理者 設置場所（常置場所）

水防黒森山 固定局 仙台地方ダム総合事務所長
仙台市青葉区芋沢字横向山164
　黒森山中継所内

防災黒森山 固定局 防災推進課長
仙台市青葉区芋沢字横向山164
　黒森山中継所内

防災笹倉山 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字笹倉51-2
　笹倉山中継所内

防災笹倉山 基地局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字笹倉51-2
　笹倉山中継所内

防災長谷地 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町原長谷1-37
　長谷地中継所内

防災大河原合庁 固定局 大河原地方振興事務所長
柴田郡大河原町字南129-1
　大河原合同庁舎内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ70

地球局 大河原地方振興事務所長
柴田郡大河原町字南129-1
　大河原合同庁舎内

防災仙台合庁 固定局 仙台地方振興事務所長
仙台市青葉区堤通雨宮町4-17
　仙台合同庁舎内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ71

地球局 仙台地方振興事務所長
仙台市青葉区堤通雨宮町4-17
　仙台合同庁舎内

防災仙台地振水産
漁港部

陸上移動局
仙台地方振興事務所

水産漁港部長
塩釜市新浜町1-9-1
　仙台地方振興事務所水産漁港部内

防災仙台 固定局 仙台土木事務所長
仙台市宮城野区幸町4-1-2
　仙台土木事務所内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ95

地球局 仙台土木事務所長
仙台市宮城野区幸町4-1-2
　仙台土木事務所内

防災大崎合庁 固定局 北部地方振興事務所長
大崎市古川旭四丁目1-1
　大崎合同庁舎内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ72

地球局 北部地方振興事務所長
大崎市古川旭四丁目1-1
　大崎合同庁舎内

防災栗原合同庁舎 固定局
北部地方振興事務所
栗原地域事務所長

栗原市築館藤木5-1
　栗原合同庁舎内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ73

地球局
北部地方振興事務所
栗原地域事務所長

栗原市築館藤木5-1
　栗原合同庁舎内

防災栗駒 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉玉山1
　北部地方振興事務所栗原地域事務所
　栗駒ダム管理事務所内

水防栗駒 基地局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉玉山1
　北部地方振興事務所栗原地域事務所
　栗駒ダム管理事務所内

固定局

基地局

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ74

地球局
東部地方振興事務所
登米地域事務所長

登米市迫町佐沼字西佐沼150-5
　登米合同庁舎内

防災石巻合同庁舎 固定局 東部地方振興事務所長
石巻市あゆみ野五丁目七番地
　石巻合同庁舎内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ75

地球局 東部地方振興事務所長
石巻市あゆみ野五丁目七番地
　石巻合同庁舎内

防災気仙沼合庁 固定局 気仙沼地方振興事務所長
気仙沼市赤岩杉ノ沢47－6
　気仙沼合同庁舎内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ76

地球局 気仙沼地方振興事務所長
気仙沼市赤岩杉ノ沢47－6
　気仙沼合同庁舎内

固定局

基地局

地

方

局

登米市迫町佐沼字西佐沼150-5
　登米合同庁舎内

中

継

局

防災登米合同庁舎

岩沼市空港西1丁目15番地
　防災ヘリコプター管理事務所内

東部地方振興事務所
登米地域事務所長

宮城防災航空隊
防災ヘリコプター

管理事務所長
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防災仙台塩釜港湾 陸上移動局 仙台塩釜港湾事務所長
仙台市宮城野区港3-1-3
　仙台塩釜港湾事務所内

防災石巻港湾 陸上移動局 石巻港湾事務所長
石巻市中島町17-2
　石巻港湾事務所内

防災中南部下水 陸上移動局 中南部下水道事務所長
多賀城市大代6-4-1
　中南部下水道事務所内

防災県南浄化センター 陸上移動局 中南部下水道事務所長
岩沼市下野郷字赤江川1-3
　中南部下水道事務所
　県南浄化センター内

防災東部下水 陸上移動局 東部下水道事務所長
石巻市蛇田字新〆切5-2
　東部下水道事務所内

防災仙台ダム総合 固定局 仙台地方ダム総合事務所長
仙台市泉区将監10-37-4
　仙台地方ダム総合事務所内

防災樽水 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市高舘川上字長畑72
　仙台地方ダム総合事務所
　樽水ダム管理事務所内

防災大倉 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区大倉字高畑34-12
　仙台地方ダム総合事務所
　大倉ダム管理事務所内

防災七北田 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字蒜但木向1-83
　仙台地方ダム総合事務所
　七北田ダム管理事務所内

防災南川 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町吉田字悪田西63-4
　仙台地方ダム総合事務所
　南川ダム管理事務所内

防災宮床 固定局
仙台地方ダム総合事務所
宮床ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字笹倉195-21
　仙台地方ダム総合事務所
　宮床ダム管理事務所内

防災惣の関 陸上移動局
仙台地方ダム総合事務所
惣の関ダム管理事務所長

宮城郡利府町森郷字名古曽87-6
　仙台地方ダム総合事務所
　惣の関ダム管理事務所内

防災大崎ダム総合 固定局 大崎地方ダム総合事務所長
加美郡加美町城生字前田20
　大崎地方ダム総合事務所内

水防宮城414 陸上移動局 大崎地方ダム総合事務所長
加美郡加美町城生字前田20
　大崎地方ダム総合事務所内

防災漆沢 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字漆沢宮ヶ森1-17
　大崎地方ダム総合事務所
　漆沢ダム管理事務所内

水防長谷地 基地局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町原長谷1-37
　長谷地中継所内

水防宮城
　641,642,
　261～263

陸上移動局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字漆沢宮ヶ森1-17
　大崎地方ダム総合事務所
　漆沢ダム管理事務所内

防災化女沼 固定局
大崎地方ダム総合事務所
化女沼ダム管理事務所長

大崎市古川小野字遠沢2-2
　大崎地方ダム総合事務所
　化女沼ダム管理事務所内

水防宮城415 陸上移動局
大崎地方ダム総合事務所
化女沼ダム管理事務所長

大崎市古川小野字遠沢2-2
　大崎地方ダム総合事務所
　化女沼ダム管理事務所内

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード
可搬地球Ｖ98

地球局
大崎地方ダム総合事務所
上大沢ダム管理事務所長

大崎市鳴子温泉鬼首字上大沢川45
　大崎地方ダム総合事務所
　上大沢ダム管理事務所内

水防上大沢ダム
　101～103

陸上移動局
大崎地方ダム総合事務所
上大沢ダム管理事務所長

大崎市鳴子温泉鬼首字上大沢川45
　大崎地方ダム総合事務所
　上大沢ダム管理事務所内

防災花山 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市花山字本沢向原11
　栗原地方ダム総合事務所内

水防花山 基地局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市花山字本沢向原11
　栗原地方ダム総合事務所内

地

方

局
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水防宮城661,662
　271～273

陸上移動局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市花山字本沢向原11
　栗原地方ダム総合事務所内

防災荒砥沢 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒文字荒砥沢57
　栗原地方ダム総合事務所
　荒砥沢ダム管理事務所内

水防荒砥沢ダム
　10,11

陸上移動局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒文字荒砥沢57
　栗原地方ダム総合事務所
　荒砥沢ダム管理事務所内

防災小田 固定局
栗原地方ダム総合事務所
小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字川台53-12
　栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所内

水防小田ダム
　10,11

陸上移動局
栗原地方ダム総合事務所
小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字川台53-12
　栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所内

水防大倉 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区大倉字高畑34-12
　仙台地方ダム総合事務所
　大倉ダム管理事務所内

水防白髪 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区大倉字横川岳国有林
　白髪雨量観測所内

水防十里平 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区大倉字横川岳23地内
　十里平雨量観測所内

水防定義 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区大倉字定義地内
　定義水位観測所内

水防白沢 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区上愛子字赤生木地内
　白沢水位観測所内

水防下倉 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区大倉字堰下12-9
　下倉警報所内

水防大原 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区大倉字大原新田29-2
　大原警報所内

水防倉内 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区上愛子字遠の原31-4
　倉内警報所内

水防鳴合 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区上愛子字松原27-5
　鳴合警報所内

水防愛子 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区上愛子字北原60-8
　愛子警報所内

水防滝ノ瀬 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区芋沢字滝ノ瀬15-2
　滝ノ瀬警報所内

水防郷六 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区郷六字岩下7-1の内
　郷六水位観測警報所内

水防折立 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区郷六字滝沢1-1
　折立警報所内

水防放山 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区八幡7-41-30
　放山警報所内

水防三居沢 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区荒巻字三居沢8-2
　三居沢警報所内

水防澱 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区角五郎1-114地内
　澱警報所内

水防仲の瀬 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区桜ケ岡公園3外区内
　仲の瀬警報所内

地

方

局

観

測

局

・

警

報

局
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水防霊屋 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区霊屋下104-2地先
　霊屋警報所内

水防愛宕 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市太白区越路21-22の内
　愛宕警報所内

水防宮沢 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市太白区根岸町303-1の内
　宮沢警報所内

水防松原 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市若林区若林4-4-3
　松原警報所内

水防三橋 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市若林区沖野字河原65-1の内
　三橋警報所内

水防日辺 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市若林区日辺字宅地152-2
　日辺警報所内

水防落合 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市太白区四郎丸字落合60-1
　落合警報所内

水防黒森山 固定局
仙台地方ダム総合事務所
大倉ダム管理事務所長

仙台市青葉区芋沢字横向山164
　黒森山中継所内

水防大崎 固定局 大崎地方ダム総合事務所長
加美郡加美町城生字前田20
　大崎地方ダム総合事務所内

水防漆沢 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字漆沢宮ヶ森1-17
　大崎地方ダム総合事務所
　漆沢ダム管理事務所内

水防宇津野 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字漆沢長坂1-1
　宇津野警報所内

水防門沢 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字門沢宿18-3
　門沢水位観測警報所内

水防三本松 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町芋沢柳沢9-3
　三本松警報所内

水防上野目 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字芋沢岩城11-3
　上野目警報所内

水防味ヶ袋 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字明神下1
　　味ヶ袋警報所内

水防原町 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字大宮地内
　原町警報所内

水防城内 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字南小路12-2
　城内警報所内

水防下町 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字寺西7-21
　下町警報所内

水防月崎 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字神山西地内
　月崎警報所内

水防下野目 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字下野目前田上地内
　下野目警報所内

水防藤沢 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字前田下地内
　藤沢警報所内

水防上河原 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字一本柳68-3
　上河原警報所内

水防並柳 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字並柳地内
　並柳警報所内

観

測

局

・

警

報

局
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水防四日市場 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町四日市場字宿前75-3
　四日市場警報所内

水防下新田 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町下新田字伊達塚26-1
　下新田警報所内

水防小泉 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町小泉字中島西23-2
　小泉水位観測所内

水防野田橋 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

大崎市松山字千石阿弥陀地内
　野田橋水位観測所内

水防朝日 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町鹿原岳山1-1(37林班）
　朝日雨量観測所内

水防辻倉 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町鹿原岳山1-1(33林班）
　辻倉雨量観測所内

水防唐府 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町字漆沢高畑1-21
　唐府雨量水位観測所内

水防長谷地 固定局
大崎地方ダム総合事務所
漆沢ダム管理事務所長

加美郡加美町原長谷1-37
　長谷地中継所内

水防大水門 固定局
大崎地方ダム総合事務所
化女沼ダム管理事務所長

大崎市田尻中目字下田14-5
　大水門水位観測局内

水防上大沢ダム 固定局
大崎地方ダム総合事務所
上大沢ダム管理事務所長

大崎市鳴子温泉鬼首字上大沢川45-2
　大崎地方ダム総合事務所
　上大沢ダム管理事務所内

水防田沢川 固定局
大崎地方ダム総合事務所
上大沢ダム管理事務所長

大崎市鳴子温泉上大沢34-6
　田沢川水位観測局内

水防橋元 固定局
大崎地方ダム総合事務所
上大沢ダム管理事務所長

大崎市鳴子温泉鬼首字三杉地先
　橋元水位観測局内

水防七北田 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字蒜但木向1-83
　仙台地方ダム総合事務所
　七北田ダム管理事務所内

水防小角 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区実沢字新坂沢3
　小角雨量水位観測所内

水防市名坂 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区八乙女中央3-15
　市名坂水位観測所内

水防岩切 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市宮城野区岩切字三所北地内
　岩切水位観測所内

水防芳の平 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字嶽山5-1
　芳の平雨量観測所内

水防蒜但木 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字蒜但木向1-5
　蒜但木警報所内

水防杉崎 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字下蒜1-5
　杉崎警報所内

水防平場 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字平場27
　平場警報所内

水防高梨 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字高梨11-1
　高梨警報所内

水防川崎 固定局
仙台地方ダム総合事務所
七北田ダム管理事務所長

仙台市泉区福岡字北泉31-2
　川崎水位観測所内

水防南川 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町吉田字悪田西63-4
　仙台地方ダム総合事務所
　南川ダム管理事務所内
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報
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水防担の原 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字高山28-5
　担の原雨量観測所内

水防八合田 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町吉田字麓北16-2
　八合田水位観測所内

水防落合 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町鶴巣字砂金沢
　落合水位観測所内

水防釜房 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町吉田字釜房北28-5
　釜房警報所内

水防玉ヶ池西 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町吉田字宝ケ池西32-20
　玉ケ池西警報所内

水防玉ヶ池東 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町吉田字宝ケ池東13-6
　玉ケ池東警報所内

水防一本杉 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町吉田字一本杉15-2
　一本杉警報所内

水防笹倉山 固定局
仙台地方ダム総合事務所
南川ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字笹倉51-2
　笹倉山中継所内

水防宮城
　901～904,
　311～338

陸上移動局 原子力センター所長
牡鹿郡女川町女川浜字伊勢12-7
　原子力センター内

水防宮床 固定局
仙台地方ダム総合事務所
宮床ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字笹倉195-21
　仙台地方ダム総合事務所
　宮床ダム管理事務所内

水防九ノ森 固定局
仙台地方ダム総合事務所
宮床ダム管理事務所長

仙台市泉区朴沢字九ノ森2-2
　九ノ森雨量観測所内

水防一ノ関 固定局
仙台地方ダム総合事務所
宮床ダム管理事務所長

黒川郡大和町字山田下22-2
　一ノ関水位観測所内

水防摺萩 固定局
仙台地方ダム総合事務所
宮床ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字妖女鬼沢8-11
　摺萩警報所内

水防中野 固定局
仙台地方ダム総合事務所
宮床ダム管理事務所長

黒川郡大和町宮床字長倉13-2
　中野警報所内

水防花山 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市花山字本沢向原11
　栗原地方ダム総合事務所内

水防温湯 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市花山字本沢岳山国有林
37ハ林小班
　温湯雨量観測所内

水防山内 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市花山字水無地内
　山内水位観測所内

水防若柳 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市若柳字川北堤下
　若柳水位観測所内

水防滝野 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市一迫字川口鍛冶屋12-5
　滝野警報所内

水防川口 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市一迫字嶋躰北川原14
　川口警報所内

水防嶋躰 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市一迫字嶋躰川面前7-5
　嶋躰警報所内

水防上川原 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市一迫字真坂上川原55-1
　上川原警報所内

水防広川原 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市一迫字真坂館下24-1
　広川原警報所内
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水防曽根 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市一迫字柳の目曽根地内
　曽根警報所内

水防千刈畑 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市一迫字柳の目一ノ坪90-2
　千刈畑警報所内

水防左足 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市築館字左足下45
　左足警報所内

水防留場 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
栗原市築館字留場遠ノ木地内
　留場水位観測所内

水防湯浜 固定局 栗原地方ダム総合事務所長
大崎市鳴子温泉鬼首字須金岳国有林
119イ林小班
　湯浜雨量観測所内

水防荒砥沢 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒文字荒砥沢
　栗原地方ダム総合事務所
　荒砥沢ダム管理事務所内

水防荒砥沢ダム 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒文字荒砥沢
　栗原地方ダム総合事務所
　荒砥沢ダム管理事務所内

水防荒砥沢前 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒文字山下78

水防上向 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒文字上向34-1

水防余手焼 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒字文字余手焼4

水防別当 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒文字別当下7

水防深山岳 固定局
栗原地方ダム総合事務所
荒砥沢ダム管理事務所長

栗原市栗駒字深山岳1-1

水防樽水 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市高舘川上字長畑72
　仙台地方ダム総合事務所
　樽水ダム管理事務所内

水防中薬師 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市高舘川上字中薬師
　中薬師観測所内

水防上増田 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市飯野坂字鹿島田63
　上増田警報所内
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水防川上 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市高舘川上字八反57
　川上警報所内

水防元中田 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市高舘吉田字中在家82
　元中田警報所内

水防手倉田 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市手倉田字堰根469
　手倉田警報所内

水防耕谷 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市下増田字田吾作165
　耕谷警報所内

水防寺野 固定局
仙台地方ダム総合事務所
樽水ダム管理事務所長

名取市杉ケ袋字寺野6
　寺野警報所内

水防栗駒 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉玉山1
　北部地方振興事務所栗原地域事務所
　栗駒ダム管理事務所内

水防耕英 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉栗駒463-3
　耕英雨量積雪観測所内

水防洞万 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉西沼ヶ森17
　洞万水位観測所内

水防滝ノ原 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉畳石42-2
　滝ノ原警報所内

水防佐野 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉畑中26-3
　佐野警報所内

水防貴船 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒沼倉馬場50-3
　貴船警報所内

水防大町 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒松倉新大町81
　大町警報所内

水防上河原 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒中野上河原39
　上河原警報所内

水防前田 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒松倉前田48
　前田雨量観測警報所内

水防中野 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒中野要害前36
　中野警報所内

水防諏訪 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市栗駒猿飛来諏訪72-1
　諏訪警報所内

水防新山 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市若柳字川南上堤179-3
　新山警報所内

水防鴫屋敷 固定局
北部地方振興事務所

栗原地域事務所
栗駒ダム管理事務所長

栗原市金成大原木鴫屋敷34-92

水防小田ダム 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字川台53-12
　栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所内
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水防大平 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市花山字草木沢大平30-1
　大平雨量水位観測局内

水防御崎 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字新三嶋142
　御崎水位観測局内

水防川台 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎川台38-1
　川台警報局内

水防小僧 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎下大土2-6
　小僧警報局内

水防大栗 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎大栗38-1
　大栗警報局内

水防佐野原 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎切瀬7-2
　佐野原警報局内

水防上久保 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎梶屋敷4-1
　上久保警報局内

水防小田一本杉 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎一本杉721-5
　一本杉警報局内

水防長崎 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎一本杉61-3
　長崎警報局内

水防高橋上 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎中島274地先
　高橋上警報局内

水防坂下西 固定局
栗原地方ダム総合事務所
　小田ダム管理事務所長

栗原市一迫字長崎山崎2-2地先
　坂下西警報局内

防災東北電力宮城 固定局 防災推進課長 仙台市青葉区中央4-6-1

防災多賀城自衛隊 固定局 多賀城駐屯地司令 多賀城市丸山2-1-1

防災船岡自衛隊 固定局 船岡駐屯地業務隊長 柴田郡柴田町船岡字大沼端1-1

防災第二管区海保 固定局 第二管区海上保安本部長 塩竈市貞山通3-4-1

防災宮城県医師会 固定局
社団法人宮城県
医師会会長

仙台市青葉区大手町1-5

防災ＮＴＴ宮城 固定局 東日本電信電話株式会社 仙台市若林区五橋3-2-1

防災仙台気象台 固定局 仙台管区気象台長 仙台市宮城野区五輪1-3-15

LASCOM宮城県宮城
スーパーバード可
搬地球(N)

地球局
陸上自衛隊仙台駐屯地

防衛課長
仙台市宮城野区南目館1-1

防災仙台市 陸上移動局 市町村長の指名する者 仙台市青葉区国分町3-7-1

防災七ヶ宿 陸上移動局 市町村長の指名する者
刈田郡七ケ宿町字関126
　七ヶ宿町役場構内

防災角田 陸上移動局 市町村長の指名する者
角田市角田字大坊41
　角田市役所構内

防災村田 陸上移動局 市町村長の指名する者
柴田郡村田町大字村田字迫6
　村田町役場構内

観

測

局

・

警

報

局
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区
分

名称 種別 無線局管理者 設置場所（常置場所）

防災川崎 陸上移動局 市町村長の指名する者
柴田郡川崎町大字前川字裏丁175-1
　川崎町役場構内

防災丸森 陸上移動局 市町村長の指名する者
伊具郡丸森町字鳥屋120
　丸森町役場構内

防災白石市 陸上移動局 市町村長の指名する者
白石市大手町1-1
　白石市役所構内

防災柴田 陸上移動局 市町村長の指名する者
柴田郡柴田町船岡中央2-3-45
　柴田町役場構内

防災蔵王 陸上移動局 市町村長の指名する者
刈田郡蔵王町大字円田字西浦北10
　蔵王町役場構内

防災大河原町 陸上移動局 市町村長の指名する者
柴田郡大河原町字新南19
　大河原町役場構内

防災名取 陸上移動局 市町村長の指名する者
名取市増田字柳田80
　名取市役所構内

防災亘理 陸上移動局 市町村長の指名する者
亘理郡亘理町字下小路7-4
　亘理町役場構内

防災岩沼 陸上移動局 市町村長の指名する者
岩沼市桜1-6-20
　岩沼市役所構内

防災山元 陸上移動局 市町村長の指名する者
亘理郡山元町浅生原字作田山32
　山元町役場構内

防災大和 陸上移動局 市町村長の指名する者
黒川郡大和町吉岡字町裏16
　大和町役場構内

防災大郷 陸上移動局 市町村長の指名する者
黒川郡大郷町粕川字西長崎5-8
　大郷町役場構内

防災富谷 陸上移動局 市町村長の指名する者
黒川郡富谷町富谷字坂松田30
　富谷町役場構内

防災大衡 陸上移動局 市町村長の指名する者
黒川郡大衡村大衡字平林62
　大衡村役場構内

防災多賀城 陸上移動局 市町村長の指名する者
多賀城市中央2-1-1
　多賀城市役所構内

防災塩釜市 陸上移動局 市町村長の指名する者
塩竈市旭町1-1
　塩竈市役所構内

防災松島 陸上移動局 市町村長の指名する者
宮城郡松島町高城字町10
　松島町役場構内

防災七ヶ浜 陸上移動局 市町村長の指名する者
宮城郡七ヶ浜町東宮浜字丑谷辺5-1
　七ヶ浜町役場構内

防災利府 陸上移動局 市町村長の指名する者
宮城郡利府町利府字新並松4
　利府町役場構内

防災大崎市 陸上移動局 市町村長の指名する者
大崎市古川七日町1-1
　大崎市役所構内

防災加美町 陸上移動局 市町村長の指名する者
加美郡加美町字西田三番5
　加美町役場構内

防災涌谷 陸上移動局 市町村長の指名する者
遠田郡涌谷町字新町裏153-2
　涌谷町役場構内

防災美里 陸上移動局 市町村長の指名する者
遠田郡美里町北浦字駒米13
　美里町役場構内

防災色麻 陸上移動局 市町村長の指名する者
加美郡色麻町四竈字北谷地41
　色麻町役場構内

観

測

局

・

警

報

局
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町

村

等

局
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区
分

名称 種別 無線局管理者 設置場所（常置場所）

防災栗原市 陸上移動局 市町村長の指名する者
栗原市築館薬師1-7-1
　栗原市役所構内

防災登米市 陸上移動局 市町村長の指名する者
登米市迫町佐沼字中江2-6-1
　登米市役所構内

防災石巻市 陸上移動局 市町村長の指名する者
石巻市穀町14-1
　石巻市役所構内

防災東松島市 陸上移動局 市町村長の指名する者
東松島市矢本字上河戸36-1
　東松島市役所構内

防災女川 陸上移動局 市町村長の指名する者
牡鹿郡女川町女川浜字大原316
　女川町役場（仮設庁舎）構内

防災気仙沼 陸上移動局 市町村長の指名する者
気仙沼市八日町1-1-1
　気仙沼市役所構内

防災南三陸 陸上移動局 市町村長の指名する者
本吉郡南三陸町志津川字沼田56番地2
　南三陸町役場構内

防災仙台消防 陸上移動局 消防局長の指名する者
仙台市青葉区堤通雨宮町2番15号
　仙台市消防局構内

防災仙南消防 陸上移動局 消防長の指名する者
柴田郡大河原町字新青川1-1
　仙南地域広域行政事務組合
　消防本部構内

防災塩釜消防 陸上移動局 消防長の指名する者
塩竈市尾島町17-22
　塩釜地区消防事務組合
　消防本部構内

防災名取消防 陸上移動局 消防長の指名する者
名取市増田五丁目18-32
　名取市消防本部構内

防災消防
　　あぶくま

陸上移動局 消防長の指名する者
岩沼市末広一丁目6-32
　あぶくま消防本部構内

防災黒川消防 陸上移動局 消防長の指名する者
黒川郡大和町吉岡字土保田11-4
　黒川地域行政事務組合
　消防本部構内

防災大崎消防 陸上移動局 消防長の指名する者
大崎市古川千手寺町二丁目5-20
　大崎地域広域行政事務組合
　消防本部構内

防災栗原消防 陸上移動局 消防長の指名する者
栗原市築館字留場中田111-1
　栗原市消防本部構内

防災登米消防 陸上移動局 消防長の指名する者
登米市迫町森字平柳25
　登米市消防本部構内

防災石巻消防 陸上移動局 消防長の指名する者
石巻市大橋一丁目1-1
　石巻地区広域行政事務組合
　消防本部構内

防災気仙沼消防 固定局 消防長の指名する者
気仙沼市赤岩五駄鱈43-2
　気仙沼・本吉地域広域行政
　事務組合消防本部構内

市

町

村

等

局
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河川・海岸別 水防警報・洪水特別警戒水位 

 

到達情報等の出し方 

 

１ 阿武隈川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

２ 白 石 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

３ 白 石 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

４ 斎  川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

５ 荒  川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

６ 小 田 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

７ 雉子尾川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

８ 内  川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

９ 坂 元 川（県管理）---------------------------------------------------------------------------------------- 

10 増 田 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

11 川内沢川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

12 川内沢川放水路（県管理区間）------------------------------------------------------------------------- 

13 名 取 川（国管理区間）--------------------------------------------------------------------------------- 

14 広 瀬 川（国管理区間）--------------------------------------------------------------------------------- 

15  笊  川（国管理区間）--------------------------------------------------------------------------------- 

16 名 取 川（県管理区間）--------------------------------------------------------------------------------- 

17 広 瀬 川（県管理区間）--------------------------------------------------------------------------------- 

18  旧 笊 川（県管理区間）--------------------------------------------------------------------------------- 

19  七北田川（県管理赤生津大橋上流）------------------------------------------------------------------ 

20  七北田川（県管理赤生津大橋下流）------------------------------------------------------------------ 

21  梅 田 川（県管理）--------------------------------------------------------------------------------------- 

22 砂 押 川（県管理）--------------------------------------------------------------------------------------- 

23 高 城 川（県管理）--------------------------------------------------------------------------------------- 

24 鶴 田 川（県管理）---------------------------------------------------------------------------------------- 

25 鳴 瀬 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

26 多 田 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

27 鞍 坪 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

28 鳴 瀬 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

29  多 田 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

30  名 蓋 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

31  渋 井 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

32 吉 田 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

33  吉 田 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

34 竹 林 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

35 善  川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

36 北 上 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

37 二 股 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

38 二 股 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

39 旧北上川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 
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403 
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407 
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40 江 合 川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

41 新江合川（国管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

42 江 合 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

43 迫川上流（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

44 三 迫 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

45 迫川下流（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

46 夏川下流（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

47 夏川上流（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

48  小山田川（県管理区間東北本線上流）---------------------------------------------------------------- 

49 旧 迫 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

50 小山田川下流（県管理区間東北本線下流）----------------------------------------------------------- 

51 瀬 峰 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

52 萱 刈 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

53 大水門川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

54 西  川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

55  二 迫 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

56 田 尻 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

57  芋 埣 川（県管理区間）---------------------------------------------------------------------------------- 

58  出 来 川（県管理区間石巻線上流）------------------------------------------------------------------- 

59  出 来 川（県管理区間石巻線下流）------------------------------------------------------------------- 

60  大  川（県管理）---------------------------------------------------------------------------------------- 

61  鹿 折 川（県管理）---------------------------------------------------------------------------------------- 

62  津 谷 川（県管理） --------------------------------------------------------------------------------------- 

63  仙台湾南部海岸（国管理区間）------------------------------------------------------------------------- 
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１　阿武隈川（国管理区間）

左岸　丸森町館矢間山田字小原瀬西
海

右岸　　　〃　字敷文東　

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（18.00m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（19.50m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（19.50m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（19.50m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

丸 森 町
角 田 市

丸森鉄道橋
｜

枝 野 橋

同上
　　（13.00m）
　  （14.50m）

同上
　　（14.50m）

同上
　　（14.50m）

角 田 市
枝 野 橋

｜
東 根 橋

同上
　　（9.50m）
　  （10.80m）

同上
　　（10.80m）

同上
　　（10.80m）

角 田 市
柴 田 町
岩 沼 市
亘 理 町

東 根 橋
｜

阿 武 隈 橋

同上
　　（4.00m）
　  （5.00m）

同上
　　（5.00m）

同上
　　（5.00m） 岩 沼 市

亘 理 町

阿 武 隈 橋
｜

亘 理 大 橋

同上
　　（1.30m）
　  （1.80m）

同上
　　（1.80m）

同上
　　（1.80m） 岩 沼 市

亘 理 町

亘 理 大 橋
｜

河 口

２　白石川（国管理区間）

左岸　柴田町大字槻木字寺入山
阿武隈川合流点

右岸　　　〃　大字下名生字須川前　

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

阿武隈川と同
時発令

同左 同左

角 田 市
柴 田 町
岩 沼 市
亘 理 町

（左）柴田町
大 字 槻 木
（右）柴田町
大字下名生

｜
阿 武 隈 川
合 流 点

江       尻
仙台河川国道
事　　務　　所

水位
観測所

（管理者）

水防警報
通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

区　　　間

丸　　　　 　森
仙台河川国道
事 　 務  　所

岩 沼
（ 〃 ）

荒 浜
（ 〃 ）

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

区　　　間

水防警報
水位

観測所
（管理者）

笠 松
（ 〃 ）

江 尻
（ 〃 ）
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 ※ 　　は、水防法第１３条の４による通知

                                      

水 位 観 測 所 東 北 地 方 整 備 局 JR 東 日 本 東 北 本 部
丸 森 仙 台 河 川 国 道 事 務 所 施 設 指 令
笠 松 022（248）4131～8 022（266）9678
江 尻 FAX 022（222）5523
岩 沼
荒 浜

県 河 川 課 県 防 災 砂 防 課
022（211）3172～4,6 022（211）3175
FAX 022（211）3197 FAX 022（211）3193

県 防 災 推 進 課
仙 台 土 木 事 務 所 大 河 原 土 木 事 務 所 022（211）2375

022（297）4118 0224（53）1434 FAX 022（211）2398
FAX 022（299）0408 FAX 0224（53）3125

県 保 健 福 祉 総 務 課
丸 森 町 022（211）2507

岩 沼 市 0224（72）2111 FAX 022（211）2595
0223（22）1111 角 田 市

亘 理 町 0224（63）2111 県 警 警 備 課
0223（34）1111 柴 田 町 022（221）7171

0224（55）2111 内線5735
FAX 022（221）0452

内線232
FAX0224（55）1191

住　　　　　　　　　民
陸 上 自 衛 隊

関　　係　　機　　関
第 ２ 施 設 団
第 ３ 科

0224（55）2301
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３　白石川（県管理区間）

左岸 柴田町大字槻木字寺入山
　　　　　　　　　白石市蔵本堰堤
右岸 柴田町大字下名生字須川前　

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予測される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

白 石 市
蔵 王 町
大 河 原 町

白石市蔵本
堰 堤

｜
北 白 川 橋

同上
　 （14.55m）

同上
　 （15.20m）

同上
　 （15.20m）

白 石 市
角 田 市
蔵 王 町
大 河 原 町
村 田 町
柴 田 町

北 白 川 橋
｜

（左）柴田町
大 字 槻 木
（右）柴田町
大字下名生

区　　　間

大　　河　　原
大　 河　 原
土木事務所

白　　　　　　石
七ヶ宿ダム

管　　理　　所

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

水位
観測所

（管理者）

水防警報
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

水 位 観 測 所 大 河 原 土 木 事 務 所 県 河 川 課
白　　　　　　　　石 0224（53）1434 022（211）3172～4,6

0224（33）2211
大 河 原 町

0224（53）2111

大 　　　河　　　 原 FAX 0224（53）3125

白 石 市
0224（25）2111

角 田 市
0224（63）2111

蔵 王 町

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課
022（211）2375村 田 町

0224（83）2111

022（211）2507
FAX 022（211）2595

柴 田 町
FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課0224（55）2111

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735

住 民
関 係 機 関

陸 上 自 衛 隊
第 ２ 施 設 団
第 ３ 科

022（266）9678

FAX 022（221）0452

FAX 022（222）5523

0224（55）2301
内線232

防災FAX7-0046422

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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４　斎川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　谷津川合流点 　白石川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.80m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.80m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.40m）
に達したとき

白 石 市

谷 津 川
合 流 点

｜
白 石 川
合 流 点

区　　　間

郡　　　　山
大　 河　 原
土木事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

水位観測所（氾濫危険水位） 大 河 原 土 木 事 務 所 県 河 川 課
郡　　山（4.40m） 0224（53）1434 022（211）3172～4,6

FAX 0224（53）3125 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課
白 石 市 022（211）2375

0224（25）2111 FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
住 民 FAX 022（221）0452
関 係 機 関

陸 上 自 衛 隊
第 ２ 施 設 団

022（266）9678
FAX 022（222）5523

第 ３ 科
0224（55）2301

内線232
防災FAX7-0046422

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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５　荒川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　村田町東北自動車道 　白石川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（3.60m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.80m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.80m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.60m）
に達したとき

村 田 町
大河原町

東 北 自
動 車 道

｜
白 石 川
合 流 点

区　　　間

本　 関　 場
大　 河　 原
土木事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678
FAX 022（222）5523

陸 上 自 衛 隊
第 ２ 施 設 団
第 ３ 科

0224（55）2301
内線232

防災FAX7-0046422

022（221）7171
内線5735

住 民 FAX 022（221）0452
関 係 機 関

県 警 警 備 課

仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課
大 河 原 町 022（211）2375

0224（53）2111 FAX 022（211）2398
村 田 町

0224（83）2111 県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

東 北 地 方 整 備 局

水位観測所（氾濫危険水位） 大 河 原 土 木 事 務 所 県 河 川 課
本 関 場（4.60m） 0224（53）1434 022（211）3172～4,6

FAX 0224（53）3125 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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６　小田川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　阿武隈急行線 　阿武隈川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.30m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.30m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.50m）
に達したとき

角 田 市

阿武隈急
行 線

｜
阿武隈川
合 流 点

区　　　間

小　　　　　田
大　 河　 原
土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

379



022（304）1827
FAX 022(304)1904

022（266）9678
FAX 022（222）5523

第 ３ 科
0224（55）2301

内線232
防災FAX7-0046422

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

住 民 FAX 022（221）0452
関 係 機 関

陸 上 自 衛 隊
第 ２ 施 設 団

内線5735

仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課
角 田 市 022（211）2375

0224（63）2111 FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課
022（221）7171

東 北 地 方 整 備 局

水位観測所（氾濫危険水位） 大 河 原 土 木 事 務 所 県 河 川 課
小　　田（4.50m） 0224（53）1434 022（211）3172～4,6

FAX 0224（53）3125 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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７　雉子尾川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　丸森町大内岩城 岩城上橋 　阿武隈川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.80m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.90m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.60m）
に達したとき

丸 森 町
岩城上橋

｜
阿武隈川
合 流 点

区　　　間

山　居
大　 河　 原
土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

陸 上 自 衛 隊
第 ２ 施 設 団

内線5735

第 ３ 科
0224（55）2301

内線232
防災FAX7-0046422

県 警 警 備 課
022（221）7171

住 民

FAX 022（221）0452

関 係 機 関

022（211）2375

0224（72）2111

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

FAX 022（211）2398

仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課

丸 森 町

東 北 地 方 整 備 局

水位観測所（氾濫危険水位） 大 河 原 土 木 事 務 所 県 河 川 課
山　居（3.60m） 0224（53）1434 022（211）3172～4,6

FAX 0224（53）3125 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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８　内川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　丸森町石羽 馬越道大橋 　阿武隈川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（4.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（4.10m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（4.10m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（6.20m）
に達したとき

丸 森 町

馬 越 道
大 橋

｜
阿武隈川
合 流 点

区　　　間

内　　川
大　 河　 原
土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

陸 上 自 衛 隊
第 ２ 施 設 団

内線5735

第 ３ 科
0224（55）2301

内線232
防災FAX7-0046422

県 警 警 備 課
022（221）7171

住 民

FAX 022（221）0452

関 係 機 関

022（211）2375

0224（72）2111

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

FAX 022（211）2398

仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課

丸 森 町

東 北 地 方 整 備 局

水位観測所（氾濫危険水位） 大 河 原 土 木 事 務 所 県 河 川 課
内　川（6.20m） 0224（53）1434 022（211）3172～4,6

FAX 0224（53）3125 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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９　坂元川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　山元町大川橋 　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.30m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.60m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　 （1.60m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　 （3.10m）
に達したとき

山 元 町
大 川 橋

｜
河 口

区　　　間

道　　　　 合
仙台土木事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

022（266）9678
FAX 022（222）5523

第 ３ 科
0224（55）2301

内線232
防災FAX7-0046422

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

第 ２ 施 設 団

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

住 民 FAX 022（211）2595
関 係 機 関

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊

FAX 022（211）2398

FAX022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

山 元 町
0223（37）1111

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
道　　合（3.10m） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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10　増田川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　上町川合流点 　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.70m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.00m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.70m）
に達したとき

名 取 市
上 町 川
合 流 点

｜
河 口

区　　　間

上　 増　 田
仙台土木事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

FAX 022（222）5523

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

内線5735

022（384）2111
県 防 災 推 進 課

022（211）2375
FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

住 民 FAX 022（211）2595
関 係 機 関

県 警 警 備 課
022（221）7171

名 取 市

FAX022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

022（372）2927
FAX 022（375）7535

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
上 増 田（2.70m） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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11　川内沢川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　名取市沖の橋 川内沢川放水路分派点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.60m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.60m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.10m）
に達したとき

名 取 市
岩 沼 市

名 取 市
沖 の 橋

｜
川内沢川
放 水 路
分 派 点

12　川内沢川放水路（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　川内沢川分派点 増田川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.60m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.60m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.10m）
に達したとき

名 取 市
岩 沼 市

川内沢川
放 水 路
分 派 点

｜
増 田 川
合 流 点

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間

区　　　間

館　 腰　 橋
仙台土木事務所

館　 腰　 橋
仙台土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

FAX 022（222）5523

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

内線5735

0223（23）0789
県 防 災 推 進 課

022（211）2375
FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

住 民 FAX 022（211）2595
関 係 機 関

県 警 警 備 課
022（221）7171

岩 沼 市

FAX022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム

名 取 市
022（384）2111

総 合 事 務 所
022（372）2927

FAX 022（375）7535

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
館 腰 橋（2.10m） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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13　名取川（国管理区間）

左岸　仙台市太白区山田（名取川頭首工）
海

右岸　名取市高館熊野堂（　　　  〃  　　　）

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（5.50m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（6.50m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（6.50m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（6.50m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

仙 台 市
名 取 市

名 取 川
頭 首 工

｜
閖上大橋

同上
　　（1.50m）
　  （2.00m）

同上
　　（2.00m）

同上
　　（2.00m） 仙 台 市

名 取 市

閖上大橋
｜

河 口

14　広瀬川（国管理区間）

左岸　仙台市若林区河原町　　　（広瀬橋）
　　　　　　名取川合流点

右岸　仙台市太白区長町字北町（　 〃 　）

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（指定水
位）
　　（0.50m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（1.30m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.30m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.30m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

仙 台 市

広 瀬 橋
｜

名 取 川
合 流 点

15　笊川（国管理区間）

左岸　仙台市太白区西多賀５丁目
　　　　　　幹川合流点

右岸　仙台市太白区富田字八幡東

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（指定水
位）
　　（12.40m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（13.00m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（13.00m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（13.00m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　 （14.20m）
に達したとき

仙 台 市

（左）仙台市
太白区西多
賀 5 丁 目
（右）仙台市
太白区富田

字 八 幡 東

｜
幹 川
合 流 点

区　　　間

杉 の 下 橋
仙台河川国道
事　　務　　所

水位
観測所

（管理者）

水防警報
氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

広　　瀬　　橋
仙台河川国道
事　　務　　所

区　　　間

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

区　　　間

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

閖　上　第　二
（〃）

名　　取　　橋
仙台河川国道
事　　務　　所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

水位
観測所

（管理者）

水防警報
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022（266）9678

022（266）9678

 ※ は、水防法第１３条の４による通知

関 係 機 関
FAX022（363）0491

FAX 022（221）0452

仙 台 市
022（234）1111

陸 上 自 衛 隊

名 取 市
第 22 即 応 機 動 連 隊

022（384）2111
第 ３ 科

022（365）2121

住 民
内線237

仙 台 土 木 事 務 所 県 警 警 備 課
022（297）4118 022（221）7171

FAX022（299）0408 内線5735

FAX 022（211）2595

県 河 川 課 県 防 災 推 進 課
地 下 空 間 管 理 部 局 022（211）3172～4,6 022（211）2375
JR 東 日 本 東 北 本 部 FAX 022（211）3197 FAX 022（211）2398
施 設 指 令

仙台市交通局運転指令区 県 保 健 福 祉 総 務 課
022（244）1272 022（211）2507

＊地下空間管理部局と同一

022（248）4131～8 FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

JR 東 日 本 東 北 本 部 022（372）2927
施 設 指 令 FAX 022（375）7535

広 瀬 橋
閖 上 第 二
名 取 橋

杉の下橋（14.20m）

東 北 地 方 整 備 局 県 防 災 砂 防 課
仙 台 河 川 国 道 事 務 所 022（211）3175

水位観測所（氾濫危険水位）
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16　名取川（県管理区間）

左岸　　仙台市太白区茂庭人来田西

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（3.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（5.０0m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（5.00m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（6.20m）
に達したとき

仙 台 市

仙台市太
白区茂庭
人来田西

｜
名 取 川
頭 首 工

仙台市太白区山田（名取川頭首工）

区　　　間

余　　　方
仙台河川国道
事　　務　　所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

FAX022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
022（297）4118 022（211）3172～4,6

住 民 022（211）2375

FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

仙 台 市 022（372）2927
022（234）1111 FAX 022（375）7535

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課

FAX 022（222）5523

水位観測所（氾濫危険水位）
余方（6.20m)

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

022（221）7171
内線5735

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

関 係 機 関

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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17　広瀬川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　仙台市愛宕橋 仙台市広瀬橋
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

国管理区間
の発令と同
時に出す

同 左 同 左

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.70m）
に達したとき

仙 台 市
愛 宕 橋

｜
広 瀬 橋

区　　　間

広　　瀬　　橋
仙台河川国道
事　　務　　所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

022（266）9678
FAX 022（222）5523

第 ３ 科
022（365）2121

内線237
防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

第 22 即 応 機 動 連 隊

関 係 機 関 FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊

住 民 022（211）2375

広 瀬 橋（2.70m） FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

仙 台 市 022（372）2927
022（234）1111 FAX 022（375）7535

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課

の 警 報 発 令 FAX022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
水位観測所（氾濫危険水位） 022（211）3175

広 瀬 川 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
（ 国 管 理 区 間 ） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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18　旧笊川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　笊川分派点 名取川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.70m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.70m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.70m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.10m）
に達したとき

仙 台 市

笊川分派
点
｜

名取川合
流 点

区　　　間

北　目　橋
仙台土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

FAX 022（222）5523

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

内線5735

仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課
住 民 022（211）2375
関 係 機 関 FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課
022（221）7171

東 北 地 方 整 備 局

FAX022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

仙 台 市 022（372）2927
022（234）1111 FAX 022（375）7535

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
北目橋（3.10m) 022（297）4118 022（211）3172～4,6

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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19　七北田川（県管理赤生津大橋上流）

左岸
　　　　　　　　　仙台市泉区馬橋 仙台市泉区赤生津大橋
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.65m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.90m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.40m）
に達したとき

仙 台 市

馬 橋
｜

赤生津大
橋

区　　　間

小角
仙台地方ダム
総合事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678
FAX 022（222）5523

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

関 係 機 関 県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

022（211）2375
FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595
住 民

022（234）1111

県 防 災 推 進 課

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

仙 台 市

FAX 022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
022（297）4118 022（211）3172～4,6小角（2.40m)

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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20　七北田川（県管理赤生津大橋下流）

左岸
　　　　　　　　　仙台市泉区赤生津大橋 　　　　　　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

仙 台 市
多 賀 城 市

仙 台 市
多 賀 城 市

仙 台 市

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

区　　　間

水防警報

水位
観測所

（管理者）

赤 生 津
大 橋

｜
河 口

岩　　　　　切
仙台地方ダム
総合事務所

福　田　大　橋
仙台土木事務所

市名坂で水
防団待機水
位（通報水
位）
　　（3.35m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

市名坂で氾
濫注意水位
（警戒水位）
　　（4.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

市名坂で氾
濫注意水位
（警戒水位）
　　（4.00m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

市　　名　　坂
仙台地方ダム
総合事務所
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678
FAX 022（222）5523

内線237

022（211）2507
FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121

関 係 機 関 県 保 健 福 祉 総 務 課

022（234）1111 FAX 022（375）7535
多 賀 城 市

022（368）1141 東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398
住 民

FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

仙 台 市 022（372）2927

022（211）3175

水 位 観 測 所 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
市 名 坂 022（297）4118 022（211）3172～4,6
岩 切 FAX 022（299）0408 FAX 022（211）3197
福 田 大 橋

県 防 災 砂 防 課

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。

402



21　梅田川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　仙台市宮城野区原町大田見橋 　七北田川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.10m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.80m）
に達したとき

仙 台 市
大田見橋

｜
七北田川
合 流 点

区　　　間

苦　　　　　竹
仙台土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

FAX 022（222）5523

関 係 機 関
陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

住 民 FAX 022（221）0452

仙 台 河 川 国 道 事 務 所

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398
仙 台 市

022（234）1111 県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735

東 北 地 方 整 備 局

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
苦竹（2.80m） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

FAX022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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22　砂押川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　多賀城市市川橋 　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.40m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.40m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.40m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.60m）
に達したとき

多賀城市
仙台市※
利府町※

市 川 橋
｜

河 口

区　　　間

八　　幡　　橋
仙台土木事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）

※氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）到達
情報は仙台市及び利府町にも伝達する。
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

※

※

FAX 022（222）5523

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

内線5735

利 府 町 022（211）2375
022（767）2174 FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595
住 民
関 係 機 関 県 警 警 備 課

022（221）7171

仙 台 河 川 国 道 事 務 所
多 賀 城 市

022（368）1141
仙 台 市

022（234）1111 県 防 災 推 進 課

東 北 地 方 整 備 局

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
八 幡 橋（2.60m） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

FAX 022（299)0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

※氾濫危険水位（特別警戒水位）到達情報
は仙台市及び利府町にも伝達する。

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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23　高城川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　松島町三陸自動車道 　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.40m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.70m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.70m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.00m）
に達したとき

松 島 町
三 陸 自
動 車 道

｜
河 口

区　　　間

高　　　　 城
仙台土木事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）
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022（304）1827
FAX 022(304)1904

022（266）9678
FAX 022（222）5523

第 ３ 科
022（365）2121

内線237
防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

第 22 即 応 機 動 連 隊

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595
住 民
関 係 機 関 県 警 警 備 課

022（221）7171
内線5735

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊

FAX 022（211）2398

FAX 022（299)0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
仙 台 河 川 国 道 事 務 所

松 島 町
022（354）5701 県 防 災 推 進 課

022（211）2375

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
高　　城（2.00m） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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24　鶴田川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　黒川郡大郷町宮下橋 宮城郡松島町幡谷吉田川伏越呑口
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.00m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.90m）
に達したとき

大 崎 市
（鹿島台）
大 郷 町

大 郷 町
宮 下 橋

｜
吉 田 川
伏越呑口

区　　　間

鶴　　田　　崎
仙台土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。

県 河 川 課
022（211）3172～4,6
FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局

022（365）2121
内線237

FAX022（363）0491

022（221）7171
内線5735

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊

仙 台 土 木 事 務 所
022（297）4118

FAX 022（299)0408

FAX 0225(94)9857

第 ３ 科

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課

北上川下流河川事務所

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

大 郷 町
022(359)3111

住　　　　　　　　　民

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所
鶴田崎（3.90m）　 0229（91）0736

FAX 0229（22）5260

関　　係　　機　　関

大 崎 市
0229（23）2111

（鹿島台総合支所）
0229（56）7111

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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25　鳴瀬川（国管理区間）

左岸　大崎市古川引田字川原
　　　　　　海

右岸　大崎市三本木斉田字桜舘

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（4.00m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（5.00m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（5.00m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（5.00m）
を下って、再
び増水のおそ
れがないと思
われたとき

大 崎 市
（ 三 本 木 ）
（ 古 川 ）
（ 松 山 ）

（左）大崎市
古 川 大 字
引 田
（右）大崎市

三本木斉田

｜
志 田 橋

同上
　　（4.00m）
　  （5.50m）

同上
　　（5.50m）

同上
　　（5.50m） 大 崎 市

（ 古 川 ）
（ 松 山 ）
美 里 町

志 田 橋
｜

野 田 橋

同上
　　（4.00m）
　  （4.50m）

同上
　　（4.50m）

同上
　　（4.50m）

大 崎 市
（ 松 山 ）
（ 鹿 島 台 ）
美 里 町
（ 南 郷 ）
松 島 町

野 田 橋
｜

(左)美 里 町
大 橋
( 右 ) 松 島 町
二 子 屋

同上
　　（4.00m）
　  （5.50m）

同上
　　（5.50m）

同上
　　（5.50m）

美 里 町
（ 南 郷 ）
大 崎 市
（ 鹿 島 台 ）
松 島 町
東 松 島 市

(左 )美 里 町

大 橋
( 右 ) 松 島 町
二 子 屋

｜
河 口

26　多田川（国管理区間）

左岸　大崎市古川西荒井字東田
　　　　　　鳴瀬川合流点

右岸　大崎市三本木高柳字横江

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

鳴瀬川と同時
発令

同左 同左
大 崎 市
（ 三 本 木 ）
（ 古 川 ）
（ 松 山 ）

(左)大崎市
古川西荒井
(右)大崎市

三本木高柳

｜
鳴 瀬 川
合 流 点

27　鞍坪川（国管理区間）

左岸　東松島市西福田字長峯
　　　　　　鳴瀬川合流点

右岸　東松島市西福田字長峯

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

鳴瀬川と同時
発令

同左 同左

東 松 島 市

（左）東松島
市 西 福 田
（右）東松島
市 西 福 田

｜
鳴 瀬 川
合 流 点

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

下　中　ノ　目
（　　〃　　）

水防警報

区　　　間

三　本　木　橋
北上川下流
河川事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報
通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

水位
観測所

（管理者）
区　　　間

区　　　間

鹿島台（鳴）
北上川下流
河川事務所

野　　田　　橋
（　　〃　　）

鹿　　島　　台
（鳴）

（　　〃　　）

三　本　木　橋
北上川下流
河川事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報 通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村
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※

※　（　　）内の支所に対しては、それぞれの市町から連絡する。
※※　 　　　は、水防法第１３条の４による通知

県 保 健 福 祉 総 務 課

野 田 橋

総 合 事 務 所

鹿 島 台

022（211）3172～4,6

( 鹿 島 台 総 合 支 所 ）
0229（55）2111

内線5735
FAX 022（221）0452

FAX 022（211）2595

大 崎 市
0229（23）2111 022（221）7171

FAX 022（299)0408

（ 三 本 木 総 合 支 所 ）
0229（52）5830

( 松 山 総 合 支 所 ）

県 警 警 備 課

FAX 0229（22）5260

陸 上 自 衛 隊

東 部 土 木 事 務 所

0225（94）9854

県 河 川 課

0229（63）2845
FAX 0229（63）2848

FAX 022（211）3197
県 防 災 推 進 課

022（211）2507

FAX 022（211）2398

東 北 地 方 整 備 局 県 防 災 砂 防 課

北 部 土 木 事 務 所
0229（91）0736

仙 台 土 木 事 務 所
022（297）4118

水 位 観 測 所
三 本 木 橋
下 中 ノ 目

022（211）2375

022（211）3175
FAX 022（211）3193

大 崎 地 方 ダ ム

北上川下流河川事務所

防災FAX7-0046412

第 22 即 応 機 動 連 隊

内線237
022（365）2121

第 ３ 科

022（354）5701

FAX0225（93）8168
0225（94）8692

松 島 町

関 係 機 関

0229（56）7111
美 里 町

0229（33）2111

0229（58）1211

住 民

0225（82）1111
東 松 島 市

（ 南 郷 総 合 支 所 )
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28　鳴瀬川（県管理区間）

左岸 大崎市古川引田字川原
　　　　　　　　　加美町田川合流点
右岸 大崎市三本木斉田字桜舘

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（5.55m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（6.15m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（6.15m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（7.50m）
に達したとき

加 美 町
色 麻 町
大 崎 市
（三本木）

田 川
合 流 点

｜
（左）大崎
市古川大
字 引 田
（右）大崎
市三本木
斉 田

区　　　間

中　　新　　田
漆 沢 ダ ム
管理事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

水位
観測所

（管理者）
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。

0229（23）2111
（ 三 本 木 総 合 支 所 ）

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

大 崎 地 方 ダ ム

FAX 0225(94)9857

大 崎 市

総 合 事 務 所
0229（63）2845

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

内線5735

防災FAX7-0046412

第 22 即 応 機 動 連 隊
陸 上 自 衛 隊

第 ３ 科

内線237
022（365）2121

022（221）7171

北 部 土 木 事 務 所
0229（91）0736

FAX 0229（22）5260

県 河 川 課
022（211）3172～4,6

水位観測所（氾濫危険水位）
中 新 田（7.50m）

色 麻 町
0229（65）2111

FAX 022（221）0452

関 係 機 関

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課

0229（52）5830

住 民
県 保 健 福 祉 総 務 課

022（211）2507

FAX 022（211）3197

0229（63）3111 FAX 0229（63）2848
加 美 町

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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29　多田川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　加美町山田橋 大臣管理区間境
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.65m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.85m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.85m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.40m）
に達したとき

加 美 町
大 崎 市
（三本木）

山 田 橋
｜

大臣管理
区 間 境

区　　　間

下　狼　塚
北部土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
下　狼　塚（2.40m） 0229（91）0736

東 北 地 方 整 備 局

022（211）3172～4,6
FAX 0229（22）5260 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

FAX 022（222）5523

加 美 町
0229（63）3111

0229（52）5830

県 防 災 推 進 課

022（211）2507
FAX 022（211）2595

022（211）2375
FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課

0229（23）2111

住 民
関 係 機 関

大 崎 市

022（221）7171

JR 東 日 本 東 北 本 部

北上川下流河川事務所

（ 三 本 木 総 合 支 所 ）

FAX 0225(94)9857

022（365）2121
内線237

施 設 指 令
022（266）9678

県 警 警 備 課

内線5735
FAX 022（221）0452

第 ３ 科

防災FAX7-0046412

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560

FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088
(022)267-1231 (022)223-2900

FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003
(022)236-3430 (022)297-8103

FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042
(022)304-2055 代表 (022)221-7181

FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019
(022)211-1127 (022)791-7504

FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874
(022)223-3117 (022)216-4181

FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278
(022)222-5972 (022)269-2248

FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443
(022)222-4121 (022)225-2141

FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211
(080)2097-5036

FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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30　名蓋川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　加美町名蓋川橋 多田川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.60m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.80m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.80m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.20m）
に達したとき

加 美 町
大 崎 市
（三本木）

名蓋川橋
｜

多田川合
流 点

区　　　間

矢　目
北部土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
矢　目（2.20m） 0229（91）0736 022（211）3172～4,6

0229（23）2111 県 防 災 推 進 課

FAX 0229（22）5260 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

加 美 町
0229（63）3111 FAX 0225(94)9857

大 崎 市

内線5735

（ 三 本 木 総 合 支 所 ） 022（211）2375
0229（52）5830 FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

住 民 県 警 警 備 課
関 係 機 関 022（221）7171

FAX 022（222）5523

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560

FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088
(022)267-1231 (022)223-2900

FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003
(022)236-3430 (022)297-8103

FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042
(022)304-2055 代表 (022)221-7181

FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019
(022)211-1127 (022)791-7504

FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874
(022)223-3117 (022)216-4181

FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278
(022)222-5972 (022)269-2248

FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443
(022)222-4121 (022)225-2141

FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211
(080)2097-5036

FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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31　渋井川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　大崎市台所橋 多田川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.55m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.05m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.05m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.80m）
に達したとき

大 崎 市
（三本木）

台 所 橋
｜

多田川合
流 点

区　　　間

西　荒　井
北部土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。

022（211）3172～4,6
FAX 0229（22）5260 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
西　荒　井（3.80m） 0229（91）0736

大 崎 市
北上川下流河川事務所

022（211）3175
FAX 022（211）3193

0229（23）2111

東 北 地 方 整 備 局

（ 三 本 木 総 合 支 所 ）
FAX 0225(94)9857

0229（52）5830 県 防 災 推 進 課
022（211）2375

住 民
関 係 機 関

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

FAX 022（211）2398

FAX 022（222）5523

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

022（365）2121
内線237

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181

FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019
(022)211-1127 (022)791-7504

FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874
(022)223-3117 (022)216-4181

FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278
(022)222-5972 (022)269-2248

FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443
(022)222-4121 (022)225-2141

FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211
(080)2097-5036

FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会

東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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32　吉田川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　南川合流点 大臣管理区間境
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.75m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.75m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.75m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.40m）
に達したとき

富 谷 市
大 和 町

南川合流
点
｜

大臣管理
区 間 境

区　　　間

八　合　田
仙台土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

水位観測所（氾濫危険水位） 仙 台 土 木 事 務 所 県 河 川 課
八　合　田（3.40m） 022（297）4118 022（211）3172～4,6

FAX 022（299）0408 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

富 谷 市
022（358）3111 FAX 0225(94)9857

大 和 町
022（345）1111 県 防 災 推 進 課

022（211）2375
FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

住 民 県 警 警 備 課
関 係 機 関 022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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33　吉田川（国管理区間）

左岸　大和町落合桧和田川前
　 　　　　 　　鳴瀬川合流点

右岸　　 〃 　落合舞野字一本杉囲　

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（4.00m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（5.00m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（5.00m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（5.00m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

大 和 町
富 谷 市
大 郷 町

高 田 橋
｜

粕 川 橋

同上
　　（4.00m）
　  （5.70m）

同上
　　（5.70m）

同上
　　（5.70m）

大 郷 町
大 崎 市
（ 鹿 島 台 ）
松 島 町

粕 川 橋
｜

二子屋橋

同上
　　（4.00m）
　  （5.80m）

同上
　　（5.80m）

同上
　　（5.80m）

松 島 町
東 松 島 市

二子屋橋
｜

鳴 瀬 川
合 流 点

34　竹林川（国管理区間）

左岸　
富谷市三ノ関字太子堂 　　　　 　　吉田川合流点

右岸　　 

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（指定水
位）
　　（1.30m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（1.80m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.80m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.80m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

大 和 町
富 谷 市

新 田 橋
｜

吉 田 川
合 流 点

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

区　　　間

新　　田　　橋
北上川下流
河川事務所

区　　　間

粕　　　　　川
（　　〃　　）

鹿　　島　　台
（吉）

（　　〃　　）

落　　　　　合
北上川下流
河川事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

水防警報
水位

観測所
（管理者）

水位
観測所

（管理者）

水防警報
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※

※　（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。
※※　 　　　は、水防法第１３条の４による通知

県 河 川 課
022（211）3172～4,6
FAX 022（211）3197

北 部 土 木 事 務 所 県 警 警 備 課

FAX 0229（22）5260
022（297）4118

FAX 022（299）0408
0229（91）0736

FAX 022（211）2595

022（221）7171
内線5735

水 位 観 測 所
落 合
粕 川
鹿 島 台

仙 台 土 木 事 務 所

新 田 橋

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

0225（94）9854

FAX 022（375）7535

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

仙 台 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

022（372）2927

FAX022（363）0491

第 22 即 応 機 動 連 隊

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

第 ３ 科

内線237
022（365）2121

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊

住　　　　　　　　　民
関　　係　　機　　関

東 部 土 木 事 務 所
0225（94）8692

FAX 0225（93）8168

022（359）3111

松 島 町

東 松 島 市
0225（82）1111

大 和 町
022（345）1111

富 谷 市
022（358）3111

022（354）5701
大 郷 町

0229（56）7111
（ 鹿 島 台 総 合 支 所 ）

0229（23）2111
大 崎 市
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35　善川（国管理区間）

左岸　　　大衡村大衡字稲荷前
　 　　　　 　　吉田川合流点

右岸　　  大衡村古館下

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.90m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（2.60m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.60m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　  （2.60m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（5.20m）
に達したとき

大 和 町
大 衡 村

高 田 橋
｜

古 舘 橋

塩　　　　　浪
北上川下流
河川事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報
通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間
氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報
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※ 　　　は、水防法第１３条の４による通知

0225（94）9854

FAX 022（211）2398

県 河 川 課 県 保 健 福 祉 総 務 課

FAX 022（211）3193

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

水 位 観 測 所 東 北 地 方 整 備 局 県 防 災 砂 防 課
塩浪（5.20ｍ） 北上川下流河川事務所 022（211）3175

022（211）3172～4,6 022（211）2507

022(297)4118

022（221）7171

FAX 022（211）3197 FAX 022（211）2595

県　　警　　警　　備　　課

陸 上 自 衛 隊

FAX 022(299)0408

内線5735

大 衡 村

FAX 022（221）0452
仙 台 土 木 事 務 所

大 和 町
022-345-1111

FAX022（363）0491
内線237

第 22 即 応 機 動 連 隊
022-345-5111 第 ３ 科

022（365）2121

住　　　　　　　　　民
関　　係　　機　　関
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36　北上川（国管理区間）

左岸
　　　　　　　　　岩手県境 海
右岸

水防団(消防団)
待機の発令

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防
団）出動の発令

警報解除の発
令

上流の降雨状
況により、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（9.50m）
に達すると思
われ、待機の
必要を認めた
とき

水防団待機水
位（通報水位）
　　（8.50m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　 　（9.50m）
を突破すると
予想されるとき

氾濫注意水位
（警戒水位）
　　（9.50m）
に達し、なお上
昇のおそれが
あるとき

氾濫注意水位
（警戒水位）
　  （9.50m）
を下って、再び
増水のおそれ
がないと思わ
れたとき

登 米 市
岩 手 県 境

｜
米 谷 大 橋

同上
　 （11.40m）

同上
　 （10.00m）
　 （11.40m）

同上
　 （11.40m）

同上
　 （11.40m）

登 米 市
米 谷 大 橋

｜
登 米 大 橋

同上
　　（9.00m）

同上
　　（8.00m）
　　（9.00m）

同上
　　（9.00m）

同上
　　（9.00m）

登 米 市
登 米 大 橋

｜
柳 津 大 橋

同上
　　（8.40m）

同上
　　（7.00m）
　　（8.40m）

同上
　　（8.40m）

同上
　　（8.40m）

登 米 市
石 巻 市
（ 河 北 ）
（ 桃 生 ）

柳 津 大 橋
｜

新 飯 野 川
橋

同上
　　（5.50m）

同上
　　（4.40m）
　　（5.50m）

同上
　　（5.50m）

同上
　　（5.50m） 石 巻 市

（ 河 北 ）
（ 北 上 ）

新 飯 野 川
橋
｜

河 口

37  二股川（国管理区間）

左岸　登米市東和町米谷字森合
北上川合流点

右岸　登米市東和町米谷字大沢

水防団(消防団)
待機の発令

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防
団）出動の発令

警報解除の発
令

北上川と同時
発令

同左 同左 同左 氾濫危険水
位（洪水特
別警戒水
位）
　 （10.80m）
に達したとき

登 米 市

登 米 市 東
和 町 米 谷

｜
北 上 川
合 流 点

大         泉
北上川下流
河川事務所

区　　　間

氾濫危険水位
（洪水特別警
戒水位）到達

情報

水位
観測所

（管理者）

水防警報
通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間

柳　　　　　津
（　　〃　　）

飯野川上流
（　　〃　　）

大         泉
北上川下流
河川事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

米           谷
（     〃     ）

登　　　　　米
（　　〃　　）

水防警報
水位

観測所
（管理者）
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※

※　（　　）内の支所に対しては、石巻市から連絡する。
※※　 　　　は、水防法第１３条の４による通知

022（211）2375

県 河 川 課
022（211）3172～4,6 022（211）2507

FAX 022（211）2595FAX 022（211）3197

柳 津
飯 野 川 上 流

東 北 地 方 整 備 局 県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193
北上川下流河川事務所

0225（94）9854

水 位 観 測 所
大 泉
米 谷
登 米

県 防 災 推 進 課

0225（76）2111

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課

第 ３ 科
第 22 即 応 機 動 連 隊

FAX022（363）0491

内線5735
FAX 022（221）0452

東 部 土 木 事 務 所
県 警 警 備 課

022（221）7171

内線237
022（365）2121

陸 上 自 衛 隊
0225（95）1111

（ 桃 生 総 合 支 所 ）

関　　係　　機　　関

東 部 土 木 事 務 所
登米地域事務所

0220（22）2763

（ 北 上 総 合 支 所 ）

（ 河 北 総 合 支 所 ）
0225（62）2111

登 米 市
石 巻 市

FAX 0220（22）7534

0220（22）2111

住　　　　　　　　　民

0225（94）8692
FAX0225（93）8168

0225（67）2111
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38　二股川（県管理区間）

左岸 登米市東和町米谷字森合
　　　　　　　　　登米市東和町米川西上沢 芽倉橋
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.40m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.90m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.70m）
に達したとき

登 米 市

芽 倉 橋
｜

鱒 淵 川
合 流 点

北上川と同
時発令

 北上川の
 逆水によ
 ることも
 ある。

同 左

（ 同 左 ）

同 左

（ 同 左 ）

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　 （10.80m）
に達したとき

登 米 市

鱒 淵 川
合 流 点

｜
登 米 市
東 和 町
米 谷

大　　　　泉
北上川下流
河川事務所

昭　和　橋
東部土木事務所
登米地域事務所

登米市東和町米谷字大沢

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間
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0225(94)9854

FAX022（363）0491

水位観測所（氾濫危険水位）
昭　和　橋（2.70m）

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

住 民 県 警 警 備 課
関 係 機 関 022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

登 米 市
0220（22）2111 FAX 0225(94)9857

大　　泉（10.80m） 022（211）3175

北 上 川 の 東 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
警 報 発 令 登米地域事務所 022（211）3172～4,6

0220（22）2763 FAX 022（211）3197
FAX 0220（22）7534

水位観測所（氾濫危険水位） 県 防 災 砂 防 課

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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39　旧北上川（国管理区間）

左岸
　　　　　　　　　北上川分派点 　　　　海
右岸

水防団(消防団)
待機の発令

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

上流の降雨状
況により、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（5.30m）
に達すると思
われ、待機の
必要を認めた
とき

水防団待機水
位（通報水位）
　　（4.30m）
に達し、氾濫注
意水位（警戒
水位）
　 　（5.30m）
を突破すると
予想されるとき

氾濫注意水位
（警戒水位）
　　（5.30m）
に達し、なお上
昇のおそれが
あるとき

氾濫注意水位
（警戒水位）
　  （5.30m）
を下って、再び
増水のおそれ
がないと思わ
れたとき

涌 谷 町
登 米 市
石 巻 市
（ 河 北 ）
（ 河 南 ）
（ 桃 生 ）

北 上 川
分 派 点

｜
天 王 橋

同上
　　（3.60m）

同上
　　（3.00m）
　　（3.60m）

同上
　　（3.60m）

同上
　　（3.60m） 石 巻 市

（ 石 巻 ）
（ 河 北 ）
（ 河 南 ）
（ 桃 生 ）

天 王 橋
｜

河 口

－

同上
　　（-）
　　（3.10m）

同上
　　（3.10m）

同上
　　（3.10m）

石 巻 市
（ 石 巻 ）

天 王 橋
｜

河 口

区　　　間

大　　　　森
（　　〃　　）

門　　　　脇
（　　〃　　）

和　　　　渕
北上川下流
河川事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

水位
観測所

（管理者）

水防警報
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※

※　（　　）内の支所に対しては、石巻市から連絡する。
※※　 　　　は、水防法第１３条の４による通知

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

FAX 022（211）3197

県 河 川 課
022（211）3172～4,6

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

関　　係　　機　　関

防災FAX7-0046412

第 22 即 応 機 動 連 隊

内線237
022（365）2121

0225（76）2111

0220（22）2111

第 ３ 科FAX 0220（22）7534

住　　　　　　　　　民

登 米 市

0220（22）2763（ 桃 生 総 合 支 所 ）

門　　　　　　　脇
0225（94）9854

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

水 位 観 測 所
和　　　　　　　渕
大　　　　　　　森

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

陸 上 自 衛 隊

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

石 巻 市

0225（62）2111
（ 河 南 総 合 支 所 ）

0225（72）2111

北 部 土 木 事 務 所
0229（91）0736

FAX 0229（22）5260

涌 谷 町

東 部 土 木 事 務 所
0225（94）8692

FAX0225（93）8168

0229（43）2111

登米地域事務所
東 部 土 木 事 務 所

0225（95）1111
（ 河 北 総 合 支 所 ）
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40　江合川（国管理区間）

左岸　大崎市古川桜ノ目字下川原
旧北上川合流点

右岸　　 〃 　　　　小泉字内高畑

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.50m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（3.10m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.10m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.10m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

大 崎 市
( 古 川 )

(左)大崎市
古川桜ノ目
(右)大崎市
古 川 小 泉

｜
新江合川分
派 点

同上
　　（1.00m）
　　（2.40m）

同上
　　（2.40m）

同上
　　（2.40m）

大 崎 市
（ 古 川 ）
（ 田 尻 ）
美 里 町
涌 谷 町

新江合川分
派 点

｜
涌 谷 大 橋

同上
　　（3.20m）
　　（4.20m）

同上
　　（4.20m）

同上
　　（4.20m）

涌 谷 町
石 巻 市
（ 河 南 ）

涌 谷 大 橋
｜

及 川 橋

同上
　　（2.00m）
　　（3.50m）

同上
　　（3.50m）

同上
　　（3.50m）

涌 谷 町
石 巻 市
（ 河 南 ）

及 川 橋
｜

旧北上川合
流 点

41　新江合川（国管理区間）

左岸
　　　　　　　　　江合川分派点 　鳴瀬川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.50m）
に達し、氾濫
注意水位（警
戒水位）
　　（3.10m）
を突破すると
予想されると
き

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.10m）
に達し、なお
上昇のおそ
れがあるとき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.10m）
を下って、再
び増水のお
それがないと
思われたとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.80m）
に達したとき

大 崎 市
（ 古 川 ）

江 合 川
分 派 点

｜
鳴 瀬 川
合 流 点

荒    　   雄
北上川下流
河川事務所

水位
観測所

（管理者）
区　　　間

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間

短　　台
（　　〃　　）

荒　　　　雄
北上川下流
河川事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

水防警報

水位
観測所

（管理者）

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

水防警報

下　　谷　　地
（　　〃　　）

涌　　谷
（　　〃　　）
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※

※

※　（　　）内の支所に対しては、それぞれの市から連絡する。
※※　 　　　は、水防法第１３条の４による通知

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課

石 巻 市

住　　　　　　　　　民
関　　係　　機　　関

北 部 土 木 事 務 所
0229（91）0736

FAX 0229（22）5260

（ 河 南 総 合 支 所 ）
0225（72）2111

0229（33）2111

FAX0225（93）8168

（ 田 尻 総 合 支 所 ）

大 崎 市
0229（23）2111

0225（94）8692

0225（95）1111

防災FAX7-0046412

第 22 即 応 機 動 連 隊

県 河 川 課
022（211）3172～4,6 022（211）2507

FAX 022（211）2595

陸 上 自 衛 隊

第 ３ 科

内線237
022（365）2121

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

東 部 土 木 事 務 所

FAX 022（211）3197

水位観測所（氾濫危険水位）
荒　　雄（4.80m）

下 谷 地
涌　　谷

東 北 地 方 整 備 局 県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193
北上川下流河川事務所

0225（94）9854

短　　台

0229（39）2111

涌 谷 町
0229（43）2111

美 里 町
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42　江合川（県管理区間）

左岸 大崎市古川大字桜ノ目字下河原
　　　　　　　　　大崎市岩出山二ツ石堰
右岸 大崎市古川大字小泉字内高畑

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.12m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.12m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.40m）
に達したとき

大 崎 市
（岩出山）

二ツ石堰
｜

(左)大崎
市古川桜
ノ 目
(右)大崎
市古川小

泉

区　　　間

岩　　出　　山
北上川下流
河川事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報
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0225(94)9854

※（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。

（ 岩 出 山 総 合 支 所 ）
0229（72）1211

関 係 機 関
住 民

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

※
022（211）2375

FAX 022（211）2398

県 警 警 備 課

県 防 災 推 進 課

水位観測所（氾濫危険水位）
岩 出 山（4.40m）

大 崎 市
0229（23）2111

FAX 022（211）3197

北 部 土 木 事 務 所
0229（91）0736

FAX 0229（22）5260

県 河 川 課
022（211）3172～4,6

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局

FAX 0225(94)9857

北上川下流河川事務所

陸 上 自 衛 隊

第 ３ 科

内線237
022（365）2121

022（221）7171
内線5735

FAX 022（221）0452

第 22 即 応 機 動 連 隊

FAX 022（222）5523
022（266）9678

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

防災FAX7-0046412
(022)211-1025 (022)222-5613

FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175
(022)229-1934 (022)222-7560

FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088
(022)267-1231 (022)223-2900

FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003
(022)236-3430 (022)297-8103

FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042
(022)304-2055 代表 (022)221-7181

FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019
(022)211-1127 (022)791-7504

FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874
(022)223-3117 (022)216-4181

FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278
(022)222-5972 (022)269-2248

FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443
(022)222-4121 (022)225-2141

FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211
(080)2097-5036

FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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43　迫川上流（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　栗原市築館留場橋 　　　　　　　三迫川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（3.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（4.45m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（4.45m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

栗 原 市
（ 築 館 ）
（ 若 柳 ）
（ 志 波 姫 ）

留 場 橋
｜

三 迫 川
合 流 点

44　三迫川（県管理区間）

左岸
　　　　　　栗原市栗駒松倉阿弥陀堂 阿弥陀堂橋 　　　迫川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.12m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.12m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.70m）
に達したとき

栗 原 市
（ 若 柳 ）
（ 栗 駒 ）
（ 金 成 ）

阿弥陀堂
橋
｜

迫 川
合 流 点

区　　　間

岩　　ヶ　　崎
北部土木事務所
栗原地域事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

区　　　間

留　　　　場
北部土木事務所
栗原地域事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、栗原市から連絡する。

防災FAX7-0046412

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121
内線237

FAX 022（221）0452

（ 志 波 姫 総 合 支 所 ） FAX 022（211）2398
0228（25）3111

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595
住 民
関 係 機 関 県 警 警 備 課

022（221）7171
内線5735

0228（42）1111 022（211）2375

（ 築 館 総 合 支 所 ）
0228（22）1111 東 北 地 方 整 備 局

（ 若 柳 総 合 支 所 ） 北上川下流河川事務所
0228（32）2121

（ 栗 駒 総 合 支 所 ） FAX 0225(94)9857
0228（45）2111

（ 金 成 総 合 支 所 ） 県 防 災 推 進 課

0228（22）1122 FAX 0228（56）2201

岩 ヶ 崎（2.70m） 0228（22）2193 FAX 022（211）3197
FAX 0228（22）9049

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

栗 原 地 方 ダ ム
総 合 事 務 所

栗 原 市 0228（56）2233

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
留　　　　　　場 栗原地域事務所 022（211）3172～4,6

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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45　迫川下流（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　栗原市三迫川合流点 旧北上川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　 （15.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　 （15.45m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　 （15.45m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

栗 原 市
（ 若 柳 ）
（ 志 波 姫 ）

三 迫 川
合 流 点

｜
若柳大橋

同上
　　（4.80m）

同上
　　（5.30m）

同上
　　（5.30m） 栗 原 市

（ 若 柳 ）
登 米 市

若柳大橋
｜

登米市迫町
錦 橋

同上
　　（3.60m）

同上
　　（4.20m）

同上
　　（4.20m）

登 米 市
涌 谷 町

登米市迫町

錦 橋

｜
旧 北 上 川
合 流 点

46　夏川下流（県管理区間）

左岸　　　　　　登米市中田町糠塚（岩手県境）
　　　 迫川合流点

右岸　　　　　　登米市石越町東郷字新五町谷地

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

迫川と同時発
令

  迫川の逆
  水による
  こともあ
  る。

同 左

（ 同 左 ）

同 左

（ 同 左 ）

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.70m）
に達したとき

登 米 市

( 左) 岩手
県 境
( 右) 登米
市石越町
東郷字新
五町谷地

｜
迫 川
合 流 点

佐　　　　沼
東部土木事務所
登米地域事務所

区　　　間

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間

佐　　　　沼
東部土木事務所
登米地域事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

大　　　　林
北部土木事務所
栗原地域事務所

若　　　　柳
花 山 ダ ム
管理事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（特別警戒水位）

到達情報
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、栗原市から連絡する。

0229(91)0736
FAX0229(22)5260

北 部 土 木 事 務 所

涌 谷 町
0229(43)2111

（志波姫総合支所）

0228（22）1122

0228（32）2121

0228（25）3111

（ 若 柳 総 合 支 所 ）

0228（22）2193
FAX 0228（22）9049

0220（22）2111

栗 原 市

登 米 市

水位観測所（氾濫危険水位）
大　　　　　　　林
若　　　　　　　柳
佐　　沼（4.70m）

FAX 0220（22）7534北 部 土 木 事 務 所
0220（22）2763

栗原地域事務所

東 部 土 木 事 務 所
登米地域事務所

JR 東 日 本 東 北 本 部

内線5735

FAX 0225(94)9857

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

北上川下流河川事務所

県 保 健 福 祉 総 務 課

FAX 022（211）2398

022（221）7171
県 警 警 備 課

FAX 022（211）2595
022（211）2507

022（266）9678

関　　係　　機　　関
住　　　　　　　　　民

FAX 022（221）0452

FAX 022（222）5523

陸 上 自 衛 隊

第 ３ 科

内線237
022（365）2121

施 設 指 令

FAX022（363）0491

第 22 即 応 機 動 連 隊

県 河 川 課
022（211）3172～4,6

栗 原 地 方 ダ ム

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局

FAX 0228（56）2201

FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

総 合 事 務 所
0228（56）2233

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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47　夏川上流（県管理区間）

右岸　　登米市石越町北郷字小谷地（栗原市境） 登米市石越町東郷字新五町谷地

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.60m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.20m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（3.20m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.20m）
に達したとき

登 米 市

（右）栗原
市 境

｜
（右）登米
市石越町
東郷字新
五町谷地

小　谷　地
東部土木事務所
登米地域事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間
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0225(94)9854

FAX 022（222）5523

0191（26）1418
土木部一関土木センター
岩手県一関地方振興局

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

022（365）2121
内線237

FAX022（363）0491

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

県 保 健 福 祉 総 務 課

住 民 県 警 警 備 課
関 係 機 関 022（221）7171

0220（22）2111 FAX 0225(94)9857

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

内線5735
FAX 022（221）0452

022（211）2507
FAX 022（211）2595

水位観測所（氾濫危険水位）
小　谷　地（4.20m）

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

東 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
登米地域事務所 022（211）3172～4,6

登 米 市

0220（22）2763

北上川下流河川事務所

FAX 022（211）3193

FAX 022（211）3197
FAX 0220（22）7534

東 北 地 方 整 備 局

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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48　小山田川（県管理区間東北本線上流）

左岸
　　　　　　栗原市高清水広畑 国道四号橋 　栗原市瀬峰 東北本線
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.20m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.70m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.70m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.40m）
に達したとき

栗 原 市
（ 瀬 峰 ）
（高清水）

国 道
四 号 橋

｜
東北本線

区　　　間

富　橋
北部土木事務所
栗原地域事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※（　　）内の支所に対しては、栗原市から連絡する。

022（211）3172～4,6
0228（22）2193 FAX 022（211）3197

FAX 0228（22）9049

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
富　橋（3.40m） 栗原地域事務所

栗 原 地 方 ダ ム

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

総 合 事 務 所
栗 原 市 0228（56）2233

FAX 022（211）3193

北上川下流河川事務所
0228（58）2111

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課

0228(22)1122 FAX 0228（56）2201
（ 瀬 峰 総 合 支 所 ）

0228（38）2111 東 北 地 方 整 備 局
（ 高 清 水 総 合 支 所 ）

022（211）2507
FAX 022（211）2595

※ FAX 0225(94)9857

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

内線237

住 民
関 係 機 関 県 警 警 備 課

022（221）7171
内線5735

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（365）2121

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678
FAX 022（222）5523

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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49　旧迫川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　小山田川合流点
右岸　

50　小山田川下流（県管理区間東北本線下流）

左岸
　　　　　　　　　栗原市瀬峰東北本線
右岸　

51　瀬峰川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　栗原市瀬峰根川橋
右岸　

52　萱刈川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　栗原市瀬峰東北本線
右岸　

53　大水門川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　栗原市瀬峰東北本線 　　　　　　　　　萱刈川合流点（栗原市(瀬峰））
右岸　

54　西川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　大崎市田尻市道橋 　　　　　　　　　萱刈川合流点（大崎市（田尻））
右岸　

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

上記６河
川同時発
令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（5.30m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　(5.80m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（5.80m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（6.80m）
に達したとき

大 崎 市
（ 田 尻 ）
涌 谷 町
栗 原 市
（ 瀬 峰 ）
登 米 市

旧迫川合流点
（栗原市(瀬峰）・大崎市（田尻）・登米市）

旧北上川合流点
（大崎市（田尻）・涌谷町・登米市）

小山田川合流点
  （栗原市(瀬峰)・大崎市（田尻））

小山田川合流点
（栗原市(瀬峰)・大崎市（田尻））

対象河川

大　　　　沼
東部土木事務所
登米地域事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（特別警戒水位）

到達情報
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0225(94)9854

※

※

※（　　）の支所に対しては、それぞれの市から連絡する。

0228(22)1122

FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課

（ 瀬 峰 総 合 支 所 ）
0228（38）2111

FAX 0228（56）2201

総 合 事 務 所
0228（56）2233

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

栗 原 地 方 ダ ム

県 河 川 課
022（211）3172～4,6
FAX 022（211）3197

FAX 022（222）5523

0229（39）1111
涌 谷 町

FAX 0225(94)9857

陸 上 自 衛 隊

第 ３ 科

内線5735

内線237

住　　　　　　　　　民
関　　係　　機　　関

栗 原 市

登 米 市

北上川下流河川事務所

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

（ 田 尻 総 合 支 所 ）

0229（43）2111

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

東 北 地 方 整 備 局

FAX022（363）0491

第 22 即 応 機 動 連 隊

022（365）2121

022（221）7171

FAX 022（211）2398

FAX 022（221）0452

0220(22)2111

水位観測所（氾濫危険水位）

大　　沼（6.80m）　

大 崎 市
0229（23）2111

北 部 土 木 事 務 所
栗原地域事務所

0228（22）2193
FAX 0228（22）9049

FAX 0220（22）7534

北 部 土 木 事 務 所

東 部 土 木 事 務 所
登米地域事務所

0220（22）2763

0229（91）0736
FAX 0229（22）5260

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560

FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088
(022)267-1231 (022)223-2900

FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003
(022)236-3430 (022)297-8103

FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042
(022)304-2055 代表 (022)221-7181

FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019
(022)211-1127 (022)791-7504

FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874
(022)223-3117 (022)216-4181

FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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55　二迫川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　栗原市鶯沢大橋 迫川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.10m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.10m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.80m）
に達したとき

栗 原 市
（ 築 館 ）
（ 栗 駒 ）
（ 鶯 沢 ）

鶯沢大橋
｜

迫川合流
点

区　　　間

新　　　　橋
北部土木事務所
栗原地域事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、栗原市から連絡する。

関 係 機 関

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
新橋（2.80m） 栗原地域事務所 022（211）3172～4,6

栗 原 市

0228(22)2193 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

FAX 0228(22)9049

栗 原 地 方 ダ ム

住 民

0228（22）1122

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

（ 築 館 総 合 支 所 ）

（ 栗 駒 総 合 支 所 ）

（ 鶯 沢 総 合 支 所 ）

0228(22)1111

0228(45)2111

0228(55)2111

東 北 地 方 整 備 局

県 警 警 備 課
022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

FAX 0225(94)9857

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

第 22 即 応 機 動 連 隊
陸 上 自 衛 隊

第 ３ 科
022（365）2121

内線237
防災FAX7-0046412

FAX 0228（56）2201

総 合 事 務 所
0228（56）2233

FAX 022（211）2398

北上川下流河川事務所

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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56　田尻川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　大崎市国道四号橋 江合川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.75m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.10m）
に達したとき

大 崎 市
（ 田 尻 ）
涌 谷 町
美 里 町

大崎市国
道四号橋

｜
江合川合
流 点

区　　　間

大　　水　　門
北部土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、大崎市から連絡する。

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
大水門（3.10m） 0229（91）0736 022（211）3172～4,6

FAX 0229（22）5260 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

大 崎 市
0229（23）2111 FAX 0225(94)9857

（ 田 尻 総 合 支 所 ）
0229（39）2111 県 防 災 推 進 課

022（211）2375
FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課

涌 谷 町
0229（43）2111

美 里 町
0229（33）2111

022（211）2507
FAX 022（211）2595

住 民 県 警 警 備 課
関 係 機 関 022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊

022（266）9678
FAX 022（222）5523

第 ３ 科
022（365）2121

内線237
防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

(022)211-1025 (022)222-5613

FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175
(022)229-1934 (022)222-7560

FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088
(022)267-1231 (022)223-2900

FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003
(022)236-3430 (022)297-8103

FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042
(022)304-2055 代表 (022)221-7181

FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019
(022)211-1127 (022)791-7504

FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874
(022)223-3117 (022)216-4181

FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278
(022)222-5972 (022)269-2248

FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443
(022)222-4121 (022)225-2141

FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211
(080)2097-5036

FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会

東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社

仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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57　芋埣川（県管理区間）

左岸
　　　　　　　　　栗原市忠兵衛浦橋 二迫川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（2.35m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.75m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.75m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.30m）
に達したとき

栗 原 市
（ 築 館 ）
（ 栗 駒 ）
（ 一 迫 ）

忠 兵 衛
浦 橋

｜
二迫川合
流 点

区　　　間

栗駒公園線
北部土木事務所
栗原地域事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

※

※（　　）内の支所に対しては、栗原市から連絡する。

FAX 022（211）3193

住 民

（ 築 館 総 合 支 所 ）

県 保 健 福 祉 総 務 課

東 北 地 方 整 備 局

0228(22)1111

北上川下流河川事務所

FAX 0225(94)9857栗 原 市
0228（22）1122

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398( 栗 駒 総 合 支 所 )
0228(45)2111

( 一 迫 総 合 支 所 )

0228(22)2193 FAX 022（211）3197
FAX 0228(22)9049

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
栗駒公園線（3.30m） 栗原地域事務所 022（211）3172～4,6

0228(52)2111

関 係 機 関

FAX 022（221）0452

第 22 即 応 機 動 連 隊
陸 上 自 衛 隊

022（221）7171
内線5735

022（211）2507
FAX 022（211）2595

県 警 警 備 課

第 ３ 科
022（365）2121

内線237
FAX022（363）0491

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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58　出来川（県管理区間石巻線上流）

左岸
　　　　　　　　　美里町北浦新前田 前田橋 美里町南小牛田信 石巻線
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
 　　（2.30m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.50m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.00m）
に達したとき

大 崎 市
美 里 町
涌 谷 町

前 田 橋
｜

石 巻 線

笹　館　橋
北部土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間

453



　

0225(94)9854

防災FAX7-0046412

水位観測所（氾濫危険水位）
　笹　館　橋（3.00m）

美 里 町
0229(33)2111

内線5735
FAX 022（221）0452

住 民 県 警 警 備 課
022（221）7171

022（365）2121
内線237

県 保 健 福 祉 総 務 課

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

022（211）2507
FAX 022（211）2595

北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
0229（91）0736 022（211）3172～4,6

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局

FAX 0229（22）5260 FAX 022（211）3197

大 崎 市

022（211）2375
FAX 022（211）2398

施 設 指 令
022（266）9678

FAX 022（222）5523

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

北上川下流河川事務所
涌 谷 町

0229(43)2111

JR 東 日 本 東 北 本 部

FAX 0225(94)9857

県 防 災 推 進 課

関 係 機 関

0229（23）2111

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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59　出来川（県管理区間石巻線下流）

左岸
　　　　　　　　　美里町南小牛田信 石巻線 江合川合流点
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.80m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.90m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.90m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（4.80m）
に達したとき

美 里 町
涌 谷 町

石 巻 線
｜

江 合 川
合 流 点

名　鰭
北部土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

区　　　間
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0225(94)9854

水位観測所（氾濫危険水位） 北 部 土 木 事 務 所 県 河 川 課
　名　鰭（4.80m） 0229（91）0736 022（211）3172～4,6

FAX 0229（22）5260 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

涌 谷 町 東 北 地 方 整 備 局
0229(43)2111 北上川下流河川事務所

美 里 町
0229(33)2111 FAX 0225(94)9857

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

住 民 県 警 警 備 課
関 係 機 関 022（221）7171

内線5735
FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊
第 ３ 科

FAX 022（222）5523

022（365）2121
内線237

防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

022（266）9678

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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60　大川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　気仙沼市平前橋 　　　　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.95m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.75m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（2.75m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（3.90m）
に達したとき

気仙沼市
平 前 橋

｜
河 口

区　　　間

大　川　本　町
気   仙   沼
土木事務所

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報
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0225(94)9854

防災FAX7-0046412

第 22 即 応 機 動 連 隊

県 警 警 備 課

FAX 022（222）5523
022（266）9678

第 ３ 科

内線237
022（365）2121

FAX 022（221）0452

水位観測所（氾濫危険水位）
大川本町（3.90m）

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

県 防 災 砂 防 課

陸 上 自 衛 隊

022（221）7171

県 防 災 推 進 課

内線5735

FAX 022（211）2398

気 仙 沼 土 木 事 務 所
0226（24）2564

FAX 0226（24）3183

県 河 川 課
022（211）3172～4,6

関 係 機 関
住 民

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

FAX 022（211）3197

0226（22）6600
気 仙 沼 市 FAX 0225(94)9857

022（211）2375

東 北 地 方 整 備 局

022（211）3175
FAX 022（211）3193

北上川下流河川事務所

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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61　鹿折川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　気仙沼市大船渡線 　　　　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.10m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.50m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.50m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.50m）
に達したとき

気仙沼市
大船渡線

｜
海

区　　　間

鹿折大橋
気   仙   沼
土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村
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0225(94)9854

水位観測所（氾濫危険水位） 気 仙 沼 土 木 事 務 所 県 河 川 課
鹿折大橋（2.50m） 0226（24）2564 022（211）3172～4,6

FAX 0226（24）3183 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

東 北 地 方 整 備 局
北上川下流河川事務所

気 仙 沼 市 FAX 0225(94)9857
0226（22）6600

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595
住 民
関 係 機 関 県 警 警 備 課

022（221）7171
内線5735

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊
第 22 即 応 機 動 連 隊

022（266）9678
FAX 022（222）5523

第 ３ 科
022（365）2121

内線237
防災FAX7-0046412

JR 東 日 本 東 北 本 部
施 設 指 令

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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62　津谷川（県管理）

左岸
　　　　　　　　　気仙沼市本吉町高岡 鼻向頭首工 　　　　海
右岸

水防団(消防団)
出動準備の発令

水防団（消防団）
出動の発令

警報解除の発令

水防団待機
水位（通報水
位）
　　（1.00m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.30m）
に達し、さら
に増水し危険
が予想される
とき

氾濫注意水
位（警戒水
位）
　　（1.30m）
を下って、水
防作業の必
要がなくなっ
たとき

氾濫危険水
位（洪水特別
警戒水位）
　　（2.10m）
に達したとき

気仙沼市

鼻 向
頭 首 工

｜
海

区　　　間

花見橋
気   仙   沼
土木事務所

水位
観測所

（管理者）

水防警報

氾濫危険水位
（洪水特別警戒
水位）到達情報

通 報 ・
警 報 発 令
対象市町村

461



0225(94)9854

第 ３ 科
022（365）2121

内線237
防災FAX7-0046412

第 22 即 応 機 動 連 隊

FAX 022（211）2398

県 保 健 福 祉 総 務 課
022（211）2507

FAX 022（211）2595

022（221）7171
内線5735

FAX 022（221）0452

陸 上 自 衛 隊

住 民
関 係 機 関 県 警 警 備 課

北上川下流河川事務所

気 仙 沼 市 FAX 0225(94)9857
0226（22）6600

県 防 災 推 進 課
022（211）2375

東 北 地 方 整 備 局

水位観測所（氾濫危険水位） 気 仙 沼 土 木 事 務 所 県 河 川 課
花見橋（2.10m） 0226（24）2564 022（211）3172～4,6

FAX 0226（24）3183 FAX 022（211）3197

県 防 災 砂 防 課
022（211）3175

FAX 022（211）3193

(022)211-1025 (022)222-5613
FAX (022)227-3937 FAX (022)212-1175

(022)229-1934 (022)222-7560
FAX (022)229-1715 FAX (022)267-0088

(022)267-1231 (022)223-2900
FAX (022)227-0715 FAX (022)221-4003

(022)236-3430 (022)297-8103
FAX (022)236-3429 FAX (022)257-4042

(022)304-2055 代表 (022)221-7181
FAX (022)249-7121 FAX 　　　 内線5019

(022)211-1127 (022)791-7504
FAX (022)224-7947 FAX (022)299-8874

(022)223-3117 (022)216-4181
FAX (022)223-3119 FAX (022)262-5278

(022)222-5972 (022)269-2248
FAX (022)222-6048 FAX (022)223-1443

(022)222-4121 (022)225-2141
FAX (022)222-8386 FAX (022)213-4211

(080)2097-5036
FAX (022)216-1747

朝日新聞社仙台総局
日本気象協会
東北支局

毎日新聞社仙台支局
NTT東日本(株)
宮城事業部

読売新聞社東北総局 東北電力(株)宮城支店

産経新聞社仙台支局

㈱宮城テレビ放送 仙台管区気象台

㈱東日本放送 東北管区警察局

河北新報社 東北運輸局

NHK仙台放送局
日本経済新聞社
仙台支局

東北放送㈱ 共同通信社仙台支社

㈱仙台放送 時事通信社仙台支社

県河川課は、該当水位観測所の水位が氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき
又は氾濫等の通報があった場合は、必要に応じて次の各機関にもその情報を伝達し、一般
への周知を図るものとする。
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63　仙台湾南部海岸（国管理区間）

（１）　蒲崎海岸
岩沼市早股字前川 岩沼市寺島字川向

（２）　山元海岸
山元町山寺字須賀 山元町坂元字浜

水防団(消防団)待機・
準備の発令

水防団(消防団)出動
の発令

警報解除の発令

気象庁から管内に
高潮注意報が発表
され、亘理沖波浪
観測所の有義波高
が3.5ｍを超え、か
つ今後更に波高の
上昇が予想される
場合

 気象庁から管内に
高潮警報が発表さ
れ、亘理沖波浪観
測所の有義波高が
5.2ｍを超え、かつ
今後更に波高の上
昇が予測される場
合

 亘理沖波浪観測所
の有義波高が3.5ｍ
を下回り、高潮注意
報が解除され、か
つ気象情報での波
高の再上昇が予想
されないとき。かつ
避難活動を必要と
する状況が解消し
たと認められると
き。

岩 沼 市

岩 沼 市
早 股

｜
岩 沼 市
寺 島

気象庁から管内に
高潮注意報が発表
され、亘理沖波浪
観測所の有義波高
が3.5ｍを超え、か
つ今後更に波高の
上昇が予想される
場合

 気象庁から管内に
高潮警報が発表さ
れ、亘理沖波浪観
測所の有義波高が
5.2ｍを超え、かつ
今後更に波高の上
昇が予測される場
合

 亘理沖波浪観測所
の有義波高が3.5ｍ
を下回り、高潮注意
報が解除され、か
つ気象情報での波
高の再上昇が予想
されないとき。かつ
避難活動を必要と
する状況が解消し
たと認められると
き。

山 元 町

山 元 町
山 寺

｜
山 元 町
坂 元

山元海岸

令和２年６月１日から適用

海岸名

水防警報
通 報 ・
警 報 発 令
対 象 市 町 村

区　　　間

蒲崎海岸
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※

※

※

※

※

※　仙台湾南部海岸水防・災害情報連絡会における情報提供機関

                                     

FAX 022（211）2949

第 ２ 施 設 団
第 ３ 科

0224（55）2301
内線232

防災FAX7-0046422

県 農 村 整 備 課
022（211）2875

FAX 022（211）2879

県 水 産 業 基 盤 整 備 課
022（211）2942

関　　係　　機　　関

022（211）2507
FAX 022（211）2595

内線5735
FAX 022（221）0452

県 警 警 備 課
022（221）7171

陸 上 自 衛 隊
住　　　　　　　　　民

亘 理 町
0223（34）1111

仙 台 市
022（234）1111 0223（23）0789

0223（37）1111

岩 沼 市

名 取 市 山 元 町
022（384）2111

県 保 健 福 祉 総 務 課

FAX 022（211）3197 FAX 022（211）3193

県 防 災 推 進 課
仙 台 土 木 事 務 所 022（211）2375

022（297）4111 FAX 022（211）2398
FAX 022（297）4170

022（211）3172～4,6 022（211）3175

波 浪 観 測 所 東 北 地 方 整 備 局
亘 理 沖 仙台河川国 道事 務所

022（248）4131～8

県 河 川 課 県 防 災 砂 防 課
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